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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査の目的 

本市では、男女がともに、社会のあらゆる分野に参画でき、いきいきと過ごせるまちをつくるため、

「第３次京田辺市男女共同参画計画」（計画期間：令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年

度）まで）に基づき、様々な事業に取り組んでいます。今回、市民や市内の事業所の男女共同参画や性

別による役割分担、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）などについての状況や意識を把握

し、計画の中間見直しのための資料とするとともに、施策の検討にも活用するために市民意識調査及び

事業所調査を実施いたしました。 

 

２ 調査の設計 

・調査対象 

市民意識調査：京田辺市在住の 18歳以上の男女 各 1,500 人 

事業所調査：京田辺市内の従業員数 10 人以上の事業所 492 事業所 

 

・調査方法 

市民意識調査：無作為抽出による郵送配布 郵送・ＷＥＢによる回収 

事業所調査：総務省統計局事業所母集団ＤＢより抽出による郵送配布 郵送・ＷＥＢによる回収 

 

・調査期間：令和６年 11 月 15 日から令和６年 12 月６日まで 

 

３ 回収状況 

調査 配 布 数 有効回収数 有効回収率 

市民意識調査 3,000通 728通 24.3％ 

事業所調査 492事業所 78事業所 15.9％ 
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４ 報告書を見る際の注意事項 

・回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数点以下第

２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方になる

ため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単純集計（全体）

の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計とは、複数項目の組み合わせで分類

した集計のことで、複数の質問項目を交差して並べ、表やグラフを作成することにより、その相互

の関係を明らかにするための集計方法です。 

・調査結果を図表にて表示していますが、グラフ以外の表は、最も高い割合のものを  で網かけを

しています。（無回答を除く） 

・回答者数が１桁の場合、回答件数による表記としています。また、クロス集計において回答者数が

１桁の場合は、コメントを差し控えています。 

・グラフ等の記載にあたっては、調査票の選択肢の文言を一部省略している場合があります。 

・市民意識の問 30については、紙での回答の設問では、第３次計画の基本目標４つとなっています

が、ＷＥＢでの回答の設問では前計画の基本目標３つとなり設問が異なるため、回答者数（Ｎ）を

454 で集計しています。回答者数については、統計的に有効な回答数は得られています。 

なお、ＷＥＢ回答は前回調査と同様の設問のため、参考で比較しています。（P.123 参照） 

・参考として掲載している全国世論調査は、「男女共同参画社会に関する世論調査」【令和６年９月調

査】と【令和４年 11 月調査】の調査項目が異なる２つの調査結果を引用しています。 
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Ⅱ 調査結果の概要 

１ 市民意識調査 

（１）家庭生活について 

男性の家事・育児への参加が望まれており、 

実現には夫婦や家族間でのコミュニケーションや周囲の理解が必要 

・『結婚は個人の自由であるから、してもしなくてもどちらでもよい』の考え方では、９割近くの人が“そ

う思う”（「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の合計）と回答しており、若い年代ほど割合が

高く、前回調査より増加している。 

・『夫は外で働き、妻は家庭を守るのがよい』の考え方では、８割近くの人が“そう思わない”（「そう思

わない」と「どちらかといえばそう思わない」の合計）と回答しており、前回調査と比較すると増加し

ている。一方、そう思う理由について前回調査と比較すると「役割分担をした方が効率がよいと思うか

ら」が増加している。 

・家庭での役割分担の現状では、前回調査と比べると夫と妻で同程度分担している家庭が増えているも

のの、すべての項目で主として妻が担当している家庭が多く、夫も妻もフルタイムで働く家庭でも主

として妻が担当している場合が大半を占める。一方で、希望では夫と妻で同程度を望む人が多く、現状

と比べると、希望に沿った役割分担になっていない状況がみられる。 

・男性が家事、子育てなどに参加するためには、「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかるこ

と」、「男性による家事・育児などについて職場における上司や周囲の理解を進めること」、「男性が家

事・育児などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」などが必要と回答した人が多

く、家庭や職場での理解と男性自身の意識改革が求められている。 

 

（２）仕事について 

女性の活躍推進や、男性の育児・介護休業の取得に向けては、 

育児や介護への家庭・職場・地域でのサポートが必要 

・女性が職業をもつことに対して前回調査と比較すると「ずっと職業をもつ方がよい」が増加した分、

「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」が減少しており、子どもが

できても育児休業などを使い、やめない方がよいという意見が多いようにみられる。 

・女性の活躍を推進するために必要なことでは、「仕事と家庭の両立を支援するための休業・休暇制度な

どを充実させること」、「育児や介護の施設・サービスを充実させること」、「子育てや介護などでいった

ん仕事を辞めた人の再就職を促進すること」などが高く、育児や介護への家庭・職場・地域でのサポー

トを望む人が多い。 

・結婚や出産などに際して男女が共に仕事を続けるためには、「介護施設やサービスの充実」、「保育施設

やサービスの充実」、「職場での育児休業、介護休業制度の充実」、「職場の上司や同僚の理解と協力」な

どの回答が多く、育児や介護へのサポートを望む人が多い。 

・各種制度の職場でのとりやすさについては、育児休業・短時間勤務・介護休業制度ともにとりやすさは

前回調査に比べて高くなっているものの、３割程度と過半数を満たせていない。育児・介護休業につい

ては取得が増えているようにみえるものの、現実的にはとりにくいと回答した人も多くなっている。 

・男性が育児休業や介護休業を取得することについては、前回調査と比較すると育児・介護休業ともに

「積極的に取得するべきである」が増加しており、休業を取得することへの意識は高まっているよう

にみられる。  
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（３）地域活動・社会活動について 

地域活動・社会活動への参加拡充に向けては、 

活動の周知や活動日・時間帯の工夫が必要 

・地域活動・社会活動に参加している人は６割程度で、「区・自治会などの活動」、「趣味やスポーツサー

クルなどのグループ活動」が多いものの、前回調査と比べて割合が減少している。また、男性が参加し

ている活動では男性が、女性が参加している活動では女性がリーダーとなっていることが多い。 

・年代が下がるにつれて地域活動・社会活動への参加が少なく、特に 18～29 歳では３割未満となってい

る。参加していない理由では、「仕事で忙しい」、「時間帯が合わない」、「参加したい活動がみつからな

い」等となっており、参加の拡充に向けては周知や活動の曜日や時間帯の工夫が望まれる。 

・『地域活動において女性も方針を決める場に積極的に参加していくべき』の考え方では、７割以上の人

が“そう思う”（「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の合計）と回答しており、前回調査と同

様の傾向となっている。 

・地域活動において女性の参画を進めるために必要なことでは、「さまざまな立場の人が参加しやすいよ

うに活動時間帯を工夫する」や「男性中心の社会通念や慣習を改めるための啓発活動を行う」、「家族が

家事・育児を分担する」などの回答となっている。 

・防災分野において男女のニーズに配慮した対応をすすめるためには、「避難所の設備を整えること」、

「性別に配慮した備蓄品の備え」、「防災に関する会議に男女がともに参画し、防災計画に男女両方の

視点が入ること」などが必要とされており、前回調査と比較すると「避難所における女性や子どもなど

への暴力を防止するための対策」の割合が増加している。 

（４）ＤＶ（配偶者等や交際相手からの暴力）・ハラスメントについて 

男性について暴力行為としての意識が薄く、被害が女性の方が多い 

相談ができない被害者が多く、相談機関の周知が必要 

・配偶者等や恋人間での暴力について、「身近に当事者がいた」と回答した人が１割程度を占めており、

前回調査と比較するとやや増加しているものの、身近以外に見たり、聞いたりことがある人の割合は

減少している。 

・暴力に気づいた後の対応では、何もしなかった人が３割以上を占めており、前回調査と比較すると増加

している。 

・配偶者等や恋人間での行為において『なぐる、ける』では「どんな場合でも暴力にあたると思う」人が

９割を超えているのに対し、すべての項目について男性の方が「どんな場合でも暴力にあたると思う」

の割合が低く、『大声でどなる』や『交友関係や電話・メールを細かく監視する』などの心理的暴力に

ついては５割未満であり、暴力としての認識がやや薄い。 

・配偶者等からの暴力では、「受けたことがある」が男性で 3.1％、女性で 15.4％と、女性の暴力被害が

１割以上を占める。暴力を受けたときに相談した人は４割未満となっており、暴力を受けたとき、「相

談したかったが、相談しなかった」の割合が前回調査と比べ増加している。 

・相談した人の相談先は家族や友人などの身近な人が多く、市の相談窓口へ相談した人はやや増加して

いたが、京都府などの公的機関へ相談する人は少なく、前回調査と比べ減少していた。 

・相談しなかった理由では、「相談しても無駄だと思ったから」や「自分にも悪いところがあると思った

から」などが高くなっている。また前回調査と比較すると、「どこに相談していいかわからなかったか

ら」「だれにもいえなかったから」「相談したことがわかると、仕返しを受けたり、もっとひどい暴力を

受けたりすると思ったから」の割合が増加しているため、身近な人以外の行政の相談窓口・相談機関な

どの相談ができる場所やＤＶに対する知識などの周知や整備が必要とされる。 

・ハラスメントについて『年齢や容姿について傷つくことを言われた』や『「女のくせに」「男のくせに」

と差別的な言い方をされた』では「ハラスメントを自身が受けたことがある」人が３割を超えており、

「見聞きしたことがある」人が５割近くとなっている。  
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（５）多様な生き方について 

ＬＧＢＴ等の性的少数者について、 

理解を深めるための教育を学校から行う 

・ＬＧＢＴ等の性的少数者について、８割程度と多くの方が認知されている。 

・『ＬＧＢＴ等の性的少数者が暮らしやすい社会に必要なこと』については「性の多様性についての理解

を深めるため学校での教育を行う」や「安心して相談できる場所」、「性的少数者が暮らしやすい国等の

制度の整備を行う」などの回答が多くなっている。 

（６）男女共同参画全般について 

男女共同参画社会の形成のために、 

悩みや相談事を共有できる環境の充実が望まれる 

・男女の平等感に関し、学校教育では「平等」が６割半ばを占めているものの、職場や家庭、地域、政

治、法律・制度、社会通念では“男性が優遇されている”（「男性が優遇されている」と「どちらかと

いえば男性が優遇されている」の合計）と感じている人が多く、前回調査と同様の傾向となっている。 

・男女共同参画社会を実現するための目標に対する変化について、『職場や家庭、学校、地域等の社会

のあらゆる分野において、男女がお互いを対等な人格として認め、尊重し合う意識が広がっている』、

『誰もがその能力を十分に発揮し、生きがいを持って働くことができるよう、互いの価値観を反映し

た多様なライフスタイルの実現を可能とし、家庭と仕事を両立できる環境になっている』の項目で

は、“良くなったと思う”（「良くなったと思う」と「どちらかといえば良くなったと思う」の合計）

が４割以上を占めているものの、「変わらないと思う」と感じている人も２割半ば程度を占めている。 

・京田辺市女性交流支援ルーム“ポケット”については、認知度は２割未満、知っている人の利用率も

２割未満と低く、前回調査と比較しても減少している。 

・今後期待する機能としては、「相談事業の充実」が約５割と最も高く、次いで「女性への就労支援等

の充実」、「市民が気軽に交流、語らえる場所」となっている。 

・男女共同参画社会を形成していくために市が優先的に進めるべきことでは、「男女がともに働きなが

ら家事や子育て、介護などの家庭生活を両立できる各種サービスの充実」を望む人が６割以上と突出

して多く、次いで「さまざまな相談や支援体制の整備」、「思春期、妊娠、出産期、更年期、高齢期な

ど人生の各ステージに対応した女性の健康支援」と、仕事と家庭生活の両立支援を望む人が多い。 
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２ 事業所 

（１）女性の活躍推進について 

女性の活躍推進に向けては、育児・介護等と仕事の両立支援制度の整備とともに 

女性自身の意識向上が必要 

・女性の活躍を推進するための取組では、前回調査と比較すると、ほとんどの項目で「実施している」

の割合が増加しているものの、『女性活躍の担当部署や担当者を設けるなど、推進体制の整備』では

実施予定がない事業所が多い。 

・女性の活躍を推進する上での課題は、「昇進や仕事に対する女性自身の意識向上」が最も高く、次い

で「育児・介護等と仕事の両立支援制度の整備」と、前回調査と同様の傾向となっている。 

・女性を積極的に登用することでの効果やメリットについて「労働力が確保できる」の割合が最も高

く、次いで「優秀な人材が活躍できるようになる」、「女性の能力が有効に発揮され、業績向上に貢献

する」などとなっている。前回調査と比較すると、「優秀な人材が活躍できるようになる」や「仕事

の効率化や業務の改善が進む」、「多様な視点が活かされ、新商品・サービスの提供につながる」が大

きく増加しており、性別を問わず優秀な人材を確保したいという意思の傾向がみられる。 

・女性活躍推進法に基づく事業主行動計画は、約５分の１の事業所が策定しており、「今後策定を予定

している」事業所を合わせると約５割を占め、前回調査と比較すると増加している。 

（２）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進に向けては、 

代替要員の確保などの人員体制の充実や周囲の理解が必要 

・女性の活躍を推進するための取組では、前回調査と同様に『長時間労働抑制の取組』や『年次有給休

暇の取得促進』、『本人の希望を聞く機会や相談体制の整備』などは実施している事業所が多いのに対

し、『事業所内保育施設の設置』や『ワーク・ライフ・バランスの担当部署や担当者の設置』などは

少ない。 

・育児休業・介護休業の取得者数については、取得できていない方がほとんどであった。その中でも、

育児休業では男性が短期間、女性が長期間の取得傾向であった。 

・男性の育児・介護休暇を促進する上での課題は、「休業中の代替要員の確保」が最も高く、人員体制

の充実や周囲の理解が必要であると回答した事業所が多くなっている。 

・女性従業員の働き方は、「育児休業制度や介護休業制度を利用して、その後復職する場合が多い」が

最も高く、結婚や妊娠・出産、介護を機に退職を選ぶ場合が多い事業所は３割程度を占める。 

・ワーク・ライフ・バランスを推進していく上での課題は、「休業に対する代替要員の確保」が最も高

く、前回調査と比較すると、「両立支援制度の整備」が増加しており、人員体制の充実や周囲の理解

だけでなく、両立支援制度の整備が必要であると回答した事業所が多くなっている。 

・ワーク・ライフ・バランスを推進することでの効果やメリットは、「従業員の心身の健康につながる」、

「従業員個人の生活の充実につながる」など、従業員の心身の健康や満足度、仕事への意欲の向上に

つながると考える事業所が多い。また、前回調査と比べ「優秀な人材の確保につながる」「人材の定

着につながり、募集採用等にかかるコストを削減することができる」が増加しており、事業所自体の

メリットもあるという考えが増えている。 

・次世代育成支援対策推進法に基づく事業主行動計画は、約５分の１の事業所が策定しており、「今後

策定を予定している」を合わせると約４割を占める。 
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（３）ハラスメント対策について 

ハラスメント対策は実施しているものの、 

起こった際の対応に難しさを感じている事業所が多い 

・ハラスメントについては「セクシュアル・ハラスメント（セクハラ）が問題になったことがある」、

「パワーハラスメントが問題になったことがある」が合わせて約４割を占め、前回調査と比べて増加

している。 

・ハラスメントに関する取組については、防止策や対応策等の取組を半数以上の事業所が実施してい

る。その取組内容では、『相談・苦情に対処するための窓口・担当の設置』や『研修・講習会の実施

など』が多い。セクハラに対する取組内容では、『経営トップの宣言や就業規則などでハラスメント

防止の方針を明確にする』が最も多くなっている。 

・ハラスメントが起こった場合の対応として難しいと感じることは、「どこまでがハラスメントに該当

するかの線引き」が６割以上を占めて最も高く、次いで「当事者の言い分が異なる場合などの事実確

認」、「加害者にその行為がハラスメントであることを理解させること」となっており、前回調査と同

様にハラスメントの事実確認などに難しさを感じている事業所が多い。 

（４）男女がともに働きやすい職場づくりについて 

男女がともに働きやすい環境づくりに向けては、情報提供とともに、 

セミナーの開催や先進的取組事例の紹介、ノウハウの提供充実が望まれる 

・認定制度や助成金等の利用については、ほとんどが利用していないものの、『キャリアアップ助成金

【京都労働局】』で「認定済み・利用したことがある」が約２割となっている。しかし、「認定・利用

したことはないが、関心がある」の割合は３～５割超の事業所が多く、ほとんどの制度に関心を持っ

ている。 

・男女共同参画の推進にあたって行政に期待する支援や取組については、「活用できる補助金等の支援

制度に関する情報提供」が４割半ばを占めて前回調査と同様に最も高かった。前回調査と比べて、

「経営者や事業主、人事担当者等を対象としたセミナーの開催」「先進的取組事例の紹介、ノウハウ

の提供」の割合が増加している。 
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Ⅲ 調査結果 

１ 市民意識調査 

（１）家庭生活について 

問１ 次のような考え方について、どう思われますか。（それぞれ１つ選択） 

① 結婚は個人の自由であるから、結婚してもしなくてもどちらでもよい。 

「そう思う」の割合が 64.7％と最も高く、次いで「どちらかといえばそう思う」の割合が 22.5％、

「どちらかといえばそう思わない」の割合が 7.1％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「そう思う」の割合が増加しています。一方、「どちらかといえばそう

思わない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「そう思う」「どちらかといえばそう思う」を合わせた“そう思う”の割合が

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

64.7

51.6

22.5

26.2

7.1

13.9

2.7

6.7

1.2

1.6

1.6

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

57.7

69.5

25.9

20.6

9.6

5.0

3.8

2.1

1.4

1.2

1.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男女ともに “そう思う”の割合が高くなっています。 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、年代が下がるにつれ「そう思う」の割合が高くなる傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

57.7

50.4

25.9

24.3

9.6

13.7

3.8

9.4

1.4

1.9

1.7

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

69.5

52.6

20.6

27.7

5.0

14.0

2.1

4.7

1.2

1.0

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

83.8

74.8

61.7

62.6

53.7

49.6

15.4

18.9

19.5

24.4

33.7

28.3

4.5

7.4

9.2

9.5

10.6

0.9

4.7

2.3

8.0

0.9

2.7

1.5

1.8

0.9

4.0

3.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 夫は外で働き、妻は家庭を守るのがよい。 

「そう思わない」の割合が 57.6％と最も高く、次いで「どちらかといえばそう思わない」の割合が

20.1％、「どちらかといえばそう思う」の割合が 13.7％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「そう思わない」の割合が増加しています。一方、「どちらかといえば

そう思う」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「どちらかといえばそう思う」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

1.6

4.3

13.7

24.0

20.1

23.2

57.6

44.8

4.9

3.3

2.1

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

3.1

0.7

19.1

9.9

17.1

22.0

56.3

58.9

2.7

6.1

1.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男女ともに「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」

を合わせた“そう思わない”の割合が高くなっています。 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で“そう思わない”の割合が最も高くなっています。また、70 歳以

上で「どちらかといえばそう思う」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

3.1

6.3

19.1

29.9

17.1

20.0

56.3

39.8

2.7

3.9

1.7

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

0.7

2.7

9.9

20.2

22.0

25.5

58.9

48.2

6.1

3.0

2.4

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

2.6

2.7

0.7

0.8

3.5

15.4

12.6

10.1

12.2

12.6

20.4

21.4

18.0

18.1

25.2

21.1

15.9

58.1

55.0

61.1

55.7

60.0

55.8

2.6

10.8

4.7

6.1

2.1

2.7

0.9

5.4

4.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【参考 全国世論調査】 

全国世論調査と比較すると、“そう思わない”（全国調査では「どちらかといえば反対」「反対」を合

わせた“反対”）の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 
 

問２【問１－②で「そう思う」・「どちらかといえばそう思う」を選択された方に】なぜそう思

われますか。（あてはまるものをすべて選択） 

「子どもの成長にとって良いと思うから」の割合が 56.3％と最も高く、次いで「役割分担をした方

が効率がよいと思うから」の割合が 42.0％、「個人的にそうありたいと思うから」の割合が 24.1％とな

っています。 

令和元年度調査と比較すると、「役割分担をした方が効率がよいと思うから」の割合が増加していま

す。一方、「子どもの成長にとって良いと思うから」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「子どもの成長にとって良いと思うから」の割合が、女性で「個人的にそうあ

りたいと思うから」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

日
本
の
伝
統
的
な
家
族

の
あ
り
方
だ
と
思
う
か

ら 役
割
分
担
を
し
た
方
が

効
率
が
よ
い
と
思
う
か

ら 子
ど
も
の
成
長
に
と
っ

て
良
い
と
思
う
か
ら 

個
人
的
に
そ
う
あ
り
た

い
と
思
う
か
ら 

そ
の
他 

理
由
を
考
え
た
こ
と
は

な
い 

無
回
答 

全  体 112 12.5  42.0  56.3  24.1  5.4  1.8  1.8  

男性 65 15.4  41.5  60.0  20.0  4.6  1.5  3.1  

女性 45 8.9  42.2  51.1  31.1  6.7  2.2  0.0 

  

％

日本の伝統的な家族のあり方だと思うから

役割分担をした方が効率がよいと思うから

子どもの成長にとって良いと思うから

個人的にそうありたいと思うから

その他

理由を考えたことはない

無回答

12.5

42.0

56.3

24.1

5.4

1.8

1.8

12.8

32.8

64.8

28.3

9.7

1.4

0.3

0 10 20 30 40 50 60 70

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

回答者数

令和６年９月調査 N = 2,673 4.5 28.6 37.7 27.1 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度調査

（回答者数 N = 112)

令和元年度調査

（回答者数 N = 290)
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【年代別】 

年代別にみると、「役割分担をした方が効率がよいと思うから」の割合が 18～29 歳で高く、70 歳以

上で低くなっています。また、「子どもの成長にとって良いと思うから」の割合が 40～49 歳、60～69 歳

で高く、18～29 歳、50～59 歳で低くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

日
本
の
伝
統
的
な
家
族

の
あ
り
方
だ
と
思
う
か

ら 役
割
分
担
を
し
た
方
が

効
率
が
よ
い
と
思
う
か

ら 子
ど
も
の
成
長
に
と
っ

て
良
い
と
思
う
か
ら 

個
人
的
に
そ
う
あ
り
た

い
と
思
う
か
ら 

そ
の
他 

理
由
を
考
え
た
こ
と
は

な
い 

無
回
答 

全  体 112 12.5  42.0  56.3  24.1  5.4  1.8  1.8  

18～29歳 21 4.8  57.1  42.9  33.3  0.0 0.0 0.0 

30～39歳 17 17.6  47.1  64.7  29.4  5.9  0.0 0.0 

40～49歳 16 18.8  37.5  68.8  12.5  18.8  0.0 0.0 

50～59歳 17 5.9  47.1  41.2  17.6  0.0 0.0 5.9  

60～69歳 12 16.7  50.0  83.3  33.3  0.0 0.0 0.0 

70歳以上 27 14.8  22.2  51.9  22.2  7.4  7.4  3.7  

 

 

問３【問１－②で「どちらかといえばそう思わない」・「そう思わない」を選択された方に】な

ぜそう思われますか。（あてはまるものをすべて選択） 

「男女ともに仕事と家庭に関わる方が、各個人、家庭にとって良いと思うから」の割合が 62.1％と

最も高く、次いで「一方的な考えを押しつけるのは良くないと思うから」の割合が 56.3％、「女性が家

庭のみでしか活躍できないのは、社会にとって損失だと思うから」の割合が 40.0％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「一方的な考えを押しつけるのは良くないと思うから」の割合が増加

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

男女平等に反すると思うから

女性が家庭のみでしか活躍できないのは、社会に
とって損失だと思うから

男女ともに仕事と家庭に関わる方が、各個人、家
庭にとって良いと思うから

少子高齢化に伴う労働力の減少に対応するため

一方的な考えを押しつけるのは良くないと思うか
ら

その他

理由を考えたことはない

無回答

28.5

40.0

62.1

12.0

56.3

3.7

0.5

1.8

25.5

43.0

62.1

12.9

51.1

9.0

1.1

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70

令和６年度調査

（回答者数 N = 565)

令和元年度調査

（回答者数 N = 697)



 14 

【性別】 

性別にみると、女性で「女性が家庭のみでしか活躍できないのは、社会にとって損失だと思うから」

「男女ともに仕事と家庭に関わる方が、各個人、家庭にとって良いと思うから」「一方的な考えを押し

つけるのは良くないと思うから」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

男
女
平
等
に
反
す
る
と
思
う

か
ら 

女
性
が
家
庭
の
み
で
し
か
活

躍
で
き
な
い
の
は
、
社
会
に

と
っ
て
損
失
だ
と
思
う
か
ら 

男
女
と
も
に
仕
事
と
家
庭
に

関
わ
る
方
が
、
各
個
人
、
家
庭

に
と
っ
て
良
い
と
思
う
か
ら 

少
子
高
齢
化
に
伴
う
労
働
力

の
減
少
に
対
応
す
る
た
め 

一
方
的
な
考
え
を
押
し
つ
け

る
の
は
良
く
な
い
と
思
う
か

ら そ
の
他 

理
由
を
考
え
た
こ
と
は
な
い 

無
回
答 

全  体 565 28.5  40.0  62.1  12.0  56.3  3.7  0.5  1.8  

男性 215 29.3  33.0  55.8  13.0  52.1  5.1  0.9  1.9  

女性 342 28.4  44.4  66.1  11.4  59.4  2.9  0.3  1.8  

 

【年代別】 

年代別にみると、70 歳以上で「女性が家庭のみでしか活躍できないのは、社会にとって損失だと思

うから」の割合が高く、「一方的な考えを押しつけるのは良くないと思うから」の割合が低くなってい

ます。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

男
女
平
等
に
反
す
る
と
思
う

か
ら 

女
性
が
家
庭
の
み
で
し
か
活

躍
で
き
な
い
の
は
、
社
会
に

と
っ
て
損
失
だ
と
思
う
か
ら 

男
女
と
も
に
仕
事
と
家
庭
に

関
わ
る
方
が
、
各
個
人
、
家
庭

に
と
っ
て
良
い
と
思
う
か
ら 

少
子
高
齢
化
に
伴
う
労
働
力

の
減
少
に
対
応
す
る
た
め 

一
方
的
な
考
え
を
押
し
つ
け

る
の
は
良
く
な
い
と
思
う
か

ら そ
の
他 

理
由
を
考
え
た
こ
と
は
な
い 

無
回
答 

全  体 565 28.5  40.0  62.1  12.0  56.3  3.7  0.5  1.8  

18～29歳 93 37.6  31.2  59.1  10.8  62.4  3.2  0.0 2.2  

30～39歳 81 27.2  33.3  67.9  7.4  55.6  2.5  0.0 0.0 

40～49歳 118 25.4  36.4  63.6  12.7  55.9  6.8  0.0 1.7  

50～59歳 106 26.4  44.3  56.6  14.2  59.4  2.8  0.9  1.9  

60～69歳 77 32.5  46.8  64.9  11.7  59.7  5.2  0.0 1.3  

70歳以上 81 24.7  50.6  61.7  14.8  45.7  1.2  2.5  3.7  
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問４ あなたの家庭では次にあげることについて、主に誰が分担していますか。 

（それぞれ１～５の数字を選択） 

すべての項目で「主として妻」の割合が最も高くなっています。また、『③食事の後片付け、食器洗

い』で「主として夫」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

①掃除 N = 520

②食事のしたく N = 520

③食事の後片付け、
　食器洗い

N = 520

④洗濯 N = 520

⑤日常の買い物 N = 520

⑥育児 N = 386

⑦介護 N = 156

6.7

2.9

11.3

6.3

2.9

0.5

4.5

67.5

83.3

60.4

71.7

65.0

68.1

44.2

23.1

11.0

25.0

18.5

29.2

26.4

30.8

0.4

0.8

1.0

1.2

0.8

0.3

4.5

2.3

2.1

2.3

2.3

2.1

4.7

16.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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①掃除 

令和元年度調査と比較すると、「主として妻」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「主として夫」「夫と妻で同程度分担」の割合が、女性で「主として妻」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦で「主として妻」の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

6.7

4.6

67.5

74.7

23.1

19.5

0.4

0.8

2.3

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 211

女性 N = 300

11.4

3.3

55.5

76.3

31.8

17.0

0.5

0.3

0.9

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

4.1

6.6

8.7

14.3

9.2

85.6

71.6

51.4

28.6

60.0

64.6

10.3

20.8

35.5

42.9

40.0

23.1

1.4

1.1

2.9

14.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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②食事のしたく 

令和元年度調査と比較すると、「主として妻」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、大きな差はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦で「主として妻」の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

2.9

1.5

83.3

89.4

11.0

7.9

0.8

1.1

2.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 211

女性 N = 300

2.4

3.3

82.9

83.3

12.8

10.0

0.9

0.7

0.9

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

1.1

5.1

42.9

4.6

94.8

87.4

71.0

28.6

80.0

86.2

5.2

10.9

18.1

14.3

20.0

6.2

2.9

0.5

2.9

14.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③食事の後片付け、食器洗い 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。一方、「主として妻」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「主として夫」「夫と妻で同程度分担」の割合が、女性で「主として妻」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦で「主として妻」の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

11.3

8.2

60.4

72.2

25.0

19.1

1.0

0.3

2.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 211

女性 N = 300

17.1

7.3

52.6

65.7

28.4

23.0

0.9

1.0

0.9

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

9.3

7.7

18.1

14.3

20.0

10.8

75.3

67.8

39.1

28.6

40.0

64.6

15.5

22.4

38.4

28.6

40.0

21.5

1.6

1.4

0.5

2.9

28.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④洗濯 

令和元年度調査と比較すると、「主として妻」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「主として夫」「夫と妻で同程度分担」の割合が、女性で「主として妻」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦で「主として妻」の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

6.3

5.0

71.7

79.0

18.5

14.9

1.2

0.8

2.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 211

女性 N = 300

10.0

4.0

64.9

76.3

22.7

15.7

1.4

1.0

0.9

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

3.1

3.3

13.8

6.2

89.7

77.6

47.1

57.1

60.0

80.0

7.2

18.6

33.3

28.6

9.2

2.9

40.0

0.5

2.9

14.3

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑤日常の買い物 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。一方、「主として妻」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「夫と妻で同程度分担」の割合が、女性で「主として妻」の割合が高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦、夫はフルタイムで働き、妻はパ

－トタイムで働くで「主として妻」の割合が高くなっています。また、夫も妻もフルタイムで働くで

「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

2.9

3.2

65.0

71.8

29.2

23.4

0.8

1.1

2.1

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 211

女性 N = 300

4.7

1.7

55.5

72.3

37.9

22.7

0.9

0.7

0.9

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

1.0

1.6

3.6

40.0

6.2

71.1

77.6

52.9

71.4

40.0

49.2

27.8

19.1

39.1

14.3

20.0

41.5

1.1

1.4

0.5

2.9

14.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑥育児 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「夫と妻で同程度分担」の割合が、女性で「主として妻」の割合が高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦、夫はフルタイムで働き、妻はパ

ートタイムで働くで「主として妻」の割合が、夫も妻もフルタイムで働くで「夫と妻で同程度分担」の

割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 386

令和元年度調査 N = 542

0.5

1.1

68.1

72.9

26.4

21.2

0.3

0.2

4.7

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 145

女性 N = 235

1.4 61.4

72.8

33.1

22.1 0.4

4.1

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 76

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 148

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 105

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 5

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 3

その他 N = 31

1.3

1.0

77.6

76.4

54.3

40.0

66.7

64.5

19.7

23.0

40.0

40.0

22.6

1.0

1.3

0.7

3.8

20.0

33.3

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦介護 

令和元年度調査と比較すると、「主として妻」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「夫と妻で同程度分担」の割合が、女性で「主として妻」の割合が高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦で「主として妻」の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 156

令和元年度調査 N = 244

4.5

4.5

44.2

52.0

30.8

26.2

4.5

5.3

16.0

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 56

女性 N = 96

3.6

5.2

26.8

55.2

46.4

20.8

8.9

2.1

14.3

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 34

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 46

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 33

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 4

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 4

その他 N = 19

2.9

6.5

3.0

5.3

55.9

54.3

36.4

25.0

25.0

42.1

23.5

30.4

36.4

50.0

50.0

26.3

5.9

2.2

9.1

5.3

11.8

6.5

15.2

25.0

25.0

21.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%



 23 

問５ 問４について、どのように分担するのが望ましいと思われますか。 

（それぞれ１～４の数字を選択） 

すべての項目で「夫と妻で同程度分担」の割合が最も高くなっています。また、『③食事の後片付け、

食器洗い』で「主として夫」の割合が、『②食事のしたく』で「主として妻」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数　N = 520

①掃除

②食事のしたく

③食事の後片付け、食器洗い

④洗濯

⑤日常の買い物

⑥育児

⑦介護

1.9

0.6

6.3

1.5

0.8

0.4

15.6

39.6

16.3

29.6

27.5

14.2

3.7

78.1

55.6

72.7

64.4

67.3

77.1

78.1

0.8

0.6

1.0

0.8

0.6

1.7

10.4

3.7

3.7

3.7

3.7

3.8

6.9

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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①掃除 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。一方、「主として妻」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男女ともに「夫と妻で同程度分担」の割合が高く、「主として

妻」の割合が低くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

1.9

3.1

15.6

23.1

78.1

69.8

0.8

1.2

3.7

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 211

令和元年度調査 N = 312

2.4

3.8

13.3

24.0

81.0

68.3

0.9

1.0

2.4

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 300

令和元年度調査 N = 429

1.7

2.6

17.3

22.4

75.7

70.9

0.7

1.4

4.7

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦で「主として妻」の割合が、夫も

妻もフルタイムで働くで「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②食事のしたく 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。一方、「主として妻」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

2.2

2.9

3.1

26.8

18.6

5.8

20.0

12.3

71.1

75.4

87.0

85.7

80.0

80.0

0.5

1.4

2.1

3.3

2.9

14.3

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

0.6

0.3

39.6

56.2

55.6

40.1

0.6

0.9

3.7

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男女ともに「夫と妻で同程度分担」の割合が高く、「主として

妻」の割合が低くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫も妻もフルタイムで働くで「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 211

令和元年度調査 N = 312

0.5

0.3

40.8

59.6

55.9

36.5

0.5

1.3

2.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 300

令和元年度調査 N = 429

0.7

0.2

38.7

53.8

55.3

42.4

0.7

0.7

4.7

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

0.7

14.3

20.0

54.6

43.2

21.0

14.3

20.0

46.2

43.3

53.0

74.6

57.1

60.0

47.7

0.5

0.7

2.1

3.3

2.9

14.3

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③食事の後片付け、食器洗い 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。一方、「主として妻」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男女ともに「夫と妻で同程度分担」の割合が高く、「主として

妻」の割合が低くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

6.3

8.5

16.3

23.8

72.7

64.0

1.0

1.2

3.7

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 211

令和元年度調査 N = 312

7.6

10.6

16.6

24.0

72.5

61.5

0.9

1.6

2.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 300

令和元年度調査 N = 429

5.0

7.0

16.3

23.5

73.0

65.7

1.0

0.9

4.7

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦で「主として妻」の割合が、夫も

妻もフルタイムで働くで「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④洗濯 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。一方、「主として妻」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

9.3

5.5

5.8

20.0

6.2

27.8

15.3

8.0

16.9

60.8

74.3

81.9

85.7

80.0

72.3

1.1

1.4

2.1

3.8

2.9

14.3

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

1.5

2.0

29.6

44.0

64.4

50.0

0.8

1.1

3.7

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男女ともに「夫と妻で同程度分担」の割合が高く、「主として

妻」の割合が低くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫も妻もフルタイムで働くで「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 211

令和元年度調査 N = 312

1.4

2.9

29.9

43.3

65.9

50.3

0.5

1.3

2.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 300

令和元年度調査 N = 429

1.7

1.4

29.7

44.5

63.0

49.7

1.0

0.9

4.7

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

0.5

4.3

1.5

43.3

32.8

8.0

14.3

40.0

43.1

54.6

62.8

83.3

71.4

60.0

49.2

0.5

1.4

2.1

3.3

2.9

14.3

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑤日常の買い物 

令和元年度調査と比較すると、「夫と妻で同程度分担」の割合が増加しています。一方、「主として妻」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男性で「夫と妻で同程度分担」の割合が高く、「主として妻」

の割合が低くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

0.8

0.7

27.5

36.3

67.3

59.0

0.6

0.7

3.8

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 211

令和元年度調査 N = 312

1.4

1.3

19.0

34.3

76.8

60.9

0.5

1.0

2.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 300

令和元年度調査 N = 429

0.3

0.2

33.7

37.8

60.3

57.6

0.7

0.5

5.0

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫も妻もフルタイムで働くで「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥育児 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

1.1

20.0

1.5

36.1

37.2

13.8

20.0

21.5

59.8

57.9

82.6

85.7

60.0

72.3

1.0

0.5

0.7

3.1

3.3

2.9

14.3

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744 0.4

14.2

16.3

77.1

73.5

1.7

2.0

6.9

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男性で「夫と妻で同程度分担」の割合が高く、「主として妻」

の割合が低くなっています。 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、夫も妻もフルタイムで働くで「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 211

令和元年度調査 N = 312 0.6

16.6

23.1

77.3

67.0

1.4

2.9

4.7

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 300

令和元年度調査 N = 429 0.2

12.3

11.2

77.3

78.6

2.0

1.4

8.3

8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

17.5

16.4

7.2

20.0

20.0

77.3

76.5

87.0

85.7

80.0

66.2

2.2

2.2

1.5

5.2

4.9

3.6

14.3

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦介護 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男性で「夫と妻で同程度分担」の割合が高くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

0.4

0.7

3.7

5.2

78.1

74.1

10.4

11.4

7.5

8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 211

令和元年度調査 N = 312
1.0

4.3

6.4

82.0

73.7

9.0

12.2

4.7

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 300

令和元年度調査 N = 429

0.7

0.5

3.0

4.4

75.3

74.4

11.7

11.0

9.3

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【夫婦の勤務形態別】 

夫婦の勤務形態別にみると、大きな差はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主として夫 主として妻 夫と妻で同程度分担 その他の人 無回答

回答者数

夫はフルタイムで働
き、妻は専業主婦

N = 97

夫はフルタイムで働
き、妻はパ－トタイ
ムで働く

N = 183

夫も妻もフルタイム
で働く

N = 138

妻はフルタイムで働
き、夫はパ－トタイ
ムで働く

N = 7

妻はフルタイムで働
き、夫は専業主夫

N = 5

その他 N = 65

0.5

0.7

5.2

2.7

4.3

3.1

80.4

80.9

76.8

71.4

100.0

75.4

7.2

10.4

13.8

14.3

10.8

7.2

5.5

4.3

14.3

10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問６ あなたの１週間あたりの、仕事（収入を得るための労働）をしている時間と、家事（育

児や介護等を含む）をしている時間は、それぞれ平均してどのくらいですか。 

①仕事（１週間あたりの時間） 

「40 時間未満」の割合が 35.6％と最も高く、次いで「40～50 時間未満」の割合が 24.3％、「０時間」

の割合が 23.1％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「40 時間未満」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

０時間

40時間未満

40～50時間未満

50～60時間未満

60～70時間未満

70～80時間未満

80～90時間未満

90～100時間未満

100時間以上

無回答

23.1

35.6

24.3

8.5

3.2

1.0

0.4

0.0

0.0

4.0

24.0

30.5

22.6

7.6

3.5

1.2

0.3

0.4

0.7

9.3

0 10 20 30 40 50

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、男性で「40～50 時間未満」の割合が、女性で「40 時間未満」の割合が高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性年代別（平均時間）】 

性年代別（平均時間）にみると女性に比べて全年齢の男性の勤務時間が長く、平均が 30時間以上と

なっています。 

 

 
男性 女性 

回答者数（人） 平均時間（時） 回答者数（人） 平均時間（時） 

18～29歳 51 23.6 62 22.3 

30～39歳 45 38.3 63 22.7 

40～49歳 65 43.1 81 25.3 

50～59歳 52 41.9 75 25.6 

60～69歳 33 27.1 61 15.6 

70歳以上 40 12.1 61 6.2 

  

％

０時間

40時間未満

40～50時間未満

50～60時間未満

60～70時間未満

70～80時間未満

80～90時間未満

90～100時間未満

100時間以上

無回答

14.3

23.9

36.9

13.3

6.5

2.4

0.3

0.0

0.0

2.4

29.6

43.5

16.1

5.0

0.9

0.0

0.5

0.0

0.0

4.5

0 10 20 30 40 50

男性

（回答者数 N = 293)

女性

（回答者数 N = 423)
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②家事（１週間あたりの時間） 

「10 時間未満」の割合が 34.9％と最も高く、次いで「10～20 時間未満」の割合が 15.7％、「20～30

時間未満」の割合が 14.6％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

０時間

10時間未満

10～20時間未満

20～30時間未満

30～40時間未満

40～50時間未満

50～60時間未満

60～70時間未満

70～80時間未満

80時間以上

無回答

8.5

34.9

15.7

14.6

8.8

5.1

2.2

1.4

1.0

2.6

5.4

8.5

31.5

15.2

13.2

7.4

7.2

3.6

1.8

1.4

2.6

7.5

0 10 20 30 40 50

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、男性で「10 時間未満」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性年代別（平均時間）】 

性年代別（平均時間）にみると男性に比べて女性の家事の時間が長く、平均が 25 時間以上となって

います。 

 

 
男性 女性 

回答者数（人） 平均時間（時） 回答者数（人） 平均時間（時） 

18～29歳 50 5.0 62 7.8 

30～39歳 45 8.2 59 35.1 

40～49歳 64 6.9 74 29.7 

50～59歳 52 5.7 74 24.2 

60～69歳 33 8.6 61 32.0 

70歳以上 40 7.2 66 25.9 

  

％

０時間

10時間未満

10～20時間未満

20～30時間未満

30～40時間未満

40～50時間未満

50～60時間未満

60～70時間未満

70～80時間未満

80時間以上

無回答

13.0

58.7

15.0

6.8

2.4

0.7

0.3

0.0

0.0

0.0

3.1

5.2

19.1

16.1

19.9

13.2

8.3

3.5

2.4

1.7

4.5

6.1

0 20 40 60

男性

（回答者数 N = 293)

女性

（回答者数 N = 423)
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問７ 今後、男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくためには、どのよ

うなことが必要だと思われますか。（あてはまるものをすべて選択） 

「夫婦や家族間でのコミュニケ－ションをよくはかること」の割合が 67.9％と最も高く、次いで「男

性による家事・育児などについて、職場における上司や周囲の理解を進めること」の割合が 62.1％、

「男性が家事・育児などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」の割合が 55.4％と

なっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

男性が家事・育児などに参加することに対する男
性自身の抵抗感をなくすこと

男性が家事・育児などに参加することに対する女
性の抵抗感をなくすこと

夫婦や家族間でのコミュニケ－ションをよくはか
ること

年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担などにつ
いて当事者の考え方を尊重すること

社会の中で、男性による家事・育児などについて
も、その評価を高めること

男性による家事・育児などについて、職場におけ
る上司や周囲の理解を進めること

労働時間の短縮や多様な働き方の普及により、仕
事以外の時間をより多く持てるようにすること

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提
供、相談窓口の設置、技能の研修を行うこと

男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネッ
トワ－ク）作りをすすめること

その他

特に必要なことはない

無回答

55.4

21.3

67.9

38.9

45.7

62.1

52.3

18.4

16.1

1.4

1.9

1.6

56.8

24.7

66.9

40.9

47.9

59.8

53.8

18.4

17.2

5.0

1.7

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、ほとんどの項目で女性の割合が高くなっており、特に「男性が家事・育児などに参加

することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」「年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担などにつ

いて当事者の考え方を尊重すること」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

男
性
が
家
事
・
育
児
な
ど
に
参
加
す
る

こ
と
に
対
す
る
男
性
自
身
の
抵
抗
感

を
な
く
す
こ
と 

男
性
が
家
事
・
育
児
な
ど
に
参
加
す
る

こ
と
に
対
す
る
女
性
の
抵
抗
感
を
な

く
す
こ
と 

夫
婦
や
家
族
間
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
よ
く
は
か
る
こ
と 

年
配
者
や
ま
わ
り
の
人
が
、
夫
婦
の
役

割
分
担
な
ど
に
つ
い
て
当
事
者
の
考

え
方
を
尊
重
す
る
こ
と 

社
会
の
中
で
、
男
性
に
よ
る
家
事
・
育

児
な
ど
に
つ
い
て
も
、
そ
の
評
価
を
高

め
る
こ
と 

男
性
に
よ
る
家
事
・
育
児
な
ど
に
つ
い

て
、
職
場
に
お
け
る
上
司
や
周
囲
の
理

解
を
進
め
る
こ
と 

労
働
時
間
の
短
縮
や
多
様
な
働
き
方

の
普
及
に
よ
り
、
仕
事
以
外
の
時
間
を

よ
り
多
く
持
て
る
よ
う
に
す
る
こ
と 

男
性
の
家
事
・
育
児
な
ど
に
つ
い
て
、

啓
発
や
情
報
提
供
、
相
談
窓
口
の
設

置
、
技
能
の
研
修
を
行
う
こ
と 

男
性
が
家
事
・
育
児
な
ど
を
行
う
た
め

の
、
仲
間
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
作
り
を

す
す
め
る
こ
と 

そ
の
他 

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い 

無
回
答 

全  体 728 55.4  21.3  67.9  38.9  45.7  62.1  52.3  18.4  16.1  1.4  1.9  1.6  

男性 293 43.0  17.1  66.2  28.7  43.0  54.9  51.2  17.7  14.7  2.7  2.4  1.4  

女性 423 64.8  24.6  70.0  46.8  48.2  67.6  53.9  19.4  17.0  0.5  1.2  1.2  

 

【年代別】 

年代別にみると、60～69 歳で「男性が家事・育児などに参加することに対する男性自身の抵抗感を

なくすこと」「社会の中で、男性による家事・育児などについても、その評価を高めること」の割合が

高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

男
性
が
家
事
・
育
児
な
ど
に
参
加
す
る

こ
と
に
対
す
る
男
性
自
身
の
抵
抗
感

を
な
く
す
こ
と 

男
性
が
家
事
・
育
児
な
ど
に
参
加
す
る

こ
と
に
対
す
る
女
性
の
抵
抗
感
を
な

く
す
こ
と 

夫
婦
や
家
族
間
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
よ
く
は
か
る
こ
と 

年
配
者
や
ま
わ
り
の
人
が
、
夫
婦
の
役

割
分
担
な
ど
に
つ
い
て
当
事
者
の
考

え
方
を
尊
重
す
る
こ
と 

社
会
の
中
で
、
男
性
に
よ
る
家
事
・
育

児
な
ど
に
つ
い
て
も
、
そ
の
評
価
を
高

め
る
こ
と 

男
性
に
よ
る
家
事
・
育
児
な
ど
に
つ
い

て
、
職
場
に
お
け
る
上
司
や
周
囲
の
理

解
を
進
め
る
こ
と 

労
働
時
間
の
短
縮
や
多
様
な
働
き
方

の
普
及
に
よ
り
、
仕
事
以
外
の
時
間
を

よ
り
多
く
持
て
る
よ
う
に
す
る
こ
と 

男
性
の
家
事
・
育
児
な
ど
に
つ
い
て
、

啓
発
や
情
報
提
供
、
相
談
窓
口
の
設

置
、
技
能
の
研
修
を
行
う
こ
と 

男
性
が
家
事
・
育
児
な
ど
を
行
う
た
め

の
、
仲
間
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
作
り
を

す
す
め
る
こ
と 

そ
の
他 

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い 

無
回
答 

全  体 728 55.4  21.3  67.9  38.9  45.7  62.1  52.3  18.4  16.1  1.4  1.9  1.6  

18～ 

29歳 
117 50.4  21.4  70.1  35.9  41.0  65.0  58.1  25.6  24.8  1.7  0.9  0.0 

30～ 

39歳 
111 48.6  12.6  73.0  34.2  50.5  70.3  58.6  15.3  15.3  0.0 1.8  0.0 

40～ 

49歳 
149 51.0  16.1  63.8  33.6  46.3  60.4  55.0  14.1  12.8  3.4  2.0  1.3  

50～ 

59歳 
131 61.1  26.7  62.6  38.2  42.0  60.3  53.4  13.7  13.0  1.5  1.5  2.3  

60～ 

69歳 
95 70.5  29.5  71.6  48.4  56.8  66.3  53.7  27.4  20.0  0.0 0.0 2.1  

70歳 

以上 
113 55.8  24.8  72.6  49.6  42.5  53.1  37.2  19.5  12.4  0.9  4.4  1.8  
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（２）仕事について 

問８ 一般的に女性が職業をもつことについて、どう思われますか。（１つ選択） 

「ずっと職業をもつ方がよい」の割合が 53.8％と最も高く、次いで「子どもができたら職業をやめ、

大きくなったら再び職業をもつ方がよい」の割合が 17.9％、「わからない」の割合が 7.0％となってい

ます。 

令和元年度調査と比較すると、「ずっと職業をもつ方がよい」の割合が増加しています。一方、「子ど

もができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「ずっと職業をもつ方がよい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ずっと職業をもつ方がよい

職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい

その他

わからない

無回答

ずっと職業をもつ方がよい

職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい

その他

わからない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

53.8

45.2

0.3

0.2

1.6

1.9

3.7

4.1

17.9

31.6

13.3

11.6

7.0

4.9

2.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

50.5

56.5

0.7

2.4

1.2

4.8

2.8

20.1

16.8

13.7

13.0

6.8

7.1

1.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男女ともに「ずっと職業をもつ方がよい」の割合が高く、「子

どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」の割合が低くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ずっと職業をもつ方がよい

職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい

その他

わからない

無回答

ずっと職業をもつ方がよい

職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい

その他

わからない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

50.5

41.0

0.7

0.5

2.4

2.9

4.8

4.8

20.1

33.0

13.7

11.6

6.8

6.0

1.0

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

56.5

48.4

1.2

1.2

2.8

3.7

16.8

30.2

13.0

11.8

7.1

4.0

2.6

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、50～59 歳で「ずっと職業をもつ方がよい」の割合が、70 歳以上で「子どもができ

るたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 全国世論調査】 

全国世論調査と比較すると、「ずっと職業をもつ方がよい」（全国調査では「こどもができても、ずっ

と職業を続けるほうがよい」）の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ずっと職業をもつ方がよい

職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい

その他

わからない

無回答

女性は職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

こどもができるまでは、職業をもつ方がよい

こどもができても、ずっと職業を続ける方がよい

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

54.7

55.0

49.0

62.6

54.7

47.8

0.7

0.8

0.9

1.8

0.7

2.1

5.3

3.4

4.5

4.0

1.5

1.1

7.1

17.1

12.6

17.4

16.0

21.1

25.7

17.9

12.6

20.1

11.5

11.6

4.4

6.0

12.6

6.0

6.1

6.3

5.3

0.9

2.0

1.5

3.2

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和４年11月調査 N = 2847
0.7

2.6 7.7 59.5 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問９ 問８のように思われるのはなぜですか。（あてはまるものをすべて選択） 

「女性も経済力を持った方がよいと思うから」の割合が 44.9％と最も高く、次いで「女性が能力を

活用しないのはもったいないと思うから」の割合が 43.5％、「働くことを通じて自己実現が図れると思

うから」の割合が 39.4％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「子育ては母親が中心になってする方がよいと思うから」の割合が減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

女性は家庭を守るべきだと思うから

子育ては母親が中心になってする方がよいと思う
から

母親が子育てをした方が経済的だと思うから

仕事と家庭の両立支援が十分ではないと思うから

女性も経済力を持った方がよいと思うから

夫婦で働いた方が多くの収入を得られると思うか
ら

働くことを通じて自己実現が図れると思うから

女性が能力を活用しないのはもったいないと思う
から

少子高齢化で働き手が減少しているので、女性も
働いた方がいいと思うから

その他

特にない

無回答

2.7

10.6

4.5

17.4

44.9

32.6

39.4

43.5

12.9

8.2

5.8

2.3

6.3

21.4

6.8

20.5

40.1

31.6

37.0

43.6

14.6

10.1

2.9

1.8

0 10 20 30 40 50

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、女性で「女性も経済力を持った方がよいと思うから」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

女
性
は
家
庭
を
守
る
べ
き
だ
と
思
う
か
ら 

子
育
て
は
母
親
が
中
心
に
な
っ
て
す
る
方
が

よ
い
と
思
う
か
ら 

母
親
が
子
育
て
を
し
た
方
が
経
済
的
だ
と
思

う
か
ら 

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
が
十
分
で
は
な
い

と
思
う
か
ら 

女
性
も
経
済
力
を
持
っ
た
方
が
よ
い
と
思
う

か
ら 

夫
婦
で
働
い
た
方
が
多
く
の
収
入
を
得
ら
れ

る
と
思
う
か
ら 

働
く
こ
と
を
通
じ
て
自
己
実
現
が
図
れ
る
と

思
う
か
ら 

女
性
が
能
力
を
活
用
し
な
い
の
は
も
っ
た
い

な
い
と
思
う
か
ら 

少
子
高
齢
化
で
働
き
手
が
減
少
し
て
い
る
の

で
、
女
性
も
働
い
た
方
が
い
い
と
思
う
か
ら 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

全  体 728 2.7  10.6  4.5  17.4  44.9  32.6  39.4  43.5  12.9  8.2  5.8  2.3  

男性 293 4.1  13.0  5.1  13.3  34.5  32.4  34.5  41.0  14.0  10.2  6.5  1.4  

女性 423 1.9  9.2  4.3  20.6  52.7  32.9  43.0  46.3  12.3  6.6  5.2  2.4  

 

【年代別】 

年代別にみると、70 歳以上で「女性が能力を活用しないのはもったいないと思うから」の割合が高

くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

女
性
は
家
庭
を
守
る
べ
き
だ
と
思
う
か
ら 

子
育
て
は
母
親
が
中
心
に
な
っ
て
す
る
方
が

よ
い
と
思
う
か
ら 

母
親
が
子
育
て
を
し
た
方
が
経
済
的
だ
と
思

う
か
ら 

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
が
十
分
で
は
な
い

と
思
う
か
ら 

女
性
も
経
済
力
を
持
っ
た
方
が
よ
い
と
思
う

か
ら 

夫
婦
で
働
い
た
方
が
多
く
の
収
入
を
得
ら
れ

る
と
思
う
か
ら 

働
く
こ
と
を
通
じ
て
自
己
実
現
が
図
れ
る
と

思
う
か
ら 

女
性
が
能
力
を
活
用
し
な
い
の
は
も
っ
た
い

な
い
と
思
う
か
ら 

少
子
高
齢
化
で
働
き
手
が
減
少
し
て
い
る
の

で
、
女
性
も
働
い
た
方
が
い
い
と
思
う
か
ら 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

全  体 728 2.7  10.6  4.5  17.4  44.9  32.6  39.4  43.5  12.9  8.2  5.8  2.3  

18～29歳 117 0.9  4.3  1.7  16.2  45.3  34.2  35.0  35.0  11.1  8.5  9.4  0.9  

30～39歳 111 3.6  10.8  4.5  18.9  45.9  41.4  43.2  41.4  9.0  5.4  8.1  0.0 

40～49歳 149 2.7  11.4  5.4  17.4  34.9  29.5  36.9  33.6  10.7  17.4  4.7  2.7  

50～59歳 131 0.0 7.6  1.5  11.5  48.1  36.6  42.0  52.7  16.8  9.2  6.1  3.8  

60～69歳 95 5.3  13.7  8.4  21.1  48.4  31.6  46.3  46.3  12.6  5.3  2.1  3.2  

70歳以上 113 5.3  17.7  7.1  22.1  51.3  23.0  34.5  57.5  17.7  0.0 3.5  0.9  
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【女性が職業をもつことについてどう思うか別】 

女性が職業をもつことについてどう思うか別にみると、ずっと職業をもつ方がよいで「女性も経済力

を持った方がよいと思うから」の割合が、子どもができるまでは、職業をもつ方がよいで「子育ては母

親が中心になってする方がよいと思うから」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

女
性
は
家
庭
を
守
る
べ

き
だ
と
思
う
か
ら 

子
育
て
は
母
親
が
中
心

に
な
っ
て
す
る
方
が
よ

い
と
思
う
か
ら 

母
親
が
子
育
て
を
し
た

方
が
経
済
的
だ
と
思
う

か
ら 

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支

援
が
十
分
で
は
な
い
と

思
う
か
ら 

女
性
も
経
済
力
を
持
っ

た
方
が
よ
い
と
思
う
か

ら 夫
婦
で
働
い
た
方
が
多

く
の
収
入
を
得
ら
れ
る

と
思
う
か
ら 

全  体 728 2.7  10.6  4.5  17.4  44.9  32.6  

ずっと職業をもつ方がよい 392 1.3  1.3  1.8  5.9  65.3  45.7  

職業をもたない方がよい 2 50.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

結婚するまでは職業をもつ方がよい 12 16.7  41.7  16.7  25.0  41.7  33.3  

子どもができるまでは、職業をもつ

方がよい 
27 7.4  48.1  0.0 37.0  25.9  18.5  

子どもができたら職業をやめ、大き

くなったら再び職業をもつ方がよい 
130 7.7  37.7  16.2  47.7  28.5  24.6  

その他 97 0.0 3.1  0.0 14.4  11.3  8.2  

わからない 51 0.0 0.0 3.9  23.5  15.7  13.7  
 

区分 

働
く
こ
と
を
通
じ
て
自

己
実
現
が
図
れ
る
と
思

う
か
ら 

女
性
が
能
力
を
活
用
し

な
い
の
は
も
っ
た
い
な

い
と
思
う
か
ら 

少
子
高
齢
化
で
働
き
手

が
減
少
し
て
い
る
の

で
、
女
性
も
働
い
た
方

が
い
い
と
思
う
か
ら 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

全  体 39.4  43.5  12.9  8.2  5.8  2.3  

ずっと職業をもつ方がよい 56.6  60.5  18.1  2.0  1.0  0.3  

職業をもたない方がよい 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0  0.0 

結婚するまでは職業をもつ方がよい 16.7  25.0  16.7  0.0 0.0 0.0 

子どもができるまでは、職業をもつ

方がよい 
25.9  18.5  3.7  0.0 0.0 0.0 

子どもができたら職業をやめ、大き

くなったら再び職業をもつ方がよい 
23.1  34.6  13.1  3.8  1.5  0.0 

その他 17.5  17.5  2.1  40.2  16.5  4.1  

わからない 11.8  15.7  0.0 15.7  37.3  3.9  
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問 10 職業分野における女性の活躍を推進するために必要なことは何だと思われますか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「仕事と家庭の両立を支援するための休業・休暇制度などを充実させること」の割合が 73.4％と最

も高く、次いで「育児や介護の施設・サ－ビスを充実させること」の割合が 67.7％、「子育てや介護な

どでいったん仕事を辞めた人の再就職を促進すること」の割合が 55.9％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「企業の管理職等に女性を積極的に登用すること」「育児や介護の施

設・サ－ビスを充実させること」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「労働時間を短縮することで働き方の見直しを進めること」「リモ－トワ－ク等の在宅勤務の普及を進めること」

「正規雇用と非正規雇用の労働条件（賃金・休暇・労働時間など）の格差を解消すること」「選択的夫婦別姓制度を導入する

こと」の選択肢はありませんでした。 

 

（注）選択的夫婦別姓制度とは、結婚したときに、夫婦で同じ姓を名乗る現在の制度に加えて、希望する夫婦が結婚後にそれぞ

れの結婚前の姓を名乗ることも認める制度。選択的な制度のため、全ての夫婦が別姓を名乗るものではありません。 

  

％

企業の管理職等に女性を積極的に登用すること

従来女性が少なかった分野（研究者など）への女
性の進出を進めること

仕事と家庭の両立を支援するための休業・休暇制
度などを充実させること

育児や介護の施設・サ－ビスを充実させること

育児や介護などを地域で支え合う体制を整えるこ
と

労働時間を短縮することで働き方の見直しを進め
ること

リモ－トワ－ク等の在宅勤務の普及を進めること

正規雇用と非正規雇用の労働条件（賃金・休暇・
労働時間など）の格差を解消すること

子育てや介護などでいったん仕事を辞めた人の再
就職を促進すること

女性自身の職業に対する意識を高めること

女性の能力開発の機会を充実させること

組織のトップが先頭に立って意識改革を行うこと

職場全体で女性活躍の意義を理解し、積極的に取
り組むこと

家事や子育てなど家庭内での責任を男女がバラン
スよく分かち合うこと

選択的夫婦別姓制度（注）を導入すること

その他

わからない

特別な取組は必要ない

無回答

34.9

29.4

73.4

67.7

42.0

44.8

40.9

37.5

55.9

21.3

23.4

30.2

29.5

54.3

10.3

1.9

0.4

1.0

1.6

29.7

24.8

70.6

62.0

41.9

－

－

－

55.8

20.9

21.2

31.2

29.1

52.2

－

3.0

1.5

1.1

0.8

0 20 40 60 80 100

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、ほとんどの項目で女性の割合が高くなっており、特に「家事や子育てなど家庭内での

責任を男女がバランスよく分かち合うこと」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

企
業
の
管
理
職
等
に
女
性
を
積
極

的
に
登
用
す
る
こ
と 

従
来
女
性
が
少
な
か
っ
た
分
野

（
研
究
者
な
ど
）
へ
の
女
性
の
進

出
を
進
め
る
こ
と 

仕
事
と
家
庭
の
両
立
を
支
援
す
る

た
め
の
休
業
・
休
暇
制
度
な
ど
を

充
実
さ
せ
る
こ
と 

育
児
や
介
護
の
施
設
・
サ
ー
ビ
ス

を
充
実
さ
せ
る
こ
と 

育
児
や
介
護
な
ど
を
地
域
で
支
え

合
う
体
制
を
整
え
る
こ
と 

労
働
時
間
を
短
縮
す
る
こ
と
で
働

き
方
の
見
直
し
を
進
め
る
こ
と 

リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
等
の
在
宅
勤
務

の
普
及
を
進
め
る
こ
と 

正
規
雇
用
と
非
正
規
雇
用
の
労
働

条
件
（
賃
金
・
休
暇
・
労
働
時
間
な

ど
）
の
格
差
を
解
消
す
る
こ
と 

子
育
て
や
介
護
な
ど
で
い
っ
た
ん

仕
事
を
辞
め
た
人
の
再
就
職
を
促

進
す
る
こ
と 

全  体 728 34.9  29.4  73.4  67.7  42.0  44.8  40.9  37.5  55.9  

男性 293 35.5  24.9  69.6  63.5  40.3  40.6  37.2  34.1  52.9  

女性 423 35.0  32.9  76.6  71.4  43.7  48.2  44.2  40.2  58.9  
 

区分 

女
性
自
身
の
職
業
に
対
す
る
意
識

を
高
め
る
こ
と 

女
性
の
能
力
開
発
の
機
会
を
充
実

さ
せ
る
こ
と 

組
織
の
ト
ッ
プ
が
先
頭
に
立
っ
て

意
識
改
革
を
行
う
こ
と 

職
場
全
体
で
女
性
活
躍
の
意
義
を

理
解
し
、
積
極
的
に
取
り
組
む
こ

と 家
事
や
子
育
て
な
ど
家
庭
内
で
の

責
任
を
男
女
が
バ
ラ
ン
ス
よ
く
分

か
ち
合
う
こ
と 

選
択
的
夫
婦
別
姓
制
度
を
導
入
す

る
こ
と 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

特
別
な
取
組
は
必
要
な
い 

無
回
答 

全  体 21.3  23.4  30.2  29.5  54.3  10.3  1.9  0.4  1.0  1.6  

男性 23.2  24.9  27.6  27.3  44.7  7.2  3.4  0.7  1.7  1.4  

女性 20.3  22.5  32.4  31.4  61.2  12.5  0.9  0.0 0.5  1.2  
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【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男性で「企業の管理職等に女性を積極的に登用すること」「仕

事と家庭の両立を支援するための休業・休暇制度などを充実させること」「育児や介護の施設・サ－ビ

スを充実させること」「女性の能力開発の機会を充実させること」の割合が高くなっています。また、

女性で「従来女性が少なかった分野（研究者など）への女性の進出を進めること」の割合が高くなって

います。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「労働時間を短縮することで働き方の見直しを進めること」「リモートワーク等の在宅勤務の普及を進めること」

「正規雇用と非正規雇用の労働条件（賃金・休暇・労働時間など）の格差を解消すること」「選択的夫婦別姓制度を導入する

こと」の選択肢はありませんでした。  

令和６年度調査

（回答者数 N = 293）

令和元年度調査

（回答者数 N = 415）

％

企業の管理職等に女性を積極的に登用すること

従来女性が少なかった分野（研究者など）への女
性の進出を進めること

仕事と家庭の両立を支援するための休業・休暇制
度などを充実させること

育児や介護の施設・サ－ビスを充実させること

育児や介護などを地域で支え合う体制を整えるこ
と

労働時間を短縮することで働き方の見直しを進め
ること

リモ－トワ－ク等の在宅勤務の普及を進めること

正規雇用と非正規雇用の労働条件（賃金・休暇・
労働時間など）の格差を解消すること

子育てや介護などでいったん仕事を辞めた人の再
就職を促進すること

女性自身の職業に対する意識を高めること

女性の能力開発の機会を充実させること

組織のトップが先頭に立って意識改革を行うこと

職場全体で女性活躍の意義を理解し、積極的に取
り組むこと

家事や子育てなど家庭内での責任を男女がバラン
スよく分かち合うこと

選択的夫婦別姓制度を導入すること

その他

わからない

特別な取組は必要ない

無回答

35.5

24.9

69.6

63.5

40.3

40.6

37.2

34.1

52.9

23.2

24.9

27.6

27.3

44.7

7.2

3.4

0.7

1.7

1.4

28.9

22.7

64.1

54.5

35.7

－

－

－

50.8

21.2

17.6

26.7

26.7

42.7

－

3.6

1.7

1.4

0.5

0 20 40 60 80
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【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「労働時間を短縮することで働き方の見直しを進めること」「リモートワーク等の在宅勤務の普及を進めること」

「正規雇用と非正規雇用の労働条件（賃金・休暇・労働時間など）の格差を解消すること」「選択的夫婦別姓制度を導入する

こと」の選択肢はありませんでした。 

  

令和６年度調査

（回答者数 N = 423）

令和元年度調査

（回答者数 N = 593）

％

企業の管理職等に女性を積極的に登用すること

従来女性が少なかった分野（研究者など）への女
性の進出を進めること

仕事と家庭の両立を支援するための休業・休暇制
度などを充実させること

育児や介護の施設・サ－ビスを充実させること

育児や介護などを地域で支え合う体制を整えるこ
と

労働時間を短縮することで働き方の見直しを進め
ること

リモ－トワ－ク等の在宅勤務の普及を進めること

正規雇用と非正規雇用の労働条件（賃金・休暇・
労働時間など）の格差を解消すること

子育てや介護などでいったん仕事を辞めた人の再
就職を促進すること

女性自身の職業に対する意識を高めること

女性の能力開発の機会を充実させること

組織のトップが先頭に立って意識改革を行うこと

職場全体で女性活躍の意義を理解し、積極的に取
り組むこと

家事や子育てなど家庭内での責任を男女がバラン
スよく分かち合うこと

選択的夫婦別姓制度を導入すること

その他

わからない

特別な取組は必要ない

無回答

35.0

32.9

76.6

71.4

43.7

48.2

44.2

40.2

58.9

20.3

22.5

32.4

31.4

61.2

12.5

0.9

0.0

0.5

1.2

30.9

26.8

75.9

67.8

46.7

－

－

－

59.5

20.7

23.9

34.2

31.5

60.0

－

2.5

1.0

0.8

1.0

0 20 40 60 80
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【年代別】 

年代別にみると、60～69 歳で「正規雇用と非正規雇用の労働条件（賃金・休暇・労働時間など）の

格差を解消すること」「職場全体で女性活躍の意義を理解し、積極的に取り組むこと」の割合が高くな

っています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

企
業
の
管
理
職
等
に
女
性
を
積
極

的
に
登
用
す
る
こ
と 

従
来
女
性
が
少
な
か
っ
た
分
野

（
研
究
者
な
ど
）
へ
の
女
性
の
進

出
を
進
め
る
こ
と 

仕
事
と
家
庭
の
両
立
を
支
援
す
る

た
め
の
休
業
・
休
暇
制
度
な
ど
を

充
実
さ
せ
る
こ
と 

育
児
や
介
護
の
施
設
・
サ
ー
ビ
ス

を
充
実
さ
せ
る
こ
と 

育
児
や
介
護
な
ど
を
地
域
で
支
え

合
う
体
制
を
整
え
る
こ
と 

労
働
時
間
を
短
縮
す
る
こ
と
で
働

き
方
の
見
直
し
を
進
め
る
こ
と 

リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
等
の
在
宅
勤
務

の
普
及
を
進
め
る
こ
と 

正
規
雇
用
と
非
正
規
雇
用
の
労
働

条
件
（
賃
金
・
休
暇
・
労
働
時
間
な

ど
）
の
格
差
を
解
消
す
る
こ
と 

子
育
て
や
介
護
な
ど
で
い
っ
た
ん

仕
事
を
辞
め
た
人
の
再
就
職
を
促

進
す
る
こ
と 

全  体 728 34.9  29.4  73.4  67.7  42.0  44.8  40.9  37.5  55.9  

18～29歳 117 30.8  29.9  78.6  70.1  43.6  41.9  46.2  35.0  55.6  

30～39歳 111 28.8  25.2  78.4  71.2  50.5  51.4  51.4  24.3  48.6  

40～49歳 149 30.9  26.2  69.1  65.8  43.6  50.3  39.6  34.2  57.7  

50～59歳 131 40.5  35.1  71.0  65.6  39.7  46.6  38.9  36.6  58.0  

60～69歳 95 37.9  32.6  75.8  75.8  41.1  37.9  45.3  51.6  62.1  

70歳以上 113 43.4  30.1  71.7  61.9  35.4  39.8  28.3  47.8  55.8  
 

区分 

女
性
自
身
の
職
業
に
対
す
る
意
識

を
高
め
る
こ
と 

女
性
の
能
力
開
発
の
機
会
を
充
実

さ
せ
る
こ
と 

組
織
の
ト
ッ
プ
が
先
頭
に
立
っ
て

意
識
改
革
を
行
う
こ
と 

職
場
全
体
で
女
性
活
躍
の
意
義
を

理
解
し
、
積
極
的
に
取
り
組
む
こ

と 家
事
や
子
育
て
な
ど
家
庭
内
で
の

責
任
を
男
女
が
バ
ラ
ン
ス
よ
く
分

か
ち
合
う
こ
と 

選
択
的
夫
婦
別
姓
制
度
を
導
入
す

る
こ
と 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

特
別
な
取
組
は
必
要
な
い 

無
回
答 

全  体 21.3  23.4  30.2  29.5  54.3  10.3  1.9  0.4  1.0  1.6  

18～29歳 13.7  17.9  23.1  29.1  53.8  10.3  4.3  1.7  0.9  0.0 

30～39歳 16.2  22.5  22.5  27.0  53.2  8.1  0.9  0.0 0.9  0.9  

40～49歳 22.8  21.5  32.2  26.8  56.4  8.1  3.4  0.0 1.3  2.0  

50～59歳 27.5  23.7  38.9  30.5  58.8  6.9  1.5  0.0 1.5  2.3  

60～69歳 27.4  26.3  38.9  40.0  58.9  11.6  1.1  0.0 0.0 1.1  

70歳以上 21.2  30.1  25.7  27.4  44.2  18.6  0.0 0.0 0.9  0.9  
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【年代別にみた経年比較】 

年代別に令和元年度調査と比較すると、18～29 歳で「仕事と家庭の両立を支援するための休業・休

暇制度などを充実させること」の割合が、50～59 歳で「家事や子育てなど家庭内での責任を男女がバ

ランスよく分かち合うこと」の割合が増加しています。一方、30～39 歳で「子育てや介護などでいっ

たん仕事を辞めた人の再就職を促進すること」の割合が減少しています。 

 

 

（令和元年度調査結果） 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

仕
事
と
家
庭
の
両
立
を
支
援
す
る

た
め
の
休
業
・
休
暇
制
度
な
ど
を

充
実
さ
せ
る
こ
と 

育
児
や
介
護
の
施
設
・
サ
ー
ビ
ス

を
充
実
さ
せ
る
こ
と 

子
育
て
や
介
護
な
ど
で
い
っ
た
ん

仕
事
を
辞
め
た
人
の
再
就
職
を
促

進
す
る
こ
と 

労
働
時
間
の
短
縮
や
在
宅
勤
務
の

普
及
な
ど
、
男
女
と
も
に
働
き
方

の
見
直
し
を
進
め
る
こ
と 

家
事
や
子
育
て
な
ど
家
庭
内
で
の

責
任
を
男
女
が
バ
ラ
ン
ス
よ
く
分

か
ち
合
う
こ
と 

育
児
や
介
護
な
ど
を
地
域
で
支
え

合
う
体
制
を
整
え
る
こ
と 

組
織
の
ト
ッ
プ
が
先
頭
に
立
っ
て

意
識
改
革
を
行
う
こ
と 

企
業
の
管
理
職
等
に
女
性
を
積
極

的
に
登
用
す
る
こ
と 

全  体 1,024 70.6 62.0 55.8 54.8 52.2 41.9 31.2 29.7 

18～29歳 140 66.4 58.6 50.0 57.1 59.3 38.6 30.0 29.3 

30～39歳 131 77.1 70.2 60.3 65.6 58.0 54.2 29.8 21.4 

40～49歳 234 70.5 58.5 50.4 60.3 51.7 38.9 31.6 26.1 

50～59歳 144 61.8 65.3 59.0 52.8 45.8 35.4 34.0 29.9 

60～69歳 159 77.4 66.7 54.7 50.9 58.5 46.5 31.4 33.3 

70歳以上 206 71.4 58.3 61.2 44.7 45.6 41.3 29.1 37.4 
 

区分 

職
場
全
体
で
女
性
活
躍
の
意

義
を
理
解
し
積
極
的
に
取
り

組
む
こ
と 

従
来
女
性
が
少
な
か
っ
た
分

野
へ
の
女
性
進
出
を
進
め
る

こ
と 

女
性
の
能
力
開
発
の
機
会
を

充
実
さ
せ
る
こ
と 

女
性
自
身
の
職
業
に
対
す
る

意
識
を
高
め
る
こ
と 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

特
別
な
取
組
み
は
必
要
な
い 

無
回
答 

全  体 29.1 24.8 21.2 20.9 3.0 1.5 1.1 0.8 

18～29歳 31.4 30.7 18.6 13.6 2.9 2.1 0.0 0.0 

30～39歳 27.5 26.0 20.6 19.1 3.1 0.0 1.5 0.0 

40～49歳 24.4 20.1 17.1 20.5 3.8 1.3 1.3 0.0 

50～59歳 27.8 22.9 20.1 20.1 4.2 0.7 1.4 0.7 

60～69歳 32.7 24.5 24.5 22.0 2.5 0.6 0.6 0.6 

70歳以上 33.5 28.2 26.2 27.2 1.5 2.9 1.5 2.9 
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問 11 女性活躍推進法では、事業主に対して「一般事業主行動計画」を策定することが求め

られていますが、女性の管理職が増えるための効果的だと思う取組は何ですか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「出産・育児へのサポ－ト」の割合が 69.8％と最も高く、次いで「男女差のない客観的基準での人

事評価」の割合が 62.5％、「多様なキャリアを選べる仕組みづくり」の割合が 45.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 【結婚している方のみ】勤務形態について、あなたの家庭ではどうなっていますか。 

（１つ選択） 

「夫はフルタイムで働き、妻はパ－トタイムで働く」の割合が 35.2％と最も高く、次いで「夫も妻

もフルタイムで働く」の割合が 26.5％、「夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦」の割合が 18.7％とな

っています。 

令和元年度調査と比較すると、「夫も妻もフルタイムで働く」の割合が増加しています。一方、「夫は

フルタイムで働き、妻は専業主婦」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

夫はフルタイムで働き、妻は専業主婦

夫はフルタイムで働き、妻はパ－トタイムで働く

夫も妻もフルタイムで働く

妻はフルタイムで働き、夫はパ－トタイムで働く

妻はフルタイムで働き、夫は専業主夫

その他

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 520

令和元年度調査 N = 744

18.7

24.9

35.2

34.3

26.5

21.1

1.3

0.7

1.0

1.3

12.5

15.9

4.8

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 728 ％

出産・育児へのサポ－ト

女性の管理職を歓迎する職場意識の整備

多様なキャリアを選べる仕組みづくり

女性採用の拡大

女性の少ない職種への配置

男女差のない客観的基準での人事評価

キャリアアップのための取組の充実

リモ－トワ－クの推進

その他

無回答

69.8

44.1

45.5

29.1

11.7

62.5

28.8

19.9

3.4

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70
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問 13 【会社などにお勤めの方のみ】あなたは、自分の職場で次のような制度をとりやすい

と感じますか。（男性・女性それぞれに１～４の数字を選択） 

男性 

『①有給休暇制度』で「とりやすい」の割合が、『④介護休業制度（病気の看護・介護のための休業

制度）』で「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①有給休暇制度 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「とりやすい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

46.0

35.0

16.5

17.8

1.5

2.1

6.9

2.3

29.1

42.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

66.4

29.3

20.1

13.5

3.3

2.8

10.4

7.5

46.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 478

①有給休暇制度

②育児休業制度（育児のため
　の休業制度）

③短時間勤務制度（育児・介
　護のため就業時間を縮める
　ことができる制度）

④介護休業制度（病気の看
　護・介護のための休業制
　度）

46.0

26.2

20.9

21.8

16.5

21.8

22.2

17.8

1.5

6.9

8.8

7.3

6.9

15.1

18.0

22.6

29.1

30.1

30.1

30.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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②育児休業制度（育児のための休業制度） 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「とりにくい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③短時間勤務制度（育児・介護のため就業時間を縮めることができる制度） 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

26.2

11.1

21.8

25.4

6.9

8.3

15.1

12.3

30.1

42.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

33.6

19.7

30.8

14.3

11.7

3.1

15.9

14.7

7.9

48.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

20.9

11.5

22.2

20.6

8.8

10.3

18.0

14.7

30.1

42.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「とりにくい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④介護休業制度（病気の看護・介護のための休業制度） 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「とりやすい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

30.8

12.7

32.2

13.9

14.5

4.2

14.5

20.8

7.9

48.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

21.8

12.3

17.8

18.3

7.3

8.5

22.6

17.8

30.5

43.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

31.8

13.5

24.8

12.0

12.1

3.5

23.4

22.0

7.9

49.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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女性 

『①有給休暇制度』で「とりやすい」の割合が、『④介護休業制度（病気の看護・介護のための休業

制度）』で「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①有給休暇制度 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「とりやすい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

50.4

36.5

12.3

15.4

1.9

3.3

4.0

2.6

31.4

42.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

38.8

59.5

4.7

18.5

3.5

3.7

4.2

52.8

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 478

①有給休暇制度

②育児休業制度（育児のため
　の休業制度）

③短時間勤務制度（育児・介
　護のため就業時間を縮める
　ことができる制度）

④介護休業制度（病気の看
　護・介護のための休業制
　度）

50.4

42.7

38.7

28.2

12.3

5.9

9.8

11.1

1.9

5.2

6.1

7.3

4.0

14.4

13.8

22.2

31.4

31.8

31.6

31.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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②育児休業制度（育児のための休業制度） 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③短時間勤務制度（育児・介護のため就業時間を縮めることができる制度） 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

42.7

32.6

5.9

6.4

5.2

6.5

14.4

11.8

31.8

42.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

37.9

45.9

3.3

7.7

0.5

9.3

5.6

22.0

52.8

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

38.7

30.4

9.8

9.0

6.1

7.4

13.8

10.8

31.6

42.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

36.0

40.5

5.1

13.5

0.9

10.4

5.1

20.8

52.8

14.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④介護休業制度（病気の看護・介護のための休業制度） 

令和元年度調査と比較すると、「とりやすい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

とりやすい とりにくい 制度がない わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 478

令和元年度調査 N = 611

28.2

17.3

11.1

10.0

7.3

9.2

22.2

20.9

31.2

42.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 214

女性 N = 259

31.3

25.9

5.6

15.1

1.9

12.0

8.4

33.2

52.8

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 14 結婚や出産、子育てに際して、あるいは介護をしなければならなくなった時に、男女

がともに仕事を続けられるようにするためには、どのようなことが必要だと思われます

か。（主なものを３つまで選択） 

「介護施設やサ－ビスの充実」の割合が 42.0％と最も高く、次いで「保育施設やサ－ビスの充実」

の割合が 38.2％、「職場での育児休業、介護休業制度（病気の看護・介護など）の充実」の割合が 36.7％

となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「介護施設やサ－ビスの充実」「職場の上司や同僚の理解と協力」「家

族の理解と協力」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

保育施設やサ－ビスの充実

介護施設やサ－ビスの充実

職場での育児休業、介護休業制度（病気の看護・
介護など）の充実

柔軟な勤務形態（フレックスタイム制や在宅勤務
など）の導入

労働時間の短縮や休暇制度の普及

職場の上司や同僚の理解と協力

家族の理解と協力

男性の家事や育児、介護への参加

育児や介護などを地域で支え合う体制の整備

その他

特にない

無回答

38.2

42.0

36.7

27.5

20.1

31.2

12.6

11.5

5.9

0.8

0.1

19.4

46.0

56.0

45.7

39.2

28.0

45.2

29.4

21.8

16.1

2.0

0.6

3.3

0 20 40 60 80 100

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、女性で「家族の理解と協力」「男性の家事や育児、介護への参加」の割合が高くなっ

ています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

保
育
施
設
や
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

介
護
施
設
や
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

職
場
で
の
育
児
休
業
、
介
護
休
業
制
度

（
病
気
の
看
護
・
介
護
な
ど
）
の
充
実 

柔
軟
な
勤
務
形
態
（
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ

ム
制
や
在
宅
勤
務
な
ど
）
の
導
入 

労
働
時
間
の
短
縮
や
休
暇
制
度
の
普
及 

職
場
の
上
司
や
同
僚
の
理
解
と
協
力 

家
族
の
理
解
と
協
力 

男
性
の
家
事
や
育
児
、
介
護
へ
の
参
加 

育
児
や
介
護
な
ど
を
地
域
で
支
え
合
う

体
制
の
整
備 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

全  体 728 38.2  42.0  36.7  27.5  20.1  31.2  12.6  11.5  5.9  0.8  0.1  19.4  

男性 293 41.6  44.4  40.3  28.3  19.5  34.1  8.9  7.8  6.5  1.4  0.3  15.0  

女性 423 35.9  40.9  33.8  27.4  20.1  29.3  15.6  14.2  5.7  0.2  0.0 22.2  

 

【年代別】 

年代別にみると、18～29 歳、30～39 歳で「保育施設やサービスの充実」の割合が、それ以外の年代

で「介護施設やサ－ビスの充実」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

保
育
施
設
や
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

介
護
施
設
や
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

職
場
で
の
育
児
休
業
、
介
護
休
業
制
度

（
病
気
の
看
護
・
介
護
な
ど
）
の
充
実 

柔
軟
な
勤
務
形
態
（
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ

ム
制
や
在
宅
勤
務
な
ど
）
の
導
入 

労
働
時
間
の
短
縮
や
休
暇
制
度
の
普
及 

職
場
の
上
司
や
同
僚
の
理
解
と
協
力 

家
族
の
理
解
と
協
力 

男
性
の
家
事
や
育
児
、
介
護
へ
の
参
加 

育
児
や
介
護
な
ど
を
地
域
で
支
え
合
う

体
制
の
整
備 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

全  体 728 38.2  42.0  36.7  27.5  20.1  31.2  12.6  11.5  5.9  0.8  0.1  19.4  

18～29歳 117 41.0  29.1  34.2  25.6  24.8  30.8  10.3  8.5  2.6  1.7  0.0 25.6  

30～39歳 111 45.0  32.4  36.9  32.4  28.8  33.3  11.7  9.9  4.5  1.8  0.0 15.3  

40～49歳 149 34.2  41.6  32.9  32.2  22.8  36.2  8.1  11.4  4.0  0.0 0.0 20.1  

50～59歳 131 38.9  50.4  40.5  32.8  12.2  31.3  15.3  10.7  3.8  0.8  0.8  16.0  

60～69歳 95 36.8  52.6  42.1  27.4  17.9  29.5  11.6  15.8  8.4  0.0 0.0 16.8  

70歳以上 113 34.5  48.7  33.6  14.2  12.4  24.8  21.2  14.2  14.2  0.9  0.0 20.4  
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問 15 男性が育児休業や介護休業を取得することについて、どのように思われますか。 

（それぞれ１つ選択） 

①育児休業の男性の取得 

「積極的に取得するべきである」の割合が 43.7％と最も高く、次いで「取得した方がよいと思うが、

現実的には休めない」の割合が 21.8％、「どちらかといえば取得した方がよい」の割合が 20.3％となっ

ています。 

令和元年度調査と比較すると、「積極的に取得するべきである」の割合が増加しています。一方、「取

得した方がよいと思うが、現実的には休めない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「取得した方がよいと思うが、現実的には休めない」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

積極的に取得するべきである どちらかといえば取得した方がよい

取得した方がよいと思うが、現実的には休めない どちらかといえば取得しない方がよい

取得するべきではない その他

わからない 無回答

積極的に取得するべきである どちらかといえば取得した方がよい

取得した方がよいと思うが、現実的には休めない どちらかといえば取得しない方がよい

取得するべきではない その他

わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

43.7

27.5

20.3

21.5

21.8

36.3

2.1

3.2

0.4

1.1

2.1

1.3

4.4

4.4

5.2

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

43.7

44.2

20.1

20.8

26.3

17.7

1.7

2.4

0.7

1.4

2.6

3.1

5.4

3.8

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、18～29 歳、30～39 歳で「積極的に取得するべきである」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護休業の男性の取得 

「積極的に取得するべきである」の割合が 46.8％と最も高く、次いで「取得した方がよいと思うが、

現実的には休めない」の割合が 21.6％、「どちらかといえば取得した方がよい」の割合が 19.9％となっ

ています。 

令和元年度調査と比較すると、「積極的に取得するべきである」の割合が増加しています。一方、「取

得した方がよいと思うが、現実的には休めない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

積極的に取得するべきである どちらかといえば取得した方がよい

取得した方がよいと思うが、現実的には休めない どちらかといえば取得しない方がよい

取得するべきではない その他

わからない 無回答

積極的に取得するべきである どちらかといえば取得した方がよい

取得した方がよいと思うが、現実的には休めない どちらかといえば取得しない方がよい

取得するべきではない その他

わからない 無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

54.7

51.4

40.9

41.2

46.3

31.0

10.3

18.9

18.1

23.7

25.3

28.3

13.7

19.8

24.2

24.4

20.0

23.9

1.7

1.8

2.7

3.1

1.1

1.8

0.7

0.8

1.1

0.9

4.5

4.0

0.8

2.1

3.4

3.6

7.4

3.8

1.1

6.2

15.4

2.0

2.3

3.2

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

46.8

31.3

19.9

23.4

21.6

33.1

1.4

1.4

0.6

1.2

1.6

3.8

3.9

5.2

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「取得した方がよいと思うが、現実的には休めない」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、年齢が上がるにつれ「どちらかといえば取得した方がよい」の割合が高くなる傾向

がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

積極的に取得するべきである どちらかといえば取得した方がよい

取得した方がよいと思うが、現実的には休めない どちらかといえば取得しない方がよい

取得するべきではない その他

わからない 無回答

積極的に取得するべきである どちらかといえば取得した方がよい

取得した方がよいと思うが、現実的には休めない どちらかといえば取得しない方がよい

取得するべきではない その他

わからない 無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

45.4

48.2

19.8

20.3

24.6

18.7

1.4

1.4

1.4

1.2

3.8

4.0

3.8

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

50.4

51.4

44.3

45.8

54.7

38.1

12.8

19.8

17.4

20.6

23.2

28.3

17.1

18.0

25.5

25.2

17.9

20.4

0.9

1.8

1.3

3.1

0.9

2.7

2.7

0.8

1.1

2.6

6.3

6.7

2.3

1.1

3.5

16.2

2.0

2.3

2.1

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 16 「仕事と生活の調和（ワ－ク・ライフ・バランス）（注）」について、あなたは、自分

の希望する時間の使い方ができていると思われますか。（１つ選択） 

「どちらかといえばそう思う」の割合が 38.7％と最も高く、次いで「そう思う」の割合が 17.3％、

「どちらかといえばそう思わない」の割合が 16.9％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「どちらかといえばそう思わない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）ワーク・ライフ・バランスとは、一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、

家庭や地域生活などにおいても、多様な生き方が選択・実現できることを言います。 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

17.3

16.6

38.7

43.6

16.9

19.7

10.0

12.2

9.5

4.5

7.6

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

19.1

16.5

37.2

40.0

21.2

13.7

9.6

10.2

6.5

11.3

6.5

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%



 66 

【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で「どちらかといえばそう思う」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

19.7

16.2

16.1

19.1

17.9

16.8

35.0

39.6

45.0

39.7

38.9

31.9

10.3

19.8

16.1

22.9

14.7

15.9

7.7

15.3

13.4

9.2

7.4

6.2

6.0

9.0

7.4

7.6

14.7

13.3

21.4

2.0

1.5

6.3

15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３）地域活動・社会活動について 

問 17 次のような地域活動・社会活動のうち、現在参加している活動はありますか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「特にない」の割合が 53.6％と最も高く、次いで「区・自治会などの地域での活動」の割合が 23.6％、

「趣味やスポ－ツサ－クルなどのグル－プ活動」の割合が 17.6％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「特にない」の割合が増加しています。一方、「趣味やスポ－ツサ－ク

ルなどのグル－プ活動」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「ＰＴＡ、子ども会などの活動」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

区
・
自
治
会
な
ど
の
地
域

で
の
活
動 

Ｐ
Ｔ
Ａ
、
子
ど
も
会
な
ど

の
活
動 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動 

自
然
や
生
活
環
境
を
守
る

た
め
の
活
動
な
ど
テ
ー
マ

を
も
っ
た
市
民
活
動 

趣
味
や
ス
ポ
ー
ツ
サ
ー
ク

ル
な
ど
の
グ
ル
ー
プ
活
動 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

全  体 728 23.6  10.9  6.5  0.7  17.6  1.0  53.6  4.7  

男性 293 20.1  4.4  3.4  1.0  17.7  1.0  59.0  4.4  

女性 423 26.5  15.6  8.5  0.5  17.5  0.7  49.6  4.7  

 

  

％

区・自治会などの地域での活動

ＰＴＡ、子ども会などの活動

ボランティア活動

自然や生活環境を守るための活動などテ－マを
もった市民活動

趣味やスポ－ツサ－クルなどのグル－プ活動

その他

特にない

無回答

23.6

10.9

6.5

0.7

17.6

1.0

53.6

4.7

26.2

10.0

10.4

2.7

22.7

1.9

48.5

2.2

0 20 40 60

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【年代別】 

年代別にみると、30～39 歳、40～49 歳で「ＰＴＡ、子ども会などの活動」の割合が、70歳以上で「趣

味やスポーツサークルなどのグループ活動」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

区
・
自
治
会
な
ど
の
地
域

で
の
活
動 

Ｐ
Ｔ
Ａ
、
子
ど
も
会
な
ど

の
活
動 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動 

自
然
や
生
活
環
境
を
守
る

た
め
の
活
動
な
ど
テ
ー
マ

を
も
っ
た
市
民
活
動 

趣
味
や
ス
ポ
ー
ツ
サ
ー
ク

ル
な
ど
の
グ
ル
ー
プ
活
動 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

全  体 728 23.6  10.9  6.5  0.7  17.6  1.0  53.6  4.7  

18～29歳 117 2.6  1.7  6.8  0.9  14.5  0.9  72.6  5.1  

30～39歳 111 29.7  21.6  2.7  0.9  12.6  0.9  52.3  1.8  

40～49歳 149 26.2  24.8  2.7  1.3  12.8  0.0 51.0  3.4  

50～59歳 131 25.2  8.4  2.3  0.8  16.0  0.8  55.0  3.1  

60～69歳 95 33.7  3.2  7.4  0.0 23.2  0.0 49.5  5.3  

70歳以上 113 27.4  1.8  18.6  0.0 30.1  2.7  38.9  9.7  

 

 

問 17－１ 【問 17 で「区・自治会などの地域での活動」～「その他」を選択された方のみ】 

あなたが参加している地域活動・社会活動のリ－ダ－や重要な意思決定に係わる役員の現

状はどのようになっていますか。（１つ選択） 

「男性であることが多い」の割合が 37.7％と最も高く、次いで「女性であることが多い」の割合が

31.2％、「男性、女性がほぼ同数である」の割合が 25.0％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「男性であることが多い」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

男性、女性がほぼ同数である 男性であることが多い 女性であることが多い

その他 無回答

男性、女性がほぼ同数である 男性であることが多い 女性であることが多い

その他 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 308

令和元年度調査 N = 504

25.0

26.0

37.7

34.1

31.2

33.9

3.2

3.0

2.9

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 109

女性 N = 195

24.8

25.6

59.6

25.6

11.0

41.5

2.8

3.6

1.8

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、18～29 歳で「男性、女性がほぼ同数である」の割合が最も高くなっています。ま

た、その他の年代では「男性であることが多い」または「女性であることの方が多い」の割合が最も高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17－２ 【問 17－１で「男性であることが多い」・「女性であることが多い」を選択された

方のみ】それはなぜだと思われますか。（近いものを１つ選択） 

「参加している団体の構成員のほとんどが男性（又は女性）であるから」の割合が 33.5％と最も高

く、次いで「男性（又は女性）の方が時間的に融通がきくから」の割合が 20.3％、「男性（又は女性）

がリ－ダ－や役員を担うのがならわし・前例だから」の割合が 17.5％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「参加している団体の構成員のほとんどが男性（又は女性）であるか

ら」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性、女性がほぼ同数である 男性であることが多い 女性であることが多い

その他 無回答

男性（又は女性）がリ－ダ－や役員を担うのがならわし・前例だから

男性（又は女性）はリ－ダ－や役員につきたがらないから

男性（又は女性）の方が時間的に融通がきくから

男性（又は女性）の方が会議などの進め方が慣れていて上手だから

参加している団体の構成員のほとんどが男性（又は女性）であるから

その他

特に理由はない、わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 26

30～39歳 N = 51

40～49歳 N = 69

50～59歳 N = 55

60～69歳 N = 44

70歳以上 N = 60

46.2

33.3

18.8

23.6

29.5

15.0

34.6

27.5

37.7

43.6

43.2

40.0

19.2

35.3

34.8

30.9

18.2

35.0

3.9

5.8

1.8

2.3

3.3

2.9

6.8

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 212

令和元年度調査 N = 343

17.5

14.6

8.5

7.0

20.3

19.2

2.8

6.1

33.5

42.3

5.2

2.3

10.4

8.2

1.9

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%



 70 

【性別】 

性別にみると、男性で「男性（又は女性）はリーダーや役員につきたがらないから」の割合が、女性

で「男性（又は女性）の方が時間的に融通がきくから」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で「参加している団体の構成員のほとんどが男性（又は女性）である

から」の割合が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性（又は女性）がリ－ダ－や役員を担うのがならわし・前例だから

男性（又は女性）はリ－ダ－や役員につきたがらないから

男性（又は女性）の方が時間的に融通がきくから

男性（又は女性）の方が会議などの進め方が慣れていて上手だから

参加している団体の構成員のほとんどが男性（又は女性）であるから

その他

特に理由はない、わからない

無回答

男性（又は女性）がリ－ダ－や役員を担うのがならわし・前例だから

男性（又は女性）はリ－ダ－や役員につきたがらないから

男性（又は女性）の方が時間的に融通がきくから

男性（又は女性）の方が会議などの進め方が慣れていて上手だから

参加している団体の構成員のほとんどが男性（又は女性）であるから

その他

特に理由はない、わからない

無回答

回答者数

男性 N = 77

女性 N = 131

18.2

17.6

14.3

4.6

15.6

23.7 3.8

31.2

35.1

5.2

5.3

11.7

9.2

3.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 14

30～39歳 N = 32

40～49歳 N = 50

50～59歳 N = 41

60～69歳 N = 27

70歳以上 N = 45

9.4

16.0

22.0

29.6

20.0

4.0

4.9

18.5

17.8

28.1

24.0

24.4

7.4

22.2

7.1

4.0

2.4

2.2

50.0

34.4

34.0

29.3

29.6

35.6

28.6

3.1

8.0

7.4

14.3

25.0

8.0

14.6

3.7

2.0

2.4

3.7

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 17－３ 【問 17 で「特にない」を選択された方のみ】地域活動や社会活動に参加していな

い理由は何ですか。（あてはまるものをすべて選択） 

「仕事で忙しい」の割合が 37.9％と最も高く、次いで「時間帯が合わない」の割合が 24.6％、「参加

したい活動がみつからない」の割合が 24.4％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「仕事で忙しい」「これらの活動に関心がない」の割合が、女性で「健康や体

力に自信がない」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

仕
事
で
忙
し
い 

家
事
・
育
児
で
忙
し
い 

高
齢
者
や
病
人
の
介
護

で
忙
し
い 

家
族
の
協
力
や
同
意
が

得
ら
れ
な
い 

健
康
や
体
力
に
自
信
が

な
い 

参
加
し
た
い
活
動
が
み

つ
か
ら
な
い 

一
緒
に
参
加
す
る
仲
間

が
い
な
い 

人
間
関
係
が
わ
ず
ら
わ

し
い 

時
間
帯
が
合
わ
な
い 

こ
れ
ら
の
活
動
に
関
心

が
な
い 

そ
の
他 

特
に
理
由
は
な
い
、
わ

か
ら
な
い 

無
回
答 

全  体 390 37.9  15.6  5.1  1.0  10.5  24.4  15.4  22.1  24.6  21.3  4.9  9.2  1.0  

男性 173 42.2  12.7  2.9  1.2  7.5  24.9  16.8  19.7  23.1  24.9  4.0  8.7  0.6  

女性 210 34.3  17.6  6.7  1.0  12.9  23.3  14.3  24.3  26.2  18.1  5.7  9.0  1.4  

 

  

％

仕事で忙しい

家事・育児で忙しい

高齢者や病人の介護で忙しい

家族の協力や同意が得られない

健康や体力に自信がない

参加したい活動がみつからない

一緒に参加する仲間がいない

人間関係がわずらわしい

時間帯が合わない

これらの活動に関心がない

その他

特に理由はない、わからない

無回答

37.9

15.6

5.1

1.0

10.5

24.4

15.4

22.1

24.6

21.3

4.9

9.2

1.0

38.2

15.1

4.2

1.4

12.2

27.3

14.9

18.5

23.5

17.5

7.2

10.6

0.8

0 10 20 30 40

令和６年度調査

（回答者数 N = 390)

令和元年度調査

（回答者数 N = 498)
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【年代別】 

年代別にみると、30～39 歳で「家事・育児で忙しい」の割合が、70歳以上で「健康や体力に自信が

ない」の割合が、18～29 歳で「一緒に参加する仲間がいない」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

仕
事
で
忙
し
い 

家
事
・
育
児
で
忙
し
い 

高
齢
者
や
病
人
の
介
護

で
忙
し
い 

家
族
の
協
力
や
同
意
が

得
ら
れ
な
い 

健
康
や
体
力
に
自
信
が

な
い 

参
加
し
た
い
活
動
が
み

つ
か
ら
な
い 

一
緒
に
参
加
す
る
仲
間

が
い
な
い 

人
間
関
係
が
わ
ず
ら
わ

し
い 

時
間
帯
が
合
わ
な
い 

こ
れ
ら
の
活
動
に
関
心

が
な
い 

そ
の
他 

特
に
理
由
は
な
い
、
わ

か
ら
な
い 

無
回
答 

全  体 390 37.9  15.6  5.1  1.0  10.5  24.4  15.4  22.1  24.6  21.3  4.9  9.2  1.0  

18～29歳 85 27.1  4.7  1.2  0.0 9.4  23.5  24.7  18.8  22.4  29.4  10.6  10.6  0.0 

30～39歳 58 56.9  43.1  1.7  1.7  6.9  32.8  19.0  27.6  24.1  22.4  0.0 3.4  1.7  

40～49歳 76 53.9  27.6  1.3  1.3  3.9  15.8  14.5  19.7  32.9  23.7  3.9  6.6  1.3  

50～59歳 72 47.2  9.7  9.7  0.0 11.1  23.6  12.5  22.2  29.2  15.3  2.8  12.5  0.0 

60～69歳 47 17.0  4.3  10.6  0.0 10.6  34.0  8.5  23.4  21.3  21.3  4.3  4.3  0.0 

70歳以上 44 11.4  0.0 9.1  4.5  27.3  18.2  6.8  25.0  13.6  9.1  6.8  15.9  4.5  

 

 

問 18 あなたは、「地域活動において、女性もリーダーや重要な意思決定に係わる役員になっ

て、方針を決める場に積極的に参加していくべきだ」という意見について、どのように思

われますか。（１つ選択） 

「どちらかといえばそう思う」の割合が 36.5％と最も高く、次いで「そう思う」の割合が 33.9％、

「わからない」の割合が 16.6％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

33.9

32.6

36.5

40.9

4.8

8.4

4.1

3.6

16.6

12.7

4.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「そう思う」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で「そう思う」「どちらかといえばそう思う」を合わせた“そう思う”

の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

39.2

30.3

37.5

36.4

4.1

5.2

4.1

4.3

11.6

19.6

3.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

38.5

36.0

29.5

32.8

30.5

37.2

31.6

32.4

36.2

42.0

47.4

32.7

6.8

4.5

4.0

2.3

6.3

5.3

5.1

4.5

8.1

2.3

2.1

1.8

14.5

20.7

18.8

17.6

8.4

15.9

3.4

1.8

3.4

3.1

5.3

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 18－１ 【問 18 で「そう思う」・「どちらかといえばそう思う」を選択された方のみ】地域

活動において女性の参画を進めるためには、どのようなことが必要だと思われますか。

（近いものを１つ選択） 

「さまざまな立場の人が参加しやすいように活動時間帯を工夫する」の割合が 24.6％と最も高く、

次いで「男性中心の社会通念や慣習を改めるための啓発活動を行う」の割合が 17.5％、「家族が家事・

育児を分担する」の割合が 16.6％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「家族が家事・育児を分担する」「育児や介護の施設・サ－ビスを充実

させる」「育児や介護などを地域で支え合う体制が整っている」「さまざまな立場の人が参加しやすいよ

うに活動時間帯を工夫する」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、大きな差はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家族が家事・育児を分担する

男性中心の社会通念や慣習を改めるための啓発活動を行う

女性のリ－ダ－を養成するための講座やセミナ－を開催する

育児や介護の施設・サ－ビスを充実させる

育児や介護などを地域で支え合う体制が整っている

さまざまな立場の人が参加しやすいように活動時間帯を工夫する

その他

わからない

無回答

家族が家事・育児を分担する

男性中心の社会通念や慣習を改めるための啓発活動を行う

女性のリ－ダ－を養成するための講座やセミナ－を開催する

育児や介護の施設・サ－ビスを充実させる

育児や介護などを地域で支え合う体制が整っている

さまざまな立場の人が参加しやすいように活動時間帯を工夫する

その他

わからない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 513

令和元年度調査 N = 753

16.6

23.1

17.5

21.5

4.3

7.7

16.0

23.4

4.3

10.0

24.6

34.8

1.2

2.8

1.9

1.7

13.6

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 225

女性 N = 282

16.9

16.3

17.8

17.0

4.4

3.9

18.2

14.5

3.1

5.3

26.2

23.4

0.9

1.4

0.9

2.8

11.6

15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 19 防災分野において、男女のニ－ズに配慮した対応をすすめるため必要なことは何だと

思われますか。（あてはまるものをすべて選択） 

「避難所の設備を整えること（男女別トイレ、更衣室、授乳室、洗濯干場等）」の割合が 72.5％と最

も高く、次いで「性別に配慮した備蓄品の備え（下着、生理用品など）」の割合が 63.5％、「防災に関

する会議に男女がともに参画し、防災計画に男女両方の視点が入ること」の割合が 60.2％となってい

ます。 

令和元年度調査と比較すると、「避難所における女性や子どもなどへの暴力を防止するための対策」

の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「防災に関する会議に男女がともに参画し、防災計画に男女両方の視点が入る

こと」の割合が、女性で「避難所の設備を整えること（男女別トイレ、更衣室、授乳室、洗濯干場等）」

「避難所における女性や子どもなどへの暴力を防止するための対策」「性別に配慮した備蓄品の備え

（下着、生理用品など）」「さまざまなニーズに配慮した相談体制」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

防
災
に
関
す
る
会
議
に
男
女
が
と
も

に
参
画
し
、
防
災
計
画
に
男
女
両
方
の

視
点
が
入
る
こ
と 

避
難
所
運
営
の
責
任
者
に
男
女
が
と

も
に
配
置
さ
れ
、
避
難
所
運
営
や
被
災

者
対
応
に
多
様
な
視
点
が
入
る
こ
と 

避
難
所
の
設
備
を
整
え
る
こ
と
（
男
女

別
ト
イ
レ
、
更
衣
室
、
授
乳
室
、
洗
濯

干
場
等
） 

避
難
所
に
お
け
る
女
性
や
子
ど
も
な

ど
へ
の
暴
力
を
防
止
す
る
た
め
の
対

策 性
別
に
配
慮
し
た
備
蓄
品
の
備
え
（
下

着
、
生
理
用
品
な
ど
） 

さ
ま
ざ
ま
な
ニ
ー
ズ
に
配
慮
し
た
相

談
体
制 

地
域
の
防
災
を
担
う
女
性
リ
ー
ダ
ー

な
ど
の
人
材
を
育
成
す
る
こ
と 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全  体 728 60.2  55.8  72.5  42.0  63.5  36.4  22.4  0.4  3.2  4.8  

男性 293 63.8  54.9  67.6  35.2  59.4  31.4  21.5  1.0  3.4  4.1  

女性 423 57.9  57.0  76.1  47.3  67.1  40.2  23.2  0.0 2.8  5.2  

  

％

防災に関する会議に男女がともに参画し、防災計
画に男女両方の視点が入ること

避難所運営の責任者に男女がともに配置され、避
難所運営や被災者対応に多様な視点が入ること

避難所の設備を整えること（男女別トイレ、更衣
室、授乳室、洗濯干場等）

避難所における女性や子どもなどへの暴力を防止
するための対策

性別に配慮した備蓄品の備え（下着、生理用品な
ど）

さまざまなニ－ズに配慮した相談体制

地域の防災を担う女性リ－ダ－などの人材を育成
すること

その他

わからない

無回答

60.2

55.8

72.5

42.0

63.5

36.4

22.4

0.4

3.2

4.8

60.4

55.4

70.4

28.2

60.6

38.7

22.0

1.7

3.6

2.2

0 20 40 60 80

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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（４）ＤＶ（配偶者等や交際相手からの暴力）・ハラスメントについて 

問 20 あなたは、配偶者等や交際相手からの暴力を身近に見たり、聞いたりしたことがあり

ますか。（１つ選択） 

「テレビ、新聞、ＳＮＳなどで問題になっていることを知っている」の割合が 40.9％と最も高く、

次いで「見聞きしたことはない」の割合が 28.8％、「身近に当事者はいないが、話を聞いたことがある」

の割合が 14.8％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「見聞きしたことはない」の割合が増加しています。一方、「テレビ、

新聞、ＳＮＳなどで問題になっていることを知っている」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「見聞きしたことはない」の割合が、女性で「身近に当事者がいた（いる）」

の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

身近に当事者がいた（いる）

身近に当事者はいないが、話を聞いたことがある

テレビ、新聞、ＳＮＳなどで問題になっていることを知っている

見聞きしたことはない

その他

無回答

身近に当事者がいた（いる）

身近に当事者はいないが、話を聞いたことがある

テレビ、新聞、ＳＮＳなどで問題になっていることを知っている

見聞きしたことはない

その他

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

10.3

8.7

14.8

17.6

40.9

51.8

28.8

18.8

0.5

0.7

4.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

6.5

13.2

13.3

16.3

43.3

39.7

32.4

25.8

0.3

0.7

4.1

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で「テレビ、新聞、ＳＮＳなどで話題になっていることを知っている」

の割合が最も高くなっています。また、30～39 歳で「身近に当事者がいた（いる）」の割合が、18～29

歳で「見聞きしたことはない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

身近に当事者がいた（いる）

身近に当事者はいないが、話を聞いたことがある

テレビ、新聞、ＳＮＳなどで問題になっていることを知っている

見聞きしたことはない

その他

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

4.3

16.2

11.4

9.9

10.5

10.6

6.8

20.7

20.8

16.8

14.7

8.8

43.6

36.0

38.9

38.9

40.0

49.6

41.9

24.3

24.8

30.5

29.5

21.2

0.9

0.7

1.5

2.6

2.7

3.4

2.3

5.3

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 20－１ 【問 20 で「身近に当事者がいた（いる）」を選択された方のみ】身近な方に配偶

者等や交際相手からの暴力が起こっているのではと気づいて、あなたはどうしましたか。

（あてはまるものをすべて選択） 

「暴力をふるっている人に対して、暴力をやめるよう話した」の割合が 29.3％と最も高く、次いで

「どう対応したらいいか分からず、何もしなかった」の割合が 18.7％、「暴力を受けている人に相談先

を紹介した」の割合が 17.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「どう対応したらいいか分からず、何もしなかった」の割合が増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「暴力をふるっている人に対して、暴力をやめるよう話した」の割合が、女性

で「暴力を受けている人に相談先を紹介した」「警察に通報した」「どう対応したらいいか分からず、何

もしなかった」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

暴
力
を
ふ
る
っ
て
い
る
人
に

対
し
て
、
暴
力
を
や
め
る
よ
う

話
し
た 

暴
力
を
受
け
て
い
る
人
に
対

し
て
、
我
慢
す
る
よ
う
に
話
し

た 暴
力
を
受
け
て
い
る
人
を
か

く
ま
っ
た
り
、
逃
が
し
た
り
し

た 暴
力
を
受
け
て
い
る
人
に
相

談
先
を
紹
介
し
た 

警
察
に
通
報
し
た 

当
人
ど
う
し
の
こ
と
な
の
で

口
出
し
す
べ
き
こ
と
で
は
な

い
と
思
い
、
何
も
し
な
か
っ
た 

ど
う
対
応
し
た
ら
い
い
か
分

か
ら
ず
、
何
も
し
な
か
っ
た 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 75 29.3  1.3  12.0  17.3  13.3  13.3  18.7  22.7  1.3  

男性 19 42.1  0.0 10.5  5.3  0.0 15.8  10.5  26.3  5.3  

女性 56 25.0  1.8  12.5  21.4  17.9  12.5  21.4  21.4  0.0 

 

  

％

暴力をふるっている人に対して、暴力をやめるよ
う話した

暴力を受けている人に対して、我慢するように話
した

暴力を受けている人をかくまったり、逃がしたり
した

暴力を受けている人に相談先を紹介した

警察に通報した

当人どうしのことなので口出しすべきことではな
いと思い、何もしなかった

どう対応したらいいか分からず、何もしなかった

その他

無回答

29.3

1.3

12.0

17.3

13.3

13.3

18.7

22.7

1.3

27.0

2.2

12.4

18.0

10.1

12.4

13.5

23.6

3.4

0 10 20 30

令和６年度調査

（回答者数 N = 75)

令和元年度調査

（回答者数 N = 89)



 79 

問 21 次の①～⑬にあげる配偶者等や交際相手からの行為に関して、お聞きします。 

【Ａ】どう思うか（○は１つ） 

すべての項目で「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が最も高くなっており、特に『①なぐ

る、ける』『⑫嫌がっているのに性的な行為を強要する』で割合が高くなっています。また、『⑤大声で

どなる』『⑥交友関係や電話・メ－ルを細かく監視する』で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあ

ると思う」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数　N = 728

①なぐる、ける

②物をなげつける

③なぐるふりをしておどす

④人格を否定するような暴言
　を言う

⑤大声でどなる

⑥交友関係や電話・メ－ルを
　細かく監視する

⑦家族や友人との関わりを持
　たせない

⑧外出を制限する

⑨長期間無視する

⑩生活費を渡さない

⑪お金を勝手に使う

⑫嫌がっているのに性的な行
　為を強要する

⑬避妊に協力しない

91.9

81.6

70.1

79.9

59.1

55.4

68.7

64.7

62.4

72.7

61.3

88.3

82.7

3.4

13.5

22.1

14.4

33.9

33.7

20.7

24.2

27.5

17.9

28.3

5.9

10.0

0.1

0.3

2.3

1.0

1.9

6.2

5.8

6.0

5.1

4.5

5.6

0.7

1.6

4.5

4.7

5.5

4.7

5.1

4.8

4.8

5.1

5.1

4.9

4.8

5.1

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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①なぐる、ける 

令和元年度調査と比較すると、「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、大きな差はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②物をなげつける 

令和元年度調査と比較すると、「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が増加しています。一

方、「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

91.9

86.9

3.4

7.5

0.1 4.5

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

90.4

93.6

3.8

3.1

0.3
5.5

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

81.6

75.4

13.5

18.8

0.3

0.1

4.7

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、大きな差はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③なぐるふりをしておどす 

令和元年度調査と比較すると、「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が増加しています。一

方、「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

81.2

82.3

13.0

13.7

0.3

0.2

5.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

70.1

60.4

22.1

29.9

2.3

3.3

5.5

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

66.6

73.3

23.9

20.3

3.4

1.7

6.1

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④人格を否定するような暴言を言う 

令和元年度調査と比較すると、「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤大声でどなる 

令和元年度調査と比較すると、「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

79.9

74.7

14.4

16.9

1.0

1.7

4.7

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

77.1

82.7

16.4

12.5

1.4

0.7

5.1

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

59.1

53.6

33.9

35.8

1.9

4.3

5.1

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が高く、「どんな

場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥交友関係や電話・メ－ルを細かく監視する 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が高く、「どんな

場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

48.1

67.1

43.3

27.2

2.7

1.4

5.8

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

55.4

54.0

33.7

31.4

6.2

7.1

4.8

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

46.4

62.4

39.6

28.8

8.2

5.0

5.8

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦家族や友人との関わりを持たせない 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧外出を制限する 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,021

68.7

66.5

20.7

20.9

5.8

5.5

4.8

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

57.7

77.3

28.3

14.7

8.2

4.3

5.8

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

64.7

63.7

24.2

24.2

6.0

4.6

5.1

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が高く、「どんな

場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨長期間無視する 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

55.3

72.1

30.4

19.1

8.5

4.5

5.8

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

62.4

64.0

27.5

23.3

5.1

5.6

5.1

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

58.7

65.7

30.0

25.1

5.1

5.2

6.1

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑩生活費を渡さない 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が高く、「どんな

場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪お金を勝手に使う 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

72.7

72.0

17.9

16.3

4.5

4.1

4.9

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

64.5

79.2

22.9

13.7

7.2

2.8

5.5

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

61.3

60.4

28.3

25.7

5.6

5.8

4.8

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が高く、「どんな

場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫嫌がっているのに性的な行為を強要する 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が高く、「どんな

場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

51.9

69.0

33.4

23.6

8.9

3.5

5.8

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

88.3

84.7

5.9

7.2

0.7

0.7

5.1

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

83.6

92.0

9.2

3.5

1.0

0.5

6.1

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑬避妊に協力しない 

令和元年度調査と比較すると、「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う」の割合が高く、「どんな

場合でも暴力にあたると思う」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

82.7

74.9

10.0

14.6

1.6

2.3

5.6

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

75.8

88.2

14.7

6.4

2.4

1.2

7.2

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【Ｂ】経験があるか（○はいくつでも） 

『相手からされたことがある』で「④人格を否定するような暴言を言う」「⑤大声でどなる」の割合

が、『相手に対してしたことがある』で「⑤大声でどなる」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相手からされたことがある

相手に対してしたことがある

回答者数　N = 728 ％

①なぐる、ける

②物をなげつける

③なぐるふりをしておどす

④人格を否定するような暴言を言う

⑤大声でどなる

⑥交友関係や電話・メールを細かく監視する

⑦家族や友人との関わりを持たせない

⑧外出を制限する

⑨長期間無視する

⑩生活費を渡さない

⑪お金を勝手に使う

⑫嫌がっているのに性的な行為を強要する

⑬避妊に協力しない

9.2

8.2

8.1

16.2

19.1

4.1

3.4

4.9

8.4

4.0

6.2

4.5

3.8

3.4

6.3

3.8

7.0

13.7

2.5

1.9

2.1

5.5

1.5

2.2

1.9

1.4

0 5 10 15 20
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相手からされたことがある 

【性別】 

ほとんどの項目で女性の割合が高くなっており、特に「③なぐるふりをしておどす」「⑤大声でどな

る」「⑫嫌がっているのに性的な行為を強要する」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

①なぐる、ける

②物をなげつける

③なぐるふりをしておどす

④人格を否定するような暴言を言う

⑤大声でどなる

⑥交友関係や電話・メールを細かく監視する

⑦家族や友人との関わりを持たせない

⑧外出を制限する

⑨長期間無視する

⑩生活費を渡さない

⑪お金を勝手に使う

⑫嫌がっているのに性的な行為を強要する

⑬避妊に協力しない

8.5

5.8

4.8

14.0

15.7

4.8

3.1

3.1

6.8

2.7

3.4

1.4

1.4

9.9

10.2

10.6

18.2

21.7

3.8

3.8

6.4

9.7

5.0

8.3

6.9

5.7

0 10 20 30

男性

（回答者数 N = 293)

女性

（回答者数 N = 423)
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相手にしたことがある 

【性別】 

すべての項目で男性の割合が高くなっており、特に「④人格を否定するような暴言を言う」「⑤大声

でどなる」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22 あなたは、配偶者等や交際相手からの暴力を、受けたことがありますか。 

（それぞれあてはまる数字を１つ選択） 

①配偶者等からの暴力 

「受けたことがない」の割合が 67.6％と最も高く、次いで「これまで対象となる人がいなかった」

の割合が 13.7％、「受けたことがある」の割合が 10.2％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

  

受けたことがある 受けたことがない これまで対象となる人がいなかった 無回答

回答者数 = 728 ％

①なぐる、ける

②物をなげつける

③なぐるふりをしておどす

④人格を否定するような暴言を言う

⑤大声でどなる

⑥交友関係や電話・メールを細かく監視する

⑦家族や友人との関わりを持たせない

⑧外出を制限する

⑨長期間無視する

⑩生活費を渡さない

⑪お金を勝手に使う

⑫嫌がっているのに性的な行為を強要する

⑬避妊に協力しない

5.5

7.5

6.1

11.6

20.1

4.1

3.4

3.4

5.8

2.4

4.4

3.4

2.4

2.1

5.4

2.4

4.0

9.7

1.4

0.9

1.2

5.4

0.9

0.7

0.9

0.7

0 10 20 30

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

10.2

10.0

67.6

70.9

13.7

10.9

8.5

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

（回答者数 N = 293)

女性

（回答者数 N = 423)
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【性別】 

性別にみると、女性で「受けたことがある」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、18～29 歳で「これまで対象となる人がいなかった」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②交際相手からの暴力 

「受けたことがない」の割合が 70.2％と最も高く、次いで「これまで対象となる人がいなかった」

の割合が 9.2％、「受けたことがある」の割合が 4.0％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

受けたことがある 受けたことがない これまで対象となる人がいなかった 無回答

受けたことがある 受けたことがない これまで対象となる人がいなかった 無回答

受けたことがある 受けたことがない これまで対象となる人がいなかった 無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

3.1

15.4

72.7

63.8

17.7

11.1

6.5

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

4.3

6.3

14.8

11.5

11.6

12.4

34.2

76.6

71.1

75.6

74.7

72.6

54.7

11.7

7.4

4.6

1.1

3.5

6.8

5.4

6.7

8.4

12.6

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

4.0

2.5

70.2

70.6

9.2

6.4

16.6

20.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「これまで対象となる人がいなかった」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、30～39 歳で「受けたことがない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

受けたことがある 受けたことがない これまで対象となる人がいなかった 無回答

受けたことがある 受けたことがない これまで対象となる人がいなかった 無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

3.1

4.7

72.4

68.6

12.3

7.1

12.3

19.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

2.6

5.4

8.7

3.8

1.1

0.9

62.4

82.0

74.5

76.3

66.3

55.8

29.1

5.4

7.4

7.6

1.1

4.4

6.0

7.2

9.4

12.2

31.6

38.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 22－１ 【問 22 で「受けたことがある」を選択された方のみ】暴力を受けたとき、どこか

に相談しましたか。（それぞれあてはまる数字を１つ選択） 

①配偶者等からの暴力 

「相談した」の割合が 36.5％と最も高く、次いで「相談しようとは思わなかった」の割合が 33.8％、

「相談したかったが、相談しなかった」の割合が 23.0％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「相談したかったが、相談しなかった」の割合が増加しています。一

方、「相談しようとは思わなかった」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「相談しようとは思わなかった」の割合が、女性で「相談した」の割合が高く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相談した 相談したかったが、相談しなかった

相談しようとは思わなかった その他

無回答

相談した 相談したかったが、相談しなかった

相談しようとは思わなかった その他

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 74

令和元年度調査 N = 102

36.5

35.3

23.0

15.7

33.8

46.1

1.4 5.4

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 9

女性 N = 65

11.1

40.0

22.2

23.1

55.6

30.8 1.5

11.1

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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②交際相手からの暴力 

「相談しようとは思わなかった」の割合が 55.2％と最も高く、次いで「相談した」の割合が 24.1％、

「相談したかったが、相談しなかった」の割合が 17.2％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「相談しようとは思わなかった」の割合が増加しています。一方、「相

談した」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「相談しようとは思わなかった」の割合が、女性で「相談した」「相談したか

ったが、相談しなかった」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相談した 相談したかったが、相談しなかった

相談しようとは思わなかった その他

無回答

相談した 相談したかったが、相談しなかった

相談しようとは思わなかった その他

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 29

令和元年度調査 N = 26

24.1

42.3

17.2

15.4

55.2

38.5

3.4

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 9

女性 N = 20

11.1

30.0 25.0

88.9

40.0 5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 23 【問 22－１で「相談した」を選択された方のみ】どこに相談しましたか。 

（それぞれあてはまるものをすべて選択） 

①配偶者等からの暴力 

「親、兄弟姉妹、親戚」の割合が 63.0％と最も高く、次いで「友人、知人」の割合が 37.0％、「警察・

弁護士・家庭裁判所」の割合が 25.9％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「親、兄弟姉妹、親戚」の割合が増加しています。一方、「友人、知人」

「京都府などの公的機関（配偶者暴力相談支援センタ－など）」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「内閣府によるＤＶ相談窓口（ＤＶ相談プラスやＤＶ相談ナビダイヤル♯8008）」の選択肢はありませんで

した。 

  

％

親、兄弟姉妹、親戚

友人、知人

区・自治会などの地域の役員、民生児童委員、近
所の人

京田辺市の相談窓口（女性の相談室やなやみごと
相談など）

警察・弁護士・家庭裁判所

京都府などの公的機関（配偶者暴力相談支援セン
タ－など）

内閣府によるＤＶ相談窓口（ＤＶ相談プラスやＤ
Ｖ相談ナビダイヤル♯8008）

民間の相談窓口

その他

無回答

63.0

37.0

3.7

14.8

25.9

3.7

0.0

3.7

3.7

0.0

52.8

50.0

2.8

13.9

30.6

11.1

－

5.6

5.6

－

0 10 20 30 40 50 60 70

令和６年度調査

（回答者数 N = 27)

令和元年度調査

（回答者数 N = 36)
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②交際相手からの暴力 

「親、兄弟姉妹、親戚」が４件、「友人、知人」が３件、「警察・弁護士・家庭裁判所」が１件となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「内閣府によるＤＶ相談窓口（ＤＶ相談プラスやＤＶ相談ナビダイヤル♯8008）」の選択肢はありませんで

した。 

 

 

  

％

親、兄弟姉妹、親戚

友人、知人

区・自治会などの地域の役員、民生児童委員、近
所の人

京田辺市の相談窓口（女性の相談室やなやみごと
相談など）

警察・弁護士・家庭裁判所

京都府などの公的機関（配偶者暴力相談支援セン
タ－など）

内閣府によるＤＶ相談窓口（ＤＶ相談プラスやＤ
Ｖ相談ナビダイヤル♯8008）

民間の相談窓口

その他

無回答

57.1

42.9

0.0

0.0

14.3

0.0

0.0

0.0

14.3

14.3

72.7

72.7

0.0

0.0

27.3

0.0

－

9.1

9.1

－

0 20 40 60 80

令和６年度調査

（回答者数 N = 7)

令和元年度調査

（回答者数 N = 11)
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問 24 【問 22－１で「相談したかったが、相談しなかった」・「相談しようとは思わなかっ

た」を選択された方のみ】相談しなかった理由は何でしたか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「相談しても無駄だと思ったから」の割合が 41.8％と最も高く、次いで「自分にも悪いところがあ

ると思ったから」の割合が 34.5％、「だれにもいえなかったから」、「自分さえ我慢すれば、なんとかこ

のままやっていけると思ったから」の割合が 25.5％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「どこに相談していいかわからなかったから」「だれにもいえなかった

から」「相談したことがわかると、仕返しを受けたり、もっとひどい暴力を受けたりすると思ったから」

の割合が増加しています。一方、「相談するほどのことではないと思ったから」の割合が減少していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

どこに相談していいかわからなかったから

だれにもいえなかったから

相談しても無駄だと思ったから

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、
もっとひどい暴力を受けたりすると思ったから

自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやってい
けると思ったから

世間体が悪いから

他人に知られるとこれまで通りのつき合い（仕事
や学校などの人間関係）ができなくなると思った
から

そのことについて、思い出したくなかったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相手の行為は愛情の表現だと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

その他

無回答

14.5

25.5

41.8

9.1

25.5

10.9

3.6

10.9

34.5

0.0

23.6

12.7

5.5

5.3

12.0

38.7

4.0

22.7

10.7

1.3

10.7

36.0

2.7

41.3

6.7

8.0

0 10 20 30 40 50

令和６年度調査

（回答者数 N = 55)

令和元年度調査

（回答者数 N = 75)
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【性別】 

性別にみると、男性で「世間体が悪いから」の割合が、女性で「どこに相談していいかわからなかっ

たから」「だれにもいえなかったから」「相談したことがわかると、仕返しを受けたり、もっとひどい暴

力を受けたりすると思ったから」「自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやっていけると思ったから」

の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

ど
こ
に
相
談
し
て
い
い
か

わ
か
ら
な
か
っ
た
か
ら 

だ
れ
に
も
い
え
な
か
っ
た

か
ら 

相
談
し
て
も
無
駄
だ
と
思

っ
た
か
ら 

相
談
し
た
こ
と
が
わ
か
る

と
、
仕
返
し
を
受
け
た
り
、

も
っ
と
ひ
ど
い
暴
力
を
受

け
た
り
す
る
と
思
っ
た
か

ら 自
分
さ
え
我
慢
す
れ
ば
、

な
ん
と
か
こ
の
ま
ま
や
っ

て
い
け
る
と
思
っ
た
か
ら 

世
間
体
が
悪
い
か
ら 

全  体 55 14.5  25.5  41.8  9.1  25.5  10.9  

男性 13 7.7  7.7  38.5  0.0 15.4  23.1  

女性 42 16.7  31.0  42.9  11.9  28.6  7.1  
 

区分 

他
人
に
知
ら
れ
る
と
こ
れ

ま
で
通
り
の
つ
き
合
い

（
仕
事
や
学
校
な
ど
の
人

間
関
係
）
が
で
き
な
く
な

る
と
思
っ
た
か
ら 

そ
の
こ
と
に
つ
い
て
、
思

い
出
し
た
く
な
か
っ
た
か

ら 自
分
に
も
悪
い
と
こ
ろ
が

あ
る
と
思
っ
た
か
ら 

相
手
の
行
為
は
愛
情
の
表

現
だ
と
思
っ
た
か
ら 

相
談
す
る
ほ
ど
の
こ
と
で

は
な
い
と
思
っ
た
か
ら 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 3.6  10.9  34.5  0.0 23.6  12.7  5.5  

男性 7.7  7.7  38.5  0.0 23.1  7.7  7.7  

女性 2.4  11.9  33.3  0.0 23.8  14.3  4.8  

 

 

問 25 【問 22 で「受けたことがある」を選択された方のみ】あなたは、配偶者等や交際相手

からの暴力を受けたときにどのような助けがあればよいと思いましたか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「いつでも相談できる窓口」の割合が 33.0％と最も高く、次いで「法律や医療等の専門家からの助

言や支援・援助」、「経済的な支援」の割合が 28.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数　N = 88 ％

身近な人からの助言や支援・援助

同じような経験をした人からの助言や支援・援助

法律や医療等の専門家からの助言や支援・援助

いつでも相談できる窓口

一時的に安全を確保できる場所

経済的な支援

特になかった

その他

無回答

23.9

17.0

28.4

33.0

25.0

28.4

11.4

4.5

19.3

0 10 20 30 40
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問 26 あなたは、次のようなハラスメントを自身が受けたことがありますか。または身の回

りで他の人が受けているのを見聞きしたことがありますか。（それぞれ１つ選択） 

受けたことの有無 

『①年齢や容姿について傷つくことを言われた』『②「女のくせに」「男のくせに」と差別的な言い方

をされた』で「ある」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない 無回答

回答者数　N = 728

①年齢や容姿について傷つく
　ことを言われた

②「女のくせに」「男のくせ
　に」と差別的な言い方をさ
　れた

③結婚や恋愛関係などについ
　てしつこく聞かれた

④体を触られた・卑猥な話を
　聞かされた

⑤交際や性的行為を強制され
　た

⑥権力や立場が強いことを利
　用して嫌がらせをされた

⑦職場で妊娠・出産を理由に
　不当な扱いを受けた

⑧しつこくつきまとわれた

⑨性的少数者であることで不
　当な扱いを受けた

⑩その他

34.2

32.4

21.0

23.1

5.4

23.4

3.4

10.0

0.8

2.1

59.9

60.6

72.5

70.9

88.0

70.3

87.9

83.1

89.8

44.1

5.9

7.0

6.5

6.0

6.6

6.3

8.7

6.9

9.3

53.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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見聞きしたことの有無 

『①年齢や容姿について傷つくことを言われた』『②「女のくせに」「男のくせに」と差別的な言い方

をされた』で「ある」の割合が、『⑨性的少数者であることで不当な扱いを受けた』で「ない」の割合

が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない 無回答

回答者数　N = 728

①年齢や容姿について傷つく
　ことを言われた

②「女のくせに」「男のくせ
　に」と差別的な言い方をさ
　れた

③結婚や恋愛関係などについ
　てしつこく聞かれた

④体を触られた・卑猥な話を
　聞かされた

⑤交際や性的行為を強制され
　た

⑥権力や立場が強いことを利
　用して嫌がらせをされた

⑦職場で妊娠・出産を理由に
　不当な扱いを受けた

⑧しつこくつきまとわれた

⑨性的少数者であることで不
　当な扱いを受けた

⑩その他

49.6

46.8

29.3

32.7

12.8

35.6

16.6

20.5

8.0

1.4

36.3

39.4

55.5

52.3

71.4

50.1

68.1

63.7

76.2

37.0

14.1

13.7

15.2

15.0

15.8

14.3

15.2

15.8

15.8

61.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（５）多様な生き方について 

問 27 ＬＧＢＴ等の性的少数者について知っていますか。（１つ選択） 

「言葉も内容も知っている」の割合が 78.2％と最も高く、次いで「言葉は知っているが、内容は知

らない」の割合が 12.0％、「言葉も内容も知らない」の割合が 8.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 28 ＬＧＢＴ等の性的少数者が暮らしやすい社会に必要なことは何だと思いますか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「性の多様性についての理解を深めるため学校での教育を行う」の割合が 57.6％と最も高く、次い

で「安心して相談できる場所」の割合が 49.3％、「性的少数者が暮らしやすい国等の制度の整備を行う」

の割合が 42.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが、内容は知らない

言葉も内容も知らない 無回答

回答者数

　 N = 728 78.2 12.0 8.0 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 728 ％

性の多様性についての理解を深めるため学校での
教育を行う
差別や偏見を減らすための市民や市内の事業所へ
の啓発活動を行う
性的少数者が暮らしやすい国等の制度の整備を行
う

安心して相談できる場所

その他

わからない

無回答

57.6

33.2

42.3

49.3

1.9

10.0

2.9

0 20 40 60
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（６）男女共同参画全般について 

問 29 次の分野で男女が平等になっていると思われますか。（それぞれ１～６の数字を選択） 

『①学校教育』で「平等」の割合が最も高くなっています。その他の項目では「男性が優遇されてい

る」「どちらかといえば男性が優遇されている」を合わせた“男性が優遇されている”の割合が最も高

く、特に『⑤政治や行政の政策・方針決定の場』『⑦社会通念、慣習、しきたり』で割合が高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①学校教育 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

2.3

3.0

11.4

12.4

66.2

64.0

3.6

2.5

0.3

0.3

13.5

13.3

2.7

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 728

①学校教育

②職場

③家庭生活

④地域や区・自治会

⑤政治や行政の政策・方針決
　定の場

⑥法律・制度

⑦社会通念、慣習、しきたり

2.3

16.5

10.0

9.3

31.5

19.0

30.5

11.4

42.6

32.6

30.2

39.7

33.4

44.6

66.2

21.6

34.2

31.3

12.8

23.9

8.4

3.6

5.6

8.9

2.2

1.1

2.7

1.9

0.3

1.4

1.5

0.3

0.4

1.6

0.4

13.5

9.9

10.3

23.8

12.0

16.5

11.1

2.7

2.5

2.5

2.9

2.6

2.9

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「平等」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

2.4

2.4

9.2

13.0

70.0

63.8

6.5

1.7

0.3

0.2

9.9

15.8

1.7

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

2.4

1.9

9.2

10.8

70.0

69.9

6.5

3.9

0.3

0.5

9.9

10.6

1.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

2.4

3.7

13.0

13.7

63.8

60.2

1.7

1.7

0.2

0.2

15.8

15.3

3.1

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で「平等」の割合が最も高くなっており、特に 60～69 歳で割合が高

くなっています。また、年代が低くなるにつれ「男性が優遇されている」の割合が高くなる傾向がみら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職場 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

4.3

2.7

2.7

1.5

1.1

1.8

10.3

14.4

12.1

12.2

5.3

13.3

64.1

59.5

65.8

69.5

81.1

59.3

7.7

2.7

4.7

2.3

3.5

0.9

1.1

12.0

20.7

13.4

13.0

8.4

13.3

0.9

1.3

1.5

3.2

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

16.5

18.5

42.6

44.4

21.6

17.5

5.6

4.6

1.4

0.8

9.9

10.1

2.5

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「平等」「どちらかといえば女性が優遇されている」の割合が、女性で「男性

が優遇されている」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、女性で「平等」の割合が高く、“男性が優遇されている”の割

合が低くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

10.6

20.8

43.7

41.1

25.9

19.1

8.9

3.5

2.7

0.5

6.8

12.1

1.4

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

10.6

14.7

43.7

43.1

25.9

22.7

8.9

6.3

2.7

1.7

6.8

9.9

1.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

20.8

21.1

41.1

45.9

19.1

13.8

3.5

3.4

0.5

0.2

12.1

10.5

2.8

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で“男性が優遇されている”の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③家庭生活 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

16.2

14.4

16.1

23.7

14.7

13.3

37.6

36.9

38.3

41.2

49.5

52.2

23.9

26.1

26.8

17.6

23.2

12.4

6.8

9.9

6.0

6.9

3.2

0.9

2.6

0.9

2.7

0.8

0.9

12.0

11.7

8.7

8.4

6.3

13.3

0.9

1.3

1.5

3.2

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

10.0

8.3

32.6

34.0

34.2

34.8

8.9

8.3

1.5

1.6

10.3

9.3

2.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「平等」の割合が、女性で“男性が優遇されている”の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

4.8

13.7

23.9

38.5

42.7

28.4

14.7

5.2

2.7

0.7

9.6

10.9

1.7

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

4.8

2.9

23.9

26.7

42.7

45.1

14.7

11.3

2.7

1.9

9.6

10.4

1.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

13.7

12.1

38.5

39.5

28.4

27.5

5.2

6.4

0.7

1.2

10.9

8.6

2.6

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、30～39 歳を除いた年代で“男性が優遇されている”の割合が最も高くなっており、

特に 50～59 歳で割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④地域や区・自治会 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

8.5

9.0

12.1

9.9

11.6

8.8

27.4

22.5

29.5

42.7

34.7

38.9

35.0

33.3

36.2

28.2

42.1

31.0

13.7

12.6

10.1

7.6

3.2

6.2

2.6

1.8

2.7

0.8

1.1

12.8

20.7

8.1

9.2

3.2

8.0

1.3

1.5

4.2

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

9.3

8.9

30.2

31.3

31.3

32.9

2.2

2.8

0.3

0.5

23.8

19.1

2.9

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「平等」の割合が、女性で「男性が優遇されている」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

5.1

12.3

30.0

30.7

37.9

26.7

3.1

1.7

0.7 21.2

25.5

2.0

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

5.1

5.3

30.0

29.6

37.9

41.7

3.1

4.1

0.7

1.0

21.2

16.4

2.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

12.3

11.5

30.7

32.7

26.7

26.6

1.7

2.0

0.2

25.5

21.6

3.1

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、年代が上がるにつれ“男性が優遇されている”の割合が高くなる傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤政治や行政の政策・方針決定の場 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

10.3

7.2

10.1

9.9

7.4

10.6

21.4

24.3

30.9

32.8

38.9

35.4

29.1

28.8

33.6

35.1

32.6

26.5

2.6

1.8

1.3

3.8

1.1

2.7

0.7

0.8

35.9

37.8

22.8

16.0

16.8

14.2

0.9

0.7

1.5

3.2

10.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

31.5

27.1

39.7

40.9

12.8

14.1

1.1

0.7

0.4

0.3

12.0

12.8

2.6

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「平等」の割合が、女性で「男性が優遇されている」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、女性で“男性が優遇されている”の割合が高くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

24.2

37.1

40.3

38.8

19.5

8.0

2.0

0.5

1.0 10.9

13.0

2.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

24.2

20.0

40.3

45.5

19.5

20.5

2.0

1.2

1.0

0.7

10.9

10.4

2.0

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

37.1

32.4

38.8

38.3

8.0

9.3

0.5

0.3

13.0

14.7

2.6

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で“男性が優遇されている”の割合が最も高く、特に 60～69 歳で割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥法律・制度 

令和元年度調査と比較すると、“男性が優遇されている”の割合が増加しています。一方、「平等」の

割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

34.2

36.9

34.2

32.8

26.3

24.8

35.9

38.7

33.6

40.5

52.6

38.9

17.9

9.9

12.8

9.2

11.6

15.0

0.9

1.8

2.0

1.5

1.3

0.9

11.1

12.6

15.4

14.5

6.3

10.6

0.7

1.5

3.2

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

19.0

15.1

33.4

30.1

23.9

29.0

2.7

3.9

1.6

1.2

16.5

15.9

2.9

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「平等」の割合が、女性で「男性が優遇されている」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、男性で「平等」の割合が低く、女性で“男性が優遇されている”

の割合が高くなっています。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

9.9

25.5

31.4

34.8

32.8

17.7

5.8

0.5

3.8

0.2

14.3

18.2

2.0

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

9.9

7.7

31.4

29.2

32.8

38.3

5.8

7.7

3.8

2.9

14.3

12.3

2.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

25.5

20.6

34.8

31.2

17.7

22.4

0.5

1.2

0.2 18.2

18.5

3.1

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で“男性が優遇されている”の割合が最も高く、特に 50～59 歳、60

～69 歳の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦社会通念、慣習、しきたり 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

17.1

19.8

24.8

22.9

13.7

13.3

29.1

29.7

25.5

38.9

45.3

34.5

28.2

21.6

24.2

15.3

29.5

26.5

3.4

6.3

2.7

1.5

1.1

1.8

2.6

0.9

2.7

3.1

18.8

21.6

19.5

16.8

6.3

14.2

0.9

0.7

1.5

4.2

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

30.5

26.2

44.6

47.9

8.4

9.6

1.9

1.6

0.4

0.4

11.1

10.3

3.0

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

性別にみると、男性で「どちらかといえば男性が優遇されている」「平等」の割合が、女性で「男性

が優遇されている」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別にみた経年比較】 

性別に令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

21.2

37.4

50.5

40.7

11.3

6.1

3.4

0.9

0.7

0.2

10.2

11.8

2.7

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 293

令和元年度調査 N = 415

21.2

16.4

50.5

54.9

11.3

14.9

3.4

2.9

0.7

0.7

10.2

8.2

2.7

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 423

令和元年度調査 N = 593

37.4

33.2

40.7

43.3

6.1

5.9

0.9

0.7

0.2

11.8

11.6

2.8

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で“男性が優遇されている”の割合が最も高く、特に 50～59 歳、60

～69 歳で割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等 どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

無回答

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

28.2

29.7

32.9

36.6

35.8

20.4

38.5

44.1

43.0

45.8

46.3

50.4

11.1

10.8

7.4

3.8

8.4

8.8

4.3

2.7

2.0

0.8

1.1

0.9

0.9

0.7

0.8

15.4

12.6

12.8

10.7

4.2

10.6

1.7

1.3

1.5

4.2

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 30 市では、男女共同参画社会を実現するため、次の４つの内容の目標を掲げています。

あなた自身の生活や身の回りの環境から判断して、それぞれの項目が５年前と比較してど

のように変化していると思われますか。（それぞれ１つ選択） 

『①職場や家庭、学校、地域等の社会のあらゆる分野において、男女がお互いを対等な人格として認

め、尊重し合う意識が広がっている。』で「良くなったと思う」「どちらかといえば良くなったと思う」

の割合が高くなっています。一方、『③すべての男女が個人として対等な立場で地域活動や社会活動に

参加しやすい環境が整備され、行政や地域等の方針決定の場に参画し、活躍できる社会になっている。』

で「変わらないと思う」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 30 の設問については、紙での回答の設問では第３次計画における４つの基本目標の達成度を問

う設問となっていますが、ＷＥＢでの回答の設問では前計画における３つの基本目標の達成度を問

う設問となってしまったため、ＷＥＢ調査結果は除いて集計しています。 

なお、ＷＥＢ結果については P.123 に参考として掲載しています。 

 

＜参考 紙・ＷＥＢの対比表＞ 
 
以下が性別の表です。 

 男性 女性 

紙 
168人 276人 
57.3％ 65.2％ 

ＷＥＢ 
125人 147人 
42.7％ 34.8％ 

 
以下が年齢別の表です。 

 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 

紙 
45人 51人 81人 80人 79人 108人 

38.5％ 45.9％ 54.4％ 61.1％ 83.2％ 95.6％ 

ＷＥＢ 
72人 60人 68人 51人 16人 ５人 

61.5％ 54.1％ 45.6％ 38.9％ 16.8％ 4.4％ 

  

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

回答者数　N = 454

④男女が互いの身体の特性を理解し合い、相

　手を思いやる意識を持ち、健康状態に応じ

　た自己管理ができる環境や、あらゆる暴力

　の発生をなくし、被害に悩む人を救済でき

　る体制が整備されている。

①職場や家庭、学校、地域等の社会のあらゆ

　る分野において、男女がお互いを対等な人

　格として認め、尊重し合う意識が広がって

　いる。

②誰もがその能力を十分に発揮し、生きがい

　を持って働くことができるよう、互いの価

　値観を反映した多様なライフスタイルの実

　現を可能とし、家庭と仕事を両立できる環

　境になっている。

③すべての男女が個人として対等な立場で地

　域活動や社会活動に参加しやすい環境が整

　備され、行政や地域等の方針決定の場に参

　画し、活躍できる社会になっている。

11.2

6.8

5.9

5.1

43.8

40.7

33.3

28.2

0.4

2.2

1.3

1.5

1.3

1.5

0.9

1.1

24.2

29.7

34.6

30.4

17.2

17.0

22.2

29.3

1.8

2.0

1.8

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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①職場や家庭、学校、地域等の社会のあらゆる分野において、男女がお互いを対等な人格として認め、尊重し

合う意識が広がっている。 

【性別】 

性別にみると、男性で「良くなったと思う」「どちらかといえば良くなったと思う」を合わせた“良

くなったと思う”の割合が、女性で「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で“良くなったと思う”の割合が最も高く、特に 18～29 歳で割合が

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

回答者数

男性 N = 168

女性 N = 276

15.5

8.7

45.2

43.1

0.6

0.4

2.4

0.7

23.2

24.3

11.3

21.4

1.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 45

30～39歳 N = 51

40～49歳 N = 81

50～59歳 N = 80

60～69歳 N = 79

70歳以上 N = 108

26.7

13.7

11.1

8.8

8.9

7.4

51.1

37.3

44.4

50.0

38.0

42.6

2.5

2.2

3.9

2.5

1.3

13.3

17.6

23.5

23.8

30.4

27.8

6.7

27.5

14.8

15.0

20.3

19.4

1.2

1.3

2.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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②誰もがその能力を十分に発揮し、生きがいを持って働くことができるよう、互いの価値観を反映した多様な

ライフスタイルの実現を可能とし、家庭と仕事を両立できる環境になっている。 

【性別】 

性別にみると、男性で「どちらかといえば良くなったと思う」の割合が、女性で「変わらないと思う」

「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で “良くなったと思う”の割合が最も高く、特に 18～29 歳で割合が

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

回答者数

男性 N = 168

女性 N = 276

8.3

6.2

44.6

38.0

4.8

0.7

3.0

0.7

25.0

32.6

12.5

19.9

1.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 45

30～39歳 N = 51

40～49歳 N = 81

50～59歳 N = 80

60～69歳 N = 79

70歳以上 N = 108

13.3

5.9

6.2

6.3

5.1

7.4

51.1

37.3

37.0

48.8

39.2

34.3

3.7

2.5

1.3

3.7

2.2

3.9

3.7

1.3

17.8

33.3

30.9

25.0

38.0

30.6

15.6

19.6

17.3

15.0

13.9

20.4

1.2

1.3

2.5

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③すべての男女が個人として対等な立場で地域活動や社会活動に参加しやすい環境が整備され、行政や地域

等の方針決定の場に参画し、活躍できる社会になっている。 

【性別】 

性別にみると、男性で“良くなったと思う”の割合が、女性で「わからない」の割合が高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、18～29 歳で“良くなったと思う”の割合が、30～39 歳から 60～69 歳で「変わらな

いと思う」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

回答者数

男性 N = 168

女性 N = 276

9.5

4.0

32.7

33.0

3.6

2.4 34.5

34.8

15.5

26.8

1.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 45

30～39歳 N = 51

40～49歳 N = 81

50～59歳 N = 80

60～69歳 N = 79

70歳以上 N = 108

15.6

5.9

6.2

1.3

2.5

8.3

31.1

21.6

28.4

36.3

36.7

37.0

1.2

1.3

1.3

2.8

2.2

2.0

2.5

28.9

35.3

35.8

41.3

38.0

28.7

22.2

35.3

24.7

18.8

19.0

20.4

1.2

1.3

2.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④男女が互いの身体の特性を理解し合い、相手を思いやる意識を持ち、健康状態に応じた自己管理ができる環

境や、あらゆる暴力の発生をなくし、被害に悩む人を救済できる体制が整備されている。 

【性別】 

性別にみると、男性で「どちらかといえば良くなったと思う」の割合が、女性で「変わらないと思う」

「わからない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、18～29 歳で“良くなったと思う”の割合が、30～39 歳で「変わらないと思う」の

割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

回答者数

男性 N = 168

女性 N = 276

8.3

3.3

40.5

21.7

1.2

1.8

1.2

1.1

25.0

34.4

20.8

34.8

3.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 45

30～39歳 N = 51

40～49歳 N = 81

50～59歳 N = 80

60～69歳 N = 79

70歳以上 N = 108

8.9

3.9

6.2

3.8

2.5

6.5

33.3

21.6

28.4

35.0

26.6

27.8

2.2

3.9

1.2

1.3

1.9

2.2

3.7

0.9

35.6

41.2

28.4

28.8

39.2

21.3

17.8

27.5

30.9

31.3

26.6

35.2

2.0

1.2

1.3

3.8

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【参考 ＷＥＢ回答】 

①男女が対等なパートナーとして活躍でき、多様な能力や個性が十分活かされる社会になる。 

令和元年度調査と比較すると、「わからない」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②男女が家庭生活に参画し、共に仕事やその他の生活とのバランスのとれたライフスタイルを確立できるよ

う、多様な生き方・家庭のあり方を支える環境になる。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③男女が等しく個人として尊重され、互いの性を理解し、生涯にわたる健康づくりなど、安心して暮らせる環

境になる。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

  

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 274

令和元年度調査 N = 1,024

4.7

5.1

41.6

41.9

1.5

0.5

0.4

0.5

23.7

26.8

27.7

22.3

0.4

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 274

令和元年度調査 N = 1,024

6.2

4.9

39.8

39.7

1.8

1.4

0.4

0.6

25.2

28.8

26.3

21.6

0.4

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 274

令和元年度調査 N = 1,024

4.7

5.1

41.6

41.9

1.5

0.5

0.4

0.5

23.7

26.8

27.7

22.3

0.4

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答

良くなったと思う どちらかといえば良くなったと思う

どちらかといえば悪くなったと思う 悪くなったと思う

変わらないと思う わからない

無回答
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問 31 京田辺市女性交流支援ル－ム「ポケット」をご存じですか。（１つ選択） 

「知っている」の割合が 14.3％、「知らない」の割合が 83.2％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「知っている」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、40～49 歳で「知っている」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っている 知らない 無回答

知っている 知らない 無回答

知っている 知らない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

14.3

17.6

83.2

79.6

2.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

6.8

19.6

91.8

79.0

1.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 117

30～39歳 N = 111

40～49歳 N = 149

50～59歳 N = 131

60～69歳 N = 95

70歳以上 N = 113

2.6

11.7

18.8

18.3

15.8

17.7

97.4

87.4

80.5

80.9

82.1

77.9

0.9

0.7

0.8

2.1

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 31－１ 【問 31 で「知っている」を選択された方のみ】利用したことがありますか。 

（１つ選択） 

「利用したことがある」の割合が 16.3％、「利用したことはない」の割合が 82.7％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、女性で「利用したことがある」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、70 歳以上で「利用したことがある」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用したことがある 利用したことはない 無回答

利用したことがある 利用したことはない 無回答

利用したことがある 利用したことはない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 104

令和元年度調査 N = 180

16.3

20.6

82.7

79.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 20

女性 N = 83

10.0

18.1

90.0

80.7 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

18～29歳 N = 3

30～39歳 N = 13

40～49歳 N = 28

50～59歳 N = 24

60～69歳 N = 15

70歳以上 N = 20

33.3

7.7

14.3

16.7

6.7

30.0

66.7

92.3

85.7

83.3

93.3

65.0 5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 32 男女共同参画を推進する活動拠点に求める機能はどのようなものですか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「相談事業（家庭や仕事などの悩み、法律に関することなど）の充実」の割合が 49.0％と最も高く、

次いで「女性への就労支援等の充実」の割合が 37.1％、「市民が気軽に交流、語らえる場所」の割合が

29.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「男女共同参画についての講座、講演会、フォ－ラムの充実およびシンポジウ

ム等の開催」「男女共同参画を推進する市民団体の活動、交流支援の充実」「男女共同参画についての幅

広い情報、書籍、資料等の収集・提供」「市民、事業者、行政との協働による男女共同参画事業の企画、

運営」の割合が、女性で「配偶者等からの暴力防止のための教育啓発事業の充実」「女性への就労支援

の充実」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て
の
講
座
、

講
演
会
、
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
充
実
お
よ

び
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の
開
催 

相
談
事
業
（
家
庭
や
仕
事
な
ど
の
悩

み
、
法
律
に
関
す
る
こ
と
な
ど
）
の

充
実 

男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
市
民

団
体
の
活
動
、
交
流
支
援
の
充
実 

男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て
の
幅
広

い
情
報
、
書
籍
、
資
料
等
の
収
集
・

提
供 

市
民
、
事
業
者
、
行
政
と
の
協
働
に

よ
る
男
女
共
同
参
画
事
業
の
企
画
、

運
営 

配
偶
者
等
か
ら
の
暴
力
防
止
の
た

め
の
教
育
啓
発
事
業
の
充
実 

女
性
へ
の
就
労
支
援
等
の
充
実 

男
性
を
対
象
と
し
た
男
女
共
同
参

画
の
た
め
の
講
座
の
充
実 

市
民
が
気
軽
に
交
流
、
語
ら
え
る
場

所 そ
の
他 

無
回
答 

全  体 728 23.2  49.0  21.6  24.2  24.5  19.9  37.1  15.1  29.0  1.5  11.7  

男性 293 27.3  47.8  25.3  28.0  28.0  17.1  34.5  14.3  27.3  1.4  8.5  

女性 423 21.0  51.1  19.6  22.0  22.7  22.5  40.0  16.1  31.0  1.7  11.8  

  

回答者数　N = 728 ％

男女共同参画についての講座、講演会、フォ－ラ
ムの充実およびシンポジウム等の開催

相談事業（家庭や仕事などの悩み、法律に関する
ことなど）の充実

男女共同参画を推進する市民団体の活動、交流支
援の充実

男女共同参画についての幅広い情報、書籍、資料
等の収集・提供

市民、事業者、行政との協働による男女共同参画
事業の企画、運営

配偶者等からの暴力防止のための教育啓発事業の
充実

女性への就労支援等の充実

男性を対象とした男女共同参画のための講座の充
実

市民が気軽に交流、語らえる場所

その他

無回答

23.2

49.0

21.6

24.2

24.5

19.9

37.1

15.1

29.0

1.5

11.7

0 10 20 30 40 50
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問 33 男女共同参画社会（注）を形成していくため、今後、市はどのようなことを優先的に

進めるべきだと思われますか。（主なものを３つまで選択） 

「男女が共に働きながら、家事や子育て、介護などの家庭生活を両立できる各種サ－ビスの充実」の

割合が 62.0％と最も高く、次いで「さまざまな相談や支援体制の整備」の割合が 25.7％、「思春期、妊

娠・出産期、更年期、高齢期など人生の各ステ－ジに対応した女性の健康支援」の割合が 23.6％とな

っています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「女性交流支援ル－ムの機能を拡充した男女共同参画センタ－等の整備」の選択肢は「男女共同参画センタ

ー等の整備」となっていました。 

 

（注）「男女共同参画社会」とは、男性も女性も、意欲に応じて、あらゆる分野で活躍できる社会をいいます。 

  

％

政策の立案や方針決定の場への女性の参画促進

男女が共に働きながら、家事や子育て、介護など
の家庭生活を両立できる各種サ－ビスの充実

女性の就業や起業などへの支援

男女共同参画についての学習機会の充実

女性交流支援ル－ムの機能を拡充した男女共同参
画センタ－等の整備

さまざまな相談や支援体制の整備

各種団体での女性のリ－ダ－や役員の育成

各種団体などが慣習やしきたりを改める機会づく
りとしての意識啓発

思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期など人生
の各ステ－ジに対応した女性の健康支援

学校教育や生涯学習など様々な教育場面での男女
共同参画教育の機会の充実

男女共同参画社会の形成に寄与した事業所や団体
などの表彰

その他

特にない

わからない

無回答

23.2

62.0

16.6

10.7

4.9

25.7

6.6

10.3

23.6

21.0

1.5

1.6

2.2

4.8

8.1

21.9

65.8

18.3

11.7

5.2

29.3

7.6

14.3

27.7

22.1

3.8

1.3

3.0

6.8

3.5

0 10 20 30 40 50 60 70

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、男性で「男女共同参画についての学習機会の充実」の割合が、女性で「男女が共に働

きながら、家事や子育て、介護などの家庭生活を両立できる各種サービスの充実」「思春期、妊娠・出

産期、更年期、高齢期など人生の各ステージに対応した女性の健康支援」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

政
策
の
立
案
や
方
針
決
定

の
場
へ
の
女
性
の
参
画
促

進 男
女
が
共
に
働
き
な
が
ら
、

家
事
や
子
育
て
、
介
護
な
ど

の
家
庭
生
活
を
両
立
で
き

る
各
種
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

女
性
の
就
業
や
起
業
な
ど

へ
の
支
援 

男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て

の
学
習
機
会
の
充
実 

女
性
交
流
支
援
ル
ー
ム
の

機
能
を
拡
充
し
た
男
女
共

同
参
画
セ
ン
タ
ー
等
の
整

備 さ
ま
ざ
ま
な
相
談
や
支
援

体
制
の
整
備 

各
種
団
体
で
の
女
性
の
リ

ー
ダ
ー
や
役
員
の
育
成 

全  体 728 23.2  62.0  16.6  10.7  4.9  25.7  6.6  

男性 293 26.3  56.7  17.1  16.4  6.8  26.3  8.5  

女性 423 21.5  67.1  16.5  7.1  3.8  25.8  5.4  
 

区分 

各
種
団
体
な
ど
が
慣
習
や
し
き
た

り
を
改
め
る
機
会
づ
く
り
と
し
て

の
意
識
啓
発 

思
春
期
、
妊
娠
・
出
産
期
、
更
年

期
、
高
齢
期
な
ど
人
生
の
各
ス
テ

ー
ジ
に
対
応
し
た
女
性
の
健
康
支

援 学
校
教
育
や
生
涯
学
習
な
ど
様
々

な
教
育
場
面
で
の
男
女
共
同
参
画

教
育
の
機
会
の
充
実 

男
女
共
同
参
画
社
会
の
形
成
に
寄

与
し
た
事
業
所
や
団
体
な
ど
の
表

彰 そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全  体 10.3  23.6  21.0  1.5  1.6  2.2  4.8  8.1  

男性 8.5  20.5  22.9  2.4  2.7  2.4  4.8  5.5  

女性 11.8  26.5  20.1  0.9  0.9  2.1  5.0  7.8  
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【年代別】 

年代別にみると、すべての年代で「男女が共に働きながら、家事や子育て、介護などの家庭生活を両

立できる各種サービスの充実」の割合が最も高くなっています。また、18～29 歳、30～39 歳で「思春

期、妊娠・出産期、更年期、高齢期など人生の各ステ－ジに対応した女性の健康支援」の割合が、70 歳

以上で「さまざまな相談や支援体制の整備」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

政
策
の
立
案
や
方
針
決
定

の
場
へ
の
女
性
の
参
画
促

進 男
女
が
共
に
働
き
な
が

ら
、
家
事
や
子
育
て
、
介

護
な
ど
の
家
庭
生
活
を
両

立
で
き
る
各
種
サ
ー
ビ
ス

の
充
実 

女
性
の
就
業
や
起
業
な
ど

へ
の
支
援 

男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て

の
学
習
機
会
の
充
実 

女
性
交
流
支
援
ル
ー
ム
の

機
能
を
拡
充
し
た
男
女
共

同
参
画
セ
ン
タ
ー
等
の
整

備 さ
ま
ざ
ま
な
相
談
や
支
援

体
制
の
整
備 

各
種
団
体
で
の
女
性
の
リ

ー
ダ
ー
や
役
員
の
育
成 

全  体 728 23.2  62.0  16.6  10.7  4.9  25.7  6.6  

18～29歳 117 18.8  64.1  17.9  9.4  1.7  23.1  7.7  

30～39歳 111 27.9  62.2  20.7  8.1  6.3  19.8  5.4  

40～49歳 149 22.1  65.1  19.5  10.1  4.7  22.8  5.4  

50～59歳 131 27.5  66.4  16.8  9.9  7.6  28.2  7.6  

60～69歳 95 17.9  64.2  11.6  14.7  5.3  28.4  9.5  

70歳以上 113 26.5  53.1  12.4  14.2  4.4  34.5  5.3  
 

区分 

各
種
団
体
な
ど
が
慣
習
や

し
き
た
り
を
改
め
る
機
会

づ
く
り
と
し
て
の
意
識
啓

発 思
春
期
、
妊
娠
・
出
産
期
、

更
年
期
、
高
齢
期
な
ど
人

生
の
各
ス
テ
ー
ジ
に
対
応

し
た
女
性
の
健
康
支
援 

学
校
教
育
や
生
涯
学
習
な

ど
様
々
な
教
育
場
面
で
の

男
女
共
同
参
画
教
育
の
機

会
の
充
実 

男
女
共
同
参
画
社
会
の
形

成
に
寄
与
し
た
事
業
所
や

団
体
な
ど
の
表
彰 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全  体 10.3  23.6  21.0  1.5  1.6  2.2  4.8  8.1  

18～29歳 6.8  36.8  20.5  0.9  1.7  3.4  5.1  5.1  

30～39歳 7.2  32.4  20.7  1.8  2.7  0.9  4.5  5.4  

40～49歳 11.4  22.1  20.8  0.7  2.0  1.3  4.7  5.4  

50～59歳 16.8  18.3  16.0  1.5  1.5  0.8  4.6  4.6  

60～69歳 12.6  20.0  24.2  3.2  1.1  4.2  4.2  10.5  

70歳以上 7.1  15.0  26.5  1.8  0.9  3.5  6.2  11.5  

 

 

問 34 あなたの性別について教えてください。戸籍上の区分とは別にご自身の主観によりお

答え下さい。（１つ選択） 

「男性」の割合が 40.2％、「女性」の割合が 58.1％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

  

男性 女性 その他 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

40.2

40.5

58.1

57.9

0.1 1.5

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 35 あなたの年齢は何歳ですか。（１つ選択） 

「45～49 歳」の割合が 12.2％と最も高く、次いで「50～54 歳」の割合が 10.0％、「35～39 歳」の割

合が 9.6％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、大きな差はみられません。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
Ｎ
＝
） 

18
～
19
歳 

20
～
24
歳 

25
～
29
歳 

30
～
34
歳 

35
～
39
歳 

40
～
44
歳 

45
～
49
歳 

50
～
54
歳 

55
～
59
歳 

60
～
64
歳 

65
～
69
歳 

70
～
74
歳 

75
歳
以
上 

無
回
答 

全  体 728 4.5  6.5  5.1  5.6  9.6  8.2  12.2  10.0  8.0  6.5  6.6  8.8  6.7  1.6  

男性 293 4.1  7.2  6.5  5.8  9.6  8.5  14.0  10.9  6.8  6.1  5.5  9.9  5.1  0.0 

女性 423 5.0  6.1  4.3  5.7  9.7  8.3  11.3  9.7  9.0  6.9  7.6  8.3  8.0  0.2  

  

％

18～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

無回答

4.5

6.5

5.1

5.6

9.6

8.2

12.2

10.0

8.0

6.5

6.6

8.8

6.7

1.6

2.9

5.6

5.2

6.4

6.3

10.9

11.9

8.2

5.9

7.0

8.5

12.4

7.7

1.0

0 5 10 15

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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問 36 あなたは結婚していらっしゃいますか。（１つ選択） 

「結婚している（事実婚を含む。）」の割合が 71.4％と最も高く、次いで「結婚していない」の割合

が 22.0％、「結婚していたが、離別した」の割合が 3.8％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 37 あなたのご家庭は、このように分類した場合どれにあたりますか。（１つ選択） 

「２世代世帯（親と子）」の割合が 58.2％と最も高く、次いで「１世代世帯（夫婦だけ）」の割合が

23.4％、「１人世帯」の割合が 9.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 38 あなたには、お子さんはいらっしゃいますか。（１つ選択） 

「いる」の割合が 68.8％、「いない」の割合が 28.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

  

結婚している（事実婚を含む。） 結婚していたが、離別した

結婚していたが、死別した 結婚していない

無回答

１人世帯 １世代世帯（夫婦だけ） ２世代世帯（親と子）

３世代世帯（親と子と孫） その他の世帯 無回答

いる いない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

71.4

72.7

3.8

3.7

2.5

3.9

22.0

18.8

0.3

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

9.3

9.3

23.4

25.1

58.2

56.5

6.6

7.1

1.0

0.8

1.5

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 728

令和元年度調査 N = 1,024

68.8

72.9

28.3

25.4

2.9

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 38－１【お子さんのいらっしゃる方のみ】一番年下のお子さんは、次のどれにあてはまり

ますか。（同居・別居は問いません。１つ選択） 

「社会人」の割合が 43.3％と最も高く、次いで「幼児（１歳以上就学前まで）」の割合が 16.0％、「小

学生」の割合が 14.4％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「社会人」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「その他」の選択肢はありませんでした。 

 

問 39 あなたは、日常的に家族や親族の介護をしていますか。（１つ選択） 

「している」の割合が 10.7％、「していない」の割合が 86.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

性別にみると、男性で「していない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

している していない 無回答

している していない 無回答

％

乳児（１歳未満）

幼児（１歳以上就学前まで）

小学生

中学生

高校生

大学生（大学院生や専門学校生などを含む）

社会人

その他

無回答

4.6

16.0

14.4

6.6

6.0

5.6

43.3

2.2

1.4

5.0

14.2

14.1

4.4

6.2

5.8

49.7

－

0.8

0 10 20 30 40 50

回答者数

　 N = 728 10.7 86.3 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

男性 N = 293

女性 N = 423

8.2

12.5

90.1

84.2

1.7

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度調査

（回答者数 N = 501)

令和元年度調査

（回答者数 N = 747)
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問 40 あなたの職業・雇用形態は、次のうちどれですか。（主なものを１つ選択） 

「正社員（会社員）」の割合が 30.9％と最も高く、次いで「パ－ト・アルバイト・契約社員」の割合

が 18.7％、「無職・年金生活者」の割合が 14.7％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

正社員（会社員）

正職員（公務員、団体職員等）

自営業・自由業

パ－ト・アルバイト・契約社員

嘱託・派遣社員

家庭内の賃仕事（内職）

専業主婦・主夫

学生

無職・年金生活者

その他

無回答

30.9

9.8

4.3

18.7

2.1

0.1

8.7

7.0

14.7

1.0

2.9

26.2

8.2

5.0

18.0

2.3

0.3

11.2

6.3

19.7

2.1

0.6

0 10 20 30 40 50

令和６年度調査

（回答者数 N = 728)

令和元年度調査

（回答者数 N = 1,024)
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【性別】 

性別にみると、男性で「正社員（会社員）」の割合が、女性で「パート・アルバイト・契約社員」の

割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

正社員（会社員）

正職員（公務員、団体職員等）

自営業・自由業

パ－ト・アルバイト・契約社員

嘱託・派遣社員

家庭内の賃仕事（内職）

専業主婦・主夫

学生

無職・年金生活者

その他

無回答

50.9

11.6

4.1

4.8

1.7

0.0

0.0

7.2

16.0

1.7

2.0

17.0

8.7

4.5

28.6

2.4

0.2

14.9

7.1

13.2

0.5

2.8

0 20 40 60

男性

（回答者数 N = 293)

女性

（回答者数 N = 423)
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問 41 あなたの世帯の年間の収入はおおよそいくらですか。（１つ選択） 

「分からない・答えたくない」の割合が 14.3％と最も高く、次いで「200～300 万円未満」の割合が

11.0％、「500～600 万円未満」、「1000 万円以上」の割合が 10.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数　N = 728 ％

100万円未満

100～200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800～900万円未満

900～1000万円未満

1000万円以上

分からない・答えたくない

無回答

5.8

5.4

11.0

8.7

7.7

10.3

7.7

4.5

6.2

4.4

10.3

14.3

3.8

0 5 10 15 20
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【性別】 

性別にみると、男性で「500～600 万円未満」の割合が、女性で「分からない・答えたくない」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

100万円未満

100～200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800～900万円未満

900～1000万円未満

1000万円以上

分からない・答えたくない

無回答

4.8

3.8

9.6

8.2

9.6

13.0

9.9

5.1

6.8

3.8

12.6

10.9

2.0

6.4

6.4

12.1

8.7

6.6

8.7

6.4

4.0

5.7

4.7

9.0

16.8

4.5

0 5 10 15 20

男性

（回答者数 N = 293)

女性

（回答者数 N = 423)
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男女共同参画社会の推進に対するアイデアや市の男女共同参画施策に関する意見・感想 

・アンケート調査の自由意見内容を分類し、多い順に示した結果は下表のとおり。 

意見内容 件数 

男女共同参画社会に関すること 33 

子育て支援に関すること 22 

アンケートに関すること 13 

男性の家事・地域活動等への参画に関すること ７ 

情報提供に関すること ６ 

一人ひとりの「個人」の尊重に関すること ６ 

高齢者施策、介護支援施策に関すること ６ 

市民の意識改革に関すること ４ 

女性リーダー・役職に関すること ４ 

行政への要望・意見について ２ 

労働環境に関すること ２ 

地域活動に関すること ２ 

その他 ８ 
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・上記のうち、その他意見以外の主だった意見は下記のとおり。 

意見内容 件数 詳細意見（抜粋） 性別 年齢 

男女共同参画社会に 
関すること 

33 

女性、男性という枠組みではなく、人それぞれが

持つ得意分野を生かせる社会になればいいのに

と思う。市は、女性が社会進出すべき！ではな

く、固定概念にとらわれない自由な発想で自分

の生き方を選べる環境づくりに力を入れるべき

ではないか。そのためにも、今回のようなアンケ

ート調査等で、必要な制度が何であるか市民の

声を聞くのはとても大切なことだと感じる。あ

りがとう。 

女性 20～24 歳 

男女共同参画施策に触れる機会が少なく感じる。 男性 35～39 歳 

女性・男性共に性別や見た目によって優遇も差

別もされる事無く、「○○であるべき」という他

者からの価値観を押し付けられる事無く、自と

他の希望やメリット＆デメリットをバランス良

く考慮できる市と市民を目指して行けたらいい

なと思う。 

女性 50～54 歳 

そもそも、男女共同参画という考え方が変革さ

れなければいけない。男女という区別は社会に

おいて弊害であり、全ての壁をとりのぞく政治

をして欲しい（男女ではなく能力主義）。男女の

区別なく平等な権利社会は、経済・少子化・高

齢化・幸福度等、多くの問題に提議する事にな

ると思う。特に、昭和・平成・令和は時代変遷

の中、昭和時代の教育を受けた我々は次世代に

良きバトンは渡すべきだと思う。 

男性 60～64 歳 

男女共同参画社会の推進事業等が身近に感じ

られない。わかりやすい名称でなじめるような

行きたいような事業等が必要なのでは！！最

も有名な方を呼ぶとか？ 

男性 70～74 歳 
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意見内容 件数 詳細意見（抜粋） 性別 年齢 

子育て支援に関する 
こと 

22 

短時間勤務が気軽にできるようにする。子供が

熱を出した時など、急な休みも取れるようにす

るため、人員を多くしてもらいたい。仕事をし

ながら育事がしやすいように整えるべき。 

女性 35～39 歳 

病児保育の充実。給食費の無償化。夏休み冬休

みの給食実施。 
女性 40～44 歳 

学童をもっと手厚くしてほしい。人を増やして

トラブルが起こらないようにしてほしい。仕事

をしていると（共働き）子供の習い事の制限が

出るのでもっとサポート体制を作ってほしい。 

女性 45～49 歳 

塾や習い事の補助金があれば、いろんな習い事

にチャレンジ出来ると思う。朝はお弁当、洗濯

物、掃除に追われ、パートから帰ってからも家

事に追われるので、家事に対するものに補助金

を出してもらったら助かる。夫は１時間掛けて

通勤してるので平日の家事を手伝ってもらう

のは無理で、土日は出来るだけ助けてくれてい

る。家事代行を頼む程の収入もないし、他人が

家の事をするのも抵抗がある。でも京田辺市内

で家事代行を利用されてる情報など気になる。 

女性 45～49 歳 

保育施設・保育士を増設・増員を希望。望む人

達が全て受け入れられるように。 
女性 65～69 歳 
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意見内容 件数 詳細意見（抜粋） 性別 年齢 

アンケートに関する 
こと 

13 

質問内容や選択肢自体がジェンダー平等を考

えられていないと感じたものがいくつかあっ

た。不快に思った。 

女性 18～19 歳 

同封のクリアファイルなどに税金を使わない。

紙のアンケートの紙代をうかす。紙のアンケー

トの回答集計などに時間を使わず、創造的な思

考がうまれるような時間の使い方をしてほし

い。このようなアンケートは、せめてハガキ１

枚のＱＲコードでじゅうぶんだと思える。 

男性 35～39 歳 

この様なところに京田辺市は力を入れずに市民

が求める所に力を入れてほしい。今話題になっ

ている地方税が下がった時のために、こういう

アンケート等はやめて、これだけ市民に還元で

きますとか、やってみたら？生きにくすぎる。 

男性 40～44 歳 

家族４人で暮らしている。各家族に対して、頻ぱ

んに市から、意識調査のアンケートが送られて

くる。どのアンケートも、結果は市のＨＰ等でＵ

Ｐされているのだと思うが、実際にその結果が

市政にどの様に活用されているのかがよくわか

らない。アンケートは手軽でお金がかからない

ので実施しやすいのだと思うが、それでも郵送

費や、結果をまとめる人の人件費（外部に委託す

る場合、その費用）等、税金がかかっている。ア

ンケートの結果をふまえて、どの様な事業を立

ち上げた、あるいは、改善した、等、そこまでＨ

ＰでＵＰしてほしいと思う。よろしくお願い。 

女性 55～59 歳 

アンケートの内容が詳細すぎてむずかしく、正

しい解答が返ってこないように思う。無駄なア

ンケートに費用を使用しないでと願う。 

男性 70～74 歳 

男性の家事・地域活動 
等への参画に関する 
こと 

７ 

若い年代の夫婦は保育園の送迎や家事を分担

している。以前に比べて男性の協力は得られて

いると思う。年配の男性は女の仕事だと思って

いる人がほとんどのように思う。今更何もかわ

らない。 

女性 40～44 歳 

男性の家庭における家事の役割分担の大切さ

を知らせる為の地域学習あれば良いと思う（特

に 60 代～の男性向け）。又は（小学生の時から

性教育と共に教える）女性が負担してきた家

事・育児の重要性を把握し、高齢化社会を行き

ぬく為に、男性に家事を学習するべきと考え

る。昭和の男性は、女性に甘えすぎていると考

える。生きる力に欠けている。 

女性 55～59 歳 

男性の育休を充実してくれれば（有給の様に必

ずとるように）。 
女性 60～64 歳 
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意見内容 件数 詳細意見（抜粋） 性別 年齢 

情報提供に関する 
こと 

６ 

市の情報を伝える市公式ＬＩＮＥの導入を図

るために日常で使えるクーポンと紐づけてお

くなどして、若者からの注目を高める。 

女性 25～29 歳 

幼児がいて、日頃の活動範囲が少ないので、看

板等でチラシやパンフレットを見る事ができ

るといい。ＰＣで見たいが、子供がいるとＰＣ

もなかなか開かないので、ラインでサービス等

お知らせがくるとうれしい。 

女性 40～44 歳 

これまでの取組み、成果、課題を市公報誌など

に載せてはどうか。日頃意識することがあまり

ないので。 

男性 60～64 歳 

一人ひとりの 
「個人」の尊重に 
関すること 

６ 

互いがどう思ってるかを知る機会とお互いの

思いやりのないところの改善をする機会。 
男性 20～24 歳 

古いしきたりや考えを改め、個人にできること

は何かを考える。お互いに思いやりを持ち、男

女がお互いの得意とする事を認めあい尊重す

る。男性が妊娠、出産を可能としない限り、男

女平等は不可能。そのため、１人１人が上記の

気持ちを持つことで平等でなくても平等な関

係が生まれるのではないかと考える。現在、男

性が妊娠、出産などの女性におこる変化などを

知らないことが問題ではないかと思う。すべて

の人間が女性から産まれてくることを理解し、

男性が女性を理解するところから始めること

が必要ではないかと考える。 

女性 25～29 歳 

性の平等よりも、性の特性や個性に合った社会

を望む。差別ではなく区別として適材適所で性

の区別をつけるべきだと思う。 

男性 35～39 歳 
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意見内容 件数 詳細意見（抜粋） 性別 年齢 

高齢者施策、介護支援 
施策に関すること 

５ 

高齢化になり介護問題が増えてきていると思

う。特別養護老人ホームが今４ケ所？ぐらいあ

ると思うが、もっと増やしてほしいと思う。そ

のためにそこで働く人たちの育成をもっと強

化し高齢になっても、たくさんの人たちが入居

できるようにしてほしいと思っている。 

男性 35～39 歳 

私は、田舎に住んでいる為、仕事をするにも親

や子の送迎があり、自分の思う様には、働く事

が出来ない。（駅から遠く、バスもほぼ走ってい

ない。）そういった所の人が買い物、病院へ不自

由なく出かけられる様になればよいな、と思っ

ている。市内だけでなく、不便な所に住んでい

て、車に乗れないお年寄りや子供たちの事を考

えて頂けたら、ありがたいと思う。田舎に住ん

で働きたいと思っている方の為になるので

は？と思う。 

女性 50～54 歳 

今後、高齢化が進む地域社会において、コミュニ

ィティの崩壊が危惧される。子どもの育児、親の

介護を地域社会が担うことが必要とされ、元気

で時間に余裕がある高齢者のボランティアの活

用が有効だと思う。地域の高齢者が男女ともに

活躍できる社会を実現するために地方自治体の

役割を検討していただきたい。 

男性 60～64 歳 

市民の意識改革に 
関すること 

４ 

市民の意識を高めるための講座を設ける。誰も

が健康で文化的な生活をするために市の施設

を無料で開放して欲しい。 

女性 70～74 歳 

私は昔から男女平等という考えを持っている。

仕事をしている時は、女性に常に平等に仕事を

振り分けるようしていたが、「女なのにこの仕

事はできません」等の意見が多くあった。女性

も何かにつけて「女性なのに」という意識が強

くそれを口に出す人が多く見受けられて、残念

な思いをしたことがある。女性も意識改革が必

要かと思う。 

男性 70～74 歳 

女性リーダー・役職に 
関すること 

４ 

女性が社会進出するべくテコ入れされるのは

正しいと思うが、過剰なテコ入れ、例えば「女

性の管理職を増やさないといけないから、と能

力不足や責務をはたすための責任感が大きく

不足している人員を昇進させる」など、男女平

等とは思えないような現象が多く見られる。上

記のようなことは、社会的な損失につながるの

で注意してほしいと思う。 

男性 40～44 歳 

京田辺ならではの取り組みをして、発信して頂

きたい。女性の問題は、まだ人ごとのような雰囲

気も（の人も）あるが、時代遅れだと思う。 

女性 45～49 歳 

  



 143 

意見内容 件数 詳細意見（抜粋） 性別 年齢 

行政への要望・意見に 
ついて 

２ 

積極的に民間事業による推進を行うと良いと

思う。仕事上、行政と連携していることが多い

が、行政だけの一面的な取り組みだけでは不十

分であると感じるから。 

男性 45～49 歳 

固定資産税から所得税、市民税、府民税、消費

税など、取りすぎ。大きな施設などはいらない

ので、行政は小さくてよいので、税金を下げて、

ゆとりと自由な時間がほしい。男女間での揉め

ごとの多くはお金がらみ。まず、自分が満たさ

れなければ、他人に不満をぶつけてしまう。最

低限の生活保障、家族団らんの時間を持たせて

ほしい。日本人全体の働きぐせを止めて欲し

い。それあってのボランティアかな。いろいろ

企画されても、参加する時間も気力もない。 

女性 50～54 歳 

労働環境に関する 
こと 

２ 

最近、会社の女性社員に対する、育児休暇や、

女性の働きやすい職場って言うことをアピー

ルするためか、女性ばっかり優遇されてるよう

に感じてしまう。 

男性 55～59 歳 

育児での休暇制度はあるが、育児休暇をとった

人と同じ職場の人に仕事の負担がのしかかる

ことになるので、休暇を取りやすくするには、

その周りで働く同僚に対するケアやサポート

が必要。 

男性 55～59 歳 

地域活動に関する 
こと 

２ 

回覧板を月１回にしてほしい。 女性 35～39 歳 

地域住民と市職員が共につながっていくこと

で、安心して生活できる、京田辺市となるので

はないか。市職員の方が、地域の人々とふれあ

うことで、住民は子育て、介護、ＤＶ等の悩み

を相談できると思う。このアンケートで、把握

できるようには思えなかった。お忙しいと思う

が、京田辺市がより良くなることを願う。よろ

しくお願い。 

女性 65～69 歳 

その他 ８ 

お金の支援が足りない。 女性 20～24 歳 

市で関与することは、難しいかもしれないが、

問 10（職業分野における女性の活躍を推進する

ために必要なことは何だと思われますか。）の

内容が推進できると、良いと思うので、期待し

ている。 

女性 35～39 歳 

身近な場所に、集合場所、ゆとり世代で空部屋等

ありいつでも気軽に悩みがあれば話し合える場

所が、こどもの家みたいにあればよいと思う。 

女性 65～69 歳 
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２ 事業所 

（１）事業所の概要について 

問１ 貴事業所の主たる業種は何ですか。（主なものを１つ選択） 

「医療、福祉」の割合が 28.2％と最も高く、次いで「製造業」の割合が 16.7％、「卸売業、小売業」

の割合が 10.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「教育、学習支援業」「医療、福祉」の割合が増加しています。一方、

「建設業」「金融業、保険業」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

農林漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気、ガス、熱供給、水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門･ 技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

その他

無回答

1.3

0.0

3.8

16.7

0.0

1.3

5.1

10.3

2.6

2.6

0.0

2.6

1.3

9.0

28.2

3.8

7.7

2.6

1.3

0.0

0.0

10.1

14.5

0.0

1.4

8.7

10.1

8.7

0.0

1.4

7.2

4.3

1.4

21.7

0.0

5.8

2.9

1.4

0 10 20 30

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問２ 貴事業所の形態をお答えください。（１つ選択） 

「支社・支店・営業所等」の割合が 42.3％と最も高く、次いで「単独事業所」の割合が 39.7％、「本

社・本店等」の割合が 14.1％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「支社・支店・営業所等」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 貴事業所（市内に所在する支店、工場単位）の従業者数をご記入ください。 

（それぞれ数字を記入）※該当する方がいない場合は「０」（ゼロ）とお答えください。 

従業員者数 

Ａ～Ｄの合計人数 

「10～30 人」の割合が 56.4％と最も高く、次いで「51～100 人」の割合が 14.1％、「31～50 人」の

割合が 11.5％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「10～30 人」「101～300 人」の割合が増加しています。一方、「10 人

未満」「301 人以上」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 役員 

「10 人未満」の割合が 93.6％と最も高く、次いで「10～30 人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

  

単独事業所 本社・本店等 支社・支店・営業所等 無回答

10人未満 10～30人 31～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答

10人未満 10～30人 31～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

39.7

34.8

14.1

14.5

42.3

50.7

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

6.4

23.2

56.4

39.1

11.5

11.6

14.1

13.0

10.3

4.3

1.3

7.2 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 93.6 1.3 5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｂ 管理職 

「10 人未満」の割合が 82.1％と最も高く、次いで「10～30 人」の割合が 7.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ 正規雇用の従業員（管理職を除く） 

「10 人未満」の割合が 55.1％と最も高く、次いで「10～30 人」の割合が 24.4％、「31～50 人」の割

合が 7.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 正規雇用以外の従業員 

「10 人未満」の割合が 48.7％と最も高く、次いで「10～30 人」の割合が 26.9％、「31～50 人」の割

合が 9.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

10人未満 10～30人 31～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答

10人未満 10～30人 31～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答

10人未満 10～30人 31～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答

回答者数

　 N = 78 82.1 7.7 10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 55.1 24.4 7.7

6.4

1.3

1.3

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 48.7 26.9 9.0 5.1 5.1 5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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役職ごとの女性割合 

『Ｂ 管理職』で「０割（いない）」の割合が、『Ｃ 正規雇用の従業員（管理職を除く）』で「１～

３割未満」の割合が高くなっています。また、『Ｄ 正規雇用以外の従業員』で「３～５割未満」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全従業員数のうち女性従業員数の割合 

「３～５割未満」の割合が 48.7％と最も高く、次いで「１～３割未満」の割合が 30.8％、「１割未

満」の割合が 14.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 役員 

令和元年度調査と比較すると、「１～３割未満」「３～５割未満」の割合が増加しています。一方、「５

割以上」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

０割（いない） １割未満 １～３割未満 ３～５割未満 ５割以上 無回答

０割（いない） １割未満 １～３割未満 ３～５割未満 ５割以上 無回答

０割（いない） １割未満 １～３割未満 ３～５割未満 ５割以上 無回答

回答者数

　 N = 78 2.6 14.1 30.8 48.7 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

24.4

27.5

14.1

5.8

19.2

13.0

3.8

11.6

38.5

42.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 78

Ａ　役員

Ｂ　管理職

Ｃ　正規雇用の従業員
　　（管理職を除く）

Ｄ　正規雇用以外の従業員

24.4

37.2

11.5

3.8

2.6

6.4

6.4

14.1

14.1

25.6

9.0

19.2

10.3

30.8

41.0

3.8

10.3

11.5

21.8

38.5

25.6

14.1

17.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｂ 管理職 

令和元年度調査と比較すると、「１～３割未満」「３～５割未満」の割合が増加しています。一方、「０

割（いない）」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ 正規雇用の従業員（管理職を除く） 

令和元年度調査と比較すると、「１割未満」「３～５割未満」の割合が増加しています。一方、「０割

（いない）」「５割以上」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 正規雇用以外の従業員 

令和元年度調査と比較すると、「１割未満」「１～３割未満」「３～５割未満」の割合が増加していま

す。一方、「０割（いない）」「５割以上」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

０割（いない） １割未満 １～３割未満 ３～５割未満 ５割以上 無回答

０割（いない） １割未満 １～３割未満 ３～５割未満 ５割以上 無回答

０割（いない） １割未満 １～３割未満 ３～５割未満 ５割以上 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

37.2

43.5

2.6 14.1

4.3

10.3

1.4

10.3

14.5

25.6

36.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

11.5

18.8

6.4 25.6

24.6

30.8

10.1

11.5

27.5

14.1

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

3.8

10.1

6.4 9.0 41.0

11.6

21.8

29.0

17.9

49.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問４ 貴事業所の正社員の平均年齢、平均勤続年数はどのくらいですか。（それぞれ数字を記入） 

Ａ 平均年齢 

『男性』『女性』ともに「40～49 歳」の割合が最も高くなっています。次いで、『男性』で「30～39

歳」の割合が、『女性』で「50～59 歳」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 

令和元年度調査と比較すると、「30～39 歳」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

令和元年度調査と比較すると、「50～59 歳」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 無回答

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 無回答

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 63

3.8

6.3

15.4

20.6

51.3

47.6

12.8

14.3

6.4

3.2

10.3

7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 67

3.8

7.5

19.2

19.4

37.2

40.3

21.8

9.0

2.6

6.0

15.4

17.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 78

男性

女性

3.8

3.8

15.4

19.2

51.3

37.2

12.8

21.8

6.4

2.6

10.3

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｂ 平均勤続年数 

『男性』では「５～10 年未満」「10～15 年未満」の割合が最も高く、『女性』では「５～10 年未満」

の割合が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 

令和元年度調査と比較すると、「10～15 年未満」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

令和元年度調査と比較すると、「15～20 年未満」の割合が増加しています。一方、「10～15 年未満」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３年未満 ３～５年未満 ５～10年未満 10～15年未満

15～20年未満 20年以上 無回答

３年未満 ３～５年未満 ５～10年未満 10～15年未満

15～20年未満 20年以上 無回答

３年未満 ３～５年未満 ５～10年未満 10～15年未満

15～20年未満 20年以上 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 63

7.7

9.5

3.8

7.9

23.1

25.4

23.1

17.5

16.7

15.9

12.8

14.3

12.8

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 67

7.7

10.4

7.7

7.5

26.9

23.9

20.5

28.4

16.7

4.5

7.7

6.0

12.8

19.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 78

男性

女性

7.7

7.7

3.8

7.7

23.1

26.9

23.1

20.5

16.7

16.7

12.8

7.7

12.8

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）正社員の時間外労働及び休暇の状況について 

問５ 把握している直近の１か月における正社員一人あたりの時間外労働時間数は、どのくら

いですか。（もっとも近いものを１つ選択） 

「１～９時間」の割合が 38.5％と最も高く、次いで「10～19 時間」の割合が 17.9％、「０時間」の

割合が 12.8％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「０時間」「１～９時間」「50～59 時間」の割合が増加しています。一

方、「10～19 時間」「20～29 時間」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

０時間

１～９時間

10～19時間

20～29時間

30～39時間

40～49時間

50～59時間

60～69時間

70～79時間

80時間以上

無回答

12.8

38.5

17.9

9.0

6.4

3.8

5.1

0.0

0.0

1.3

5.1

2.9

31.9

26.1

21.7

7.2

5.8

0.0

0.0

0.0

1.4

2.9

0 10 20 30 40

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問６ 昨年１年間における正社員の年次有給休暇の平均取得日数はどのくらいですか。 

（もっとも近いものを１つ選択） 

「５～９日」の割合が 39.7％と最も高く、次いで「10～14 日」の割合が 29.5％、「15～19 日」の割

合が 12.8％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「10～14 日」「15～19 日」の割合が増加しています。一方、「１～４

日」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

０日

１～４日

５～９日

10～14日

15～19日

20日以上

無回答

2.6

7.7

39.7

29.5

12.8

1.3

6.4

5.8

26.1

36.2

23.2

2.9

1.4

4.3

0 10 20 30 40

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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（３）女性の活躍推進について 

問７ 貴事業所では、女性の活躍を推進するための取組としてどのようなことを実施していま

すか。また、実施していないものについて、今後の実施予定はいかがですか。 

（Ａ～Ｍの項目ごとに、それぞれ「実施している」～「今後も実施する予定はない」を選択） 

『Ｋ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進』で「実施している」の割合が、『Ｃ 

女性の管理職への積極的登用』『Ｌ 職場内における女性活躍の重要性についての意識啓発』で「実施

を予定している」の割合が高くなっています。一方、『Ｍ 女性活躍の担当部署や担当者を設けるなど、

推進体制の整備』で「今後も実施する予定はない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数　N = 78

Ａ　女性の積極的な募集・採用

Ｂ　女性を配置する部署や
　　職域の拡大

Ｃ　女性の管理職への
　　積極的登用

Ｄ　女性に対する
　　キャリア形成支援

Ｅ　育児や介護による休業が
　　昇進等に不利にならない
　　人事考課制度の整備

Ｆ　正規雇用以外から
　　正規雇用への登用制度

Ｇ　女性の就業環境に配慮した
　　設備や機器などの整備

Ｈ　女性の意見や要望を
　　聞く場や相談体制の整備

Ｉ　母性保護・母性健康管理
　　対策

Ｊ　男女の固定的な役割分担
　　意識による慣行の見直し

Ｋ　ワーク・ライフ・バランス
　　（仕事と生活の調和）の
　　推進

Ｌ　職場内における女性活躍の
　　重要性についての意識啓発

Ｍ　女性活躍の担当部署や
　　担当者を設けるなど、
　　推進体制の整備

69.2

59.0

43.6

51.3

57.7

57.7

50.0

67.9

48.7

59.0

70.5

51.3

34.6

10.3

16.7

32.1

21.8

24.4

24.4

23.1

19.2

23.1

21.8

23.1

32.1

24.4

17.9

20.5

20.5

24.4

15.4

15.4

21.8

9.0

23.1

16.7

5.1

14.1

37.2

2.6

3.8

3.8

2.6

2.6

2.6

5.1

3.8

5.1

2.6

1.3

2.6

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ａ 女性の積極的な募集・採用 

令和元年度調査と比較すると、「実施を予定している」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 女性を配置する部署や職域の拡大 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施する予

定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ 女性の管理職への積極的登用 

令和元年度調査と比較すると、「今後も実施する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 女性に対するキャリア形成支援 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。一方、「実施を予定してい

る」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

69.2

66.7

10.3

18.8

17.9

13.0

2.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

59.0

50.7

16.7

18.8

20.5

27.5

3.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

43.6

40.6

32.1

31.9

20.5

26.1

3.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

51.3

40.6

21.8

29.0

24.4

29.0

2.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｅ 育児や介護による休業が昇進等に不利にならない人事考課制度の整備 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ 正規雇用以外から正規雇用への登用制度 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ 女性の就業環境に配慮した設備や機器などの整備 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施する予

定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ 女性の意見や要望を聞く場や相談体制の整備 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施する予

定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

57.7

59.4

24.4

23.2

15.4

15.9

2.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

57.7

59.4

24.4

23.2

15.4

15.9

2.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

50.0

42.0

23.1

26.1

21.8

30.4

5.1

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

67.9

55.1

19.2

20.3

9.0

21.7

3.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｉ 母性保護・母性健康管理対策 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ 男女の固定的な役割分担意識による慣行の見直し 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｋ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施する予

定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ 職場内における女性活躍の重要性についての意識啓発 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」「実施を予定している」の割合が増加しています。一

方、「今後も実施する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

48.7

44.9

23.1

27.5

23.1

23.2

5.1

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

59.0

49.3

21.8

24.6

16.7

21.7

2.6

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

70.5

55.1

23.1

23.2

5.1

20.3

1.3

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

51.3

42.0

32.1

23.2

14.1

33.3

2.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｍ 女性活躍の担当部署や担当者を設けるなど、推進体制の整備 

令和元年度調査と比較すると、「実施を予定している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施

する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７－１ 問７のＡ～Ｍで「実施している」・「実施を予定している」と回答された項目につい

て、具体的な取組内容をご記入ください。 

・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進するための取組を実施している事業所の具体的

な取組内容では、「女性管理職の登用・キャリアアップ支援」や「職場環境の整備」、「育児・介護への

対応」「女性向け研修・啓発活動」などの回答が多くなっている。 

・その他では、「女性ドライバーの募集」、「責任者もスタッフもほぼ女性」などの回答があった。 

 

問７－２ 問７のＡ～Ｍ以外で実施されている、または今後実施を考えておられる取組があり

ましたら、ご記入ください。 

・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進するために今後の実施を考えている具体的な

取組内容では、「働きやすい環境整備」、「育児・介護関連の取り組み」などの回答があった。 

 

 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

34.6

31.9

24.4

18.8

37.2

46.4

3.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問８ 貴事業所において女性の活躍を推進する上での課題は何だと思われますか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「昇進や仕事に対する女性自身の意識向上」の割合が 48.7％と最も高く、次いで「育児・介護等と

仕事の両立支援制度の整備」の割合が 37.2％、「「男だから・女だから」などの性別に基づく固定観念

や無意識の偏見の解消」の割合が 34.6％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「女性の採用拡大、職域拡大」「昇進や仕事に対する女性自身の意識向

上」「ロールモデル（キャリア形成を考える上で手本となる人）の確立」「育児・介護等と仕事の両立支

援制度の整備」「「男だから・女だから」などの性別に基づく固定観念や無意識の偏見の解消」の割合が

増加しています。一方、「課題は特にない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

女性の採用拡大、職域拡大

女性従業員を管理職等にするための人材育成

昇進や仕事に対する女性自身の意識向上

ロールモデル（キャリア形成を考える上で手本
となる人）の確立

事業所内で女性活躍推進への認識、理解を深め
ること

顧客・取引先等への理解促進

女性のための就業環境（トイレや更衣室など）
の整備

育児・介護等と仕事の両立支援制度の整備

両立支援制度を利用しやすい体制・雰囲気づく
り

長時間労働の是正など労働慣行の改善

在宅勤務など多様で柔軟な働き方への環境整備

「男だから・女だから」などの性別に基づく固
定観念や無意識の偏見の解消

その他

課題は特にない

無回答

33.3

30.8

48.7

26.9

14.1

5.1

19.2

37.2

25.6

16.7

14.1

34.6

0.0

7.7

2.6

17.4

26.1

34.8

10.1

14.5

7.2

15.9

31.9

24.6

13.0

10.1

24.6

5.8

17.4

2.9

0 10 20 30 40 50

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問９ 女性を積極的に登用することでどのような効果やメリットがあると思われますか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「労働力が確保できる」の割合が 53.8％と最も高く、次いで「優秀な人材が活躍できるようになる」

の割合が 47.4％、「女性の能力が有効に発揮され、業績向上に貢献する」の割合が 37.2％となっていま

す。 

令和元年度調査と比較すると、「優秀な人材が活躍できるようになる」「女性従業員の退職が減り、ス

キルや技術が蓄積される」「多様な視点が活かされ、新商品・サービスの提供につながる」「仕事の効率

化や業務の改善が進む」の割合が増加しています。一方、「女性従業員の勤労意欲が向上する」「効果や

メリットは特にない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

労働力が確保できる

優秀な人材が活躍できるようになる

女性従業員の勤労意欲が向上する

女性従業員の退職が減り、スキルや技術が蓄積
される

多様な視点が活かされ、新商品・サービスの提
供につながる

女性の能力が有効に発揮され、業績向上に貢献
する

仕事の効率化や業務の改善が進む

職場風土が改善され、組織が活性化する

企業のイメージが良くなる

企業としての社会的責任を果たすことができる

その他

効果やメリットは特にない

無回答

53.8

47.4

30.8

21.8

34.6

37.2

21.8

26.9

17.9

21.8

3.8

0.0

5.1

52.2

37.7

39.1

15.9

26.1

39.1

13.0

24.6

21.7

20.3

0.0

7.2

4.3

0 20 40 60

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問 10 女性の管理職登用の推進にあたっての課題は何だと思われますか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「女性本人が昇進を希望しない」の割合が 43.6％と最も高く、次いで「女性の従業員が少ない、ま

たはいない」の割合が 24.4％、「女性の管理職に対する職場意識」の割合が 17.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 貴事業所では、女性活躍推進法に基づく事業主行動計画を策定されていますか。 

（１つ選択） 

「策定する予定はない」の割合が 38.5％と最も高く、次いで「今後、策定を予定している」の割合

が 30.8％、「策定済み」の割合が 20.5％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「今後、策定を予定している」の割合が増加しています。一方、「策定

する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

策定済み 今後、策定を予定している 策定する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

20.5

24.6

30.8

15.9

38.5

44.9

10.3

14.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数　N = 78 ％

女性の従業員が少ない、またはいない

女性本人が昇進を希望しない

必要な知識や経験、判断力などを有する女性がい
ない
女性従業員の勤続年数が短く管理職になるまでに
退職してしまう

女性の管理職に対する職場意識

顧客の女性の管理職に対する受入れが難しい

その他

特に課題はない

無回答

24.4

43.6

15.4

12.8

17.9

5.1

6.4

15.4

5.1

0 10 20 30 40 50
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【従業員数別（合計）】 

従業員数別（合計）にみると、行動計画の策定義務とされていない 100 人以下では、50～100 人で「策

定済み」の割合が、10～30 人で「策定する予定はない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

策定済み 今後、策定を予定している 策定する予定はない 無回答

回答者数

10人未満 N = 5

10～30人 N = 44

31～50人 N = 9

51～100 人 N = 11

101 ～300 人 N = 8

301 人以上 N = 1

20.0

9.1

11.1

36.4

75.0

40.0

27.3

55.6

27.3

25.0

20.0

52.3

22.2

36.4

20.0

11.4

11.1

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

問 12 貴事業所では、ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組としてどのようなこ

とを実施していますか。また、実施していないものについて、今後の実施予定はいかがで

すか。 

（Ａ～Ｌの項目ごとに、それぞれ「実施している」～「今後も実施する予定はない」を選択） 

『Ｃ 年次有給休暇の取得促進』『Ｄ 長時間労働抑制の取組』で「実施している」の割合が高くな

っています。一方、『Ｆ 事業所内保育施設の設置』で「今後も実施する予定はない」の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数　N = 78

Ａ　ワーク・ライフ・バランスの
　　担当部署や担当者の設置

Ｂ　従業員に対する研修・啓発

Ｃ　年次有給休暇の取得促進

Ｄ　長時間労働抑制の取組

Ｅ　柔軟な働き方の促進

Ｆ　事業所内保育施設の設置

Ｇ　転勤・配属に関する配慮

Ｈ　両立支援制度が利用しやすい
　　雰囲気の醸成

Ⅰ　経営トップや管理職が
　　率先して制度を利用

Ｊ　男性従業員の育児・介護への
　　参加を奨励

Ｋ　育児・介護等により退職した
　　従業員の再雇用を推進

Ｌ　本人の希望を聞く機会や
　　相談体制の整備

24.4

42.3

78.2

75.6

59.0

5.1

43.6

42.3

32.1

41.0

35.9

62.8

17.9

17.9

6.4

12.8

15.4

6.4

11.5

26.9

24.4

26.9

30.8

21.8

46.2

30.8

11.5

9.0

21.8

82.1

38.5

24.4

34.6

26.9

28.2

11.5

11.5

9.0

3.8

2.6

3.8

6.4

6.4

6.4

9.0

5.1

5.1

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ａ ワーク・ライフ・バランスの担当部署や担当者の設置 

令和元年度調査と比較すると、「今後も実施する予定はない」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 従業員に対する研修・啓発 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ 年次有給休暇の取得促進 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。一方、「実施を予定してい

る」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 長時間労働抑制の取組 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

24.4

29.0

17.9

18.8

46.2

40.6

11.5

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

42.3

43.5

17.9

18.8

30.8

30.4

9.0

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

78.2

60.9

6.4

17.4

11.5

14.5

3.8

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

75.6

71.0

12.8

13.0

9.0

8.7

2.6

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｅ 柔軟な働き方の促進 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ 事業所内保育施設の設置 

令和元年度調査と比較すると、「今後も実施する予定はない」の割合が増加しています。一方、「実施

している」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ 転勤・配属に関する配慮 

令和元年度調査と比較すると、「実施を予定している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施

する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ 両立支援制度が利用しやすい雰囲気の醸成 

令和元年度調査と比較すると、「実施を予定している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施

する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

59.0

55.1

15.4

17.4

21.8

20.3

3.8

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

5.1

13.0

6.4

10.1

82.1

69.6

6.4

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

43.6

43.5

11.5

5.8

38.5

43.5

6.4

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

42.3

42.0

26.9

17.4

24.4

33.3

6.4

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ⅰ 経営トップや管理職が率先して制度を利用 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ 男性従業員の育児・介護への参加を奨励 

令和元年度調査と比較すると、「実施している」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｋ 育児・介護等により退職した従業員の再雇用を推進 

令和元年度調査と比較すると、「実施を予定している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施

する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ 本人の希望を聞く機会や相談体制の整備 

令和元年度調査と比較すると、「実施を予定している」の割合が増加しています。一方、「今後も実施

する予定はない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

  

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

実施している 実施を予定している 今後も実施する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

32.1

31.9

24.4

21.7

34.6

37.7

9.0

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

41.0

31.9

26.9

30.4

26.9

29.0

5.1

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

35.9

40.6

30.8

17.4

28.2

33.3

5.1

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

62.8

59.4

21.8

15.9

11.5

17.4

3.8

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 12－１ 問 12 のＡ～Ｌで「実施している」・「実施を予定している」と回答された項目につ

いて、具体的な取組内容をご記入ください。 

・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進するための取組を実施している事業所の具体的

な取組内容では、「長時間労働抑制」や「残業削減」、「有給休暇の取得促進」、「職場環境整備」などの

回答が多くなっている。 

・その他では、「有給以外のリフレッシュ休暇の導入」、「計画的な個別相談による再雇用の推進」などの

回答があった。 

 

問 12－２ 問 12 のＡ～Ｌ以外で実施されている、または今後実施を考えておられる取組があ

りましたら、ご記入ください。 

・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進するために今後の実施を考えている具体的な取

組内容では、「柔軟な働き方の実現」、「働き続けられる職場環境の構築」などの回答があった。 

 

 

問 13 貴事業所の育児休業の取得状況はどのようになっていますか。昨年１年間についてお

答えください。（それぞれ数字を記入） 

育児休業を取得できる対象者の人数 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が最も多く 71.8％、「１人」の割合が 15.4％、「２人」の割合が 3.8％、

「３人」の割合が 2.6％、「４人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が最も多く 66.7％、「１人」の割合が 11.5％、「２人」の割合が 7.7％、

「３人」の割合が 2.6％、「４人」の割合が 1.3％、「５人以上」の割合が 2.6％となっています。 

 

 

 

 

 

  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

回答者数

　 N = 78 71.8 15.4

3.8

2.6

1.3

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 66.7 11.5 7.7

2.6

1.3

2.6

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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育児休業を取得した合計人数 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 82.1％、「１人」の割合が 12.8％、「２人」の割合が 2.6％となっ

ています。 

令和元年度調査と比較すると、「１人」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 73.1％、「１人」の割合が 11.5％、「２人」の割合が 7.7％、「３人」

の割合が 2.6％、「４人」の割合が 1.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「１人」の割合が増加しています。一方、「５人以上」の割合が減少し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

育児休業の取得期間別人数 

① ２週間未満 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 32.1％、「１人」の割合が 5.1％、「２人」の割合が 1.3％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

女性 

いただいた回答のなかで対象者はみられませんでした。 

 

 

 

  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

82.1

81.2

12.8

1.4

2.6 2.6

17.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

73.1

62.3

11.5

8.7

7.7

1.4

2.6

2.9

1.3

1.4

5.8

3.8

17.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 32.1

5.1

1.3 61.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 33.3 66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② ２週間以上６か月未満 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 30.8％、「１人」の割合が 10.3％、「２人」の割合が 1.3％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

女性 

いただいた回答のなかで対象者はみられませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

③ ６か月以上１年未満 

男性 

いただいた回答のなかで対象者はみられませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 30.8％、「１人」の割合が 7.7％、「４人」の割合が 1.3％となっ

ています。 

 

 

 

 

  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

回答者数

　 N = 78 30.8 10.3 1.3 57.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 34.6 65.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 33.3 66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 30.8

7.7

1.3 60.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%



 169 

④ １年以上２年未満 

男性 

いただいた回答のなかで対象者はみられませんでした。 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 23.1％、「１人」の割合が 9.0％、「２人」の割合が 5.1％、「３

人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ ２年以上 

男性 

いただいた回答のなかで対象者はみられませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 30.8％、「１人」、「２人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

回答者数

　 N = 78 34.6 65.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 23.1 9.0

5.1

1.3 61.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 33.3 66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 30.8

1.3

1.3 66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 14 貴事業所の介護休業の取得状況はどのようになっていますか。昨年１年間についてお

答えください。（それぞれ数字を記入） 

介護休業を取得した合計人数 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 92.3％、「１人」の割合が 5.1％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「１人」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 91.0％、「１人」の割合が 3.8％、「２人」の割合が 1.3％となって

います。 

令和元年度調査と比較すると、「１人」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

介護休業の取得期間別人数 

① ２週間未満 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 37.2％、「１人」の割合が 2.6％となっています。 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 37.2％、「１人」、「２人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

92.3

78.3

5.1

2.9

2.6

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

91.0

76.8

3.8

1.4

1.3

1.4

1.4

3.8

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 37.2 2.6 60.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 37.2

1.3

1.3 60.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② ２週間以上１か月未満 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 37.2％、「１人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 35.9％、「１人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

③ １か月以上 94日未満 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 34.6％、「１人」の割合が 2.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

いただいた回答のなかで対象者はみられませんでした。 

 

 

 

 

  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

回答者数

　 N = 78 37.2 1.3 61.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 35.9 1.3 62.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 34.6 2.6 62.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 35.9 64.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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④ 94 日以上 

男性 

対象者がいないとの回答の割合が 37.2％、「１人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

女性 

対象者がいないとの回答の割合が 35.9％、「１人」の割合が 1.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

回答者数

　 N = 78 37.2 1.3 61.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

　 N = 78 35.9 1.3 62.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 15 貴事業所において、男性の育児・介護休業取得を促進する上での課題はどのようなこ

とですか。（あてはまるものをすべて選択） 

「休業中の代替要員の確保」の割合が 56.4％と最も高く、次いで「休業を取得しやすい職場の雰囲

気づくり」の割合が 37.2％、「周囲の従業員による業務分担」の割合が 35.9％となっています。 

人員体制や周囲の理解が必要であると回答した事業所が多い結果となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「周囲の従業員による業務分担」「休業が昇進等に不利にならない人事

考課制度の整備」「休業中の職員へのフォローアップ体制」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

休業制度の周知徹底

休業を取得しやすい職場の雰囲気づくり

育児・介護は妻がするものという固定的な役割
分担意識の解消

休業中の代替要員の確保

周囲の従業員による業務分担

休業中の賃金補償

休業が昇進等に不利にならない人事考課制度の
整備

休業中の職員へのフォローアップ体制

復職時の受入体制

その他

わからない

無回答

23.1

37.2

16.7

56.4

35.9

26.9

1.3

7.7

15.4

3.8

12.8

7.7

18.8

40.6

21.7

59.4

42.0

23.2

10.1

17.4

20.3

0.0

10.1

13.0

0 20 40 60

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問 16 貴事業所の女性従業員（正社員）は、結婚や妊娠、出産、介護などのライフステージ

の節目に、どのような働き方を選ぶ傾向にありますか。（あてはまるものをすべて選択） 

「該当者がいない」の割合が 37.2％と最も高く、次いで「育児休業制度や介護休業制度を利用して、

その後復職する場合が多い」の割合が 34.6％、「子どもを預けたり介護サービスを利用しながら、勤務

形態を変えずにそのまま継続して就労する場合が多い」の割合が 24.4％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「家族の介護のために退職を選ぶ場合が多い」「該当者がいない」の割

合が増加しています。一方、「妊娠または出産を機に退職を選ぶ場合が多い」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

結婚を機に退職を選ぶ場合が多い

妊娠または出産を機に退職を選ぶ場合が多い

家族の介護のために退職を選ぶ場合が多い

育児休業制度や介護休業制度を利用して、その
後復職する場合が多い

パートタイムに転換するなど、勤務形態を変更
して就労を継続する場合が多い

子どもを預けたり介護サービスを利用しなが
ら、勤務形態を変えずにそのまま継続して就労
する場合が多い

その他

該当者がいない

無回答

7.7

10.3

12.8

34.6

15.4

24.4

1.3

37.2

1.3

10.1

17.4

4.3

37.7

18.8

21.7

2.9

18.8

11.6

0 10 20 30 40

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問 17 貴事業所において、ワーク・ライフ・バランスを推進していく上での課題はどのよう

なことですか。（あてはまるものをすべて選択） 

「休業に対する代替要員の確保」の割合が 53.8％と最も高く、次いで「休業・休暇をとりやすい雰

囲気の醸成」の割合が 30.8％、「従業員の意識改革」の割合が 26.9％となっています。 

男性の育児・介護休暇の取得促進と同様に、人員体制や周囲の理解が必要であると回答した事業所が

多い結果となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「両立支援制度の整備」の割合が増加しています。一方、「休業・休暇

をとりやすい雰囲気の醸成」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

両立支援制度の整備

制度導入に伴うコストの負担

従業員の意識改革

経営トップの意識改革

労働時間の削減

休業・休暇をとりやすい雰囲気の醸成

勤務時間等の多様化に対応したマネジメント

休業に対する代替要員の確保

顧客や取引先の理解促進

導入・実施効果の把握

その他

特になし

無回答

24.4

17.9

26.9

16.7

23.1

30.8

25.6

53.8

1.3

5.1

1.3

7.7

2.6

13.0

14.5

26.1

18.8

21.7

40.6

23.2

55.1

4.3

2.9

1.4

5.8

11.6

0 20 40 60

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問 18 ワーク・ライフ・バランスを推進することでどのような効果やメリットがあると思わ

れますか。（あてはまるものをすべて選択） 

「従業員の心身の健康につながる」の割合が 57.7％と最も高く、次いで「従業員個人の生活の充実

につながる」の割合が 48.7％、「人材の定着につながり、募集採用等にかかるコストを削減することが

できる」の割合が 47.4％となっています。 

従業員の心身の健康、生活の充実、人材の定着による募集採用にかかるコスト削減につながると考え

る事業所が多い結果となりました。 

令和元年度調査と比較すると、「優秀な人材の確保につながる」「人材の定着につながり、募集採用等

にかかるコストを削減することができる」「従業員の心身の健康につながる」の割合が増加しています。

一方、「従業員の仕事に対する意欲向上につながる」「企業としての社会的責任を果たすことができる」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では「残業の削減につながる」「仕事の進め方が効率的になる」の選択肢がありませんでした。 

  

％

優秀な人材の確保につながる

人材の定着につながり、募集採用等にかかるコ
ストを削減することができる

互いに協力し合う意識が生まれ、職場の雰囲気
が良くなる

従業員の心身の健康につながる

従業員個人の生活の充実につながる

従業員の仕事に対する意欲向上につながる

生活者・消費者としての視点や多様な価値観を
得て、業務に活かすことができる

残業の削減につながる

仕事の進め方が効率的になる

生産性が上がり、業績が向上する

企業のイメージが良くなる

企業としての社会的責任を果たすことができる

その他

効果やメリットは特にない

無回答

37.2

47.4

37.2

57.7

48.7

28.2

14.1

16.7

29.5

14.1

21.8

17.9

1.3

2.6

1.3

29.0

31.9

34.8

49.3

49.3

47.8

10.1

－

－

18.8

18.8

23.2

0.0

2.9

10.1

0 20 40 60

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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問 19 貴事業所では、次世代育成支援対策推進法に基づく事業主行動計画を策定されていま

すか。（１つ選択） 

「策定する予定はない」の割合が 51.3％と最も高く、次いで「今後、策定を予定している」の割合

が 24.4％、「策定済み」の割合が 17.9％となっています。 

「策定済み」と「今後、策定を予定している」をあわせた割合は 42.3％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「今後、策定を予定している」「策定する予定はない」の割合が増加し

ています。一方、「策定済み」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員数別（合計）】 

従業員数別（合計）にみると、行動計画の策定義務とされていない 100 人以下では、51～100 人で「策

定済み」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

策定済み 今後、策定を予定している 策定する予定はない 無回答

策定済み 今後、策定を予定している 策定する予定はない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

17.9

23.2

24.4

15.9

51.3

39.1

6.4

21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

10人未満 N = 5

10～30人 N = 44

31～50人 N = 9

51～100 人 N = 11

101 ～300 人 N = 8

301 人以上 N = 1

9.1

11.1

27.3

75.0

20.0

22.7

44.4

18.2

25.0

80.0

59.1

44.4

54.5

9.1

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（５）ハラスメント対策について 

問 20 貴事業所において、ハラスメントが問題になったことはありますか。 

（あてはまるものをすべて選択） 

「問題になったことはない」の割合が 57.7％と最も高く、次いで「パワー・ハラスメント（パワハ

ラ）が問題になったことがある」の割合が 29.5％、「セクシュアル・ハラスメント（セクハラ）が問題

になったことがある」の割合が 12.8％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「セクシュアル・ハラスメント（セクハラ）が問題になったことがあ

る」「パワー・ハラスメント（パワハラ）が問題になったことがある」の割合が増加しています。一方、

「問題になったことはない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21 貴事業所での、セクハラ、マタハラ、パワハラ、その他のハラスメントの防止に関す

る取組の状況はどのようになっていますか。 

（Ａ～Ｄの項目ごとに、それぞれ「既に取り組んでいる」～「これから取り組む予定」を

選択） 

『Ａ．セクハラ』『Ｃ．パワハラ』で「既に取り組んでいる」の割合が高くなっています。また、『Ｂ．

マタハラ』で「これから取り組む予定」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Ｄ その他では、「障がい者差別人権問題」、「カスタマーハラスメントも発生する可能性あり、将来的に考える」、

「ハラスメント全般」という回答がありました。  

既に取り組んでいる 取組みを始めたところ これから取り組む予定 無回答

％

セクシュアル・ハラスメント（セクハラ）が問題に
なったことがある

マタニティ・ハラスメント（マタハラ）が問題に
なったことがある

パワー・ハラスメント（パワハラ）が問題になった
ことがある

その他のことが問題になったことがある

問題になったことはない

無回答

12.8

2.6

29.5

1.3

57.7

5.1

5.8

0.0

20.3

0.0

72.5

7.2

0 20 40 60 80

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)

回答者数　N = 78

Ａ　セクハラ

Ｂ　マタハラ

Ｃ　パワハラ

Ｄ　その他

56.4

50.0

56.4

10.3

5.1

6.4

9.0

2.6

28.2

32.1

26.9

21.8

10.3

11.5

7.7

65.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 21－１ 【問 21 で「既に取り組んでいる」・「取組みを始めたところ」に１つでも◯をつけ

た事業所のみ】実施している取組内容はどのようなものですか。 

（あてはまる取組内容と該当するハラスメントをすべて選択し、〇を付けてください） 

１ 相談・苦情に対処するための窓口または担当を設ける 

「セクハラ」、「パワハラ」の割合が 62.7％と最も高く、次いで「マタハラ」の割合が 54.9％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 外部の相談窓口（公的なものを含む）について周知する 

「セクハラ」の割合が 39.2％と最も高く、次いで「マタハラ」の割合が 35.3％、「パワハラ」の割合

が 33.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 経営トップの宣言や就業規則などでハラスメント防止の方針を明確にする 

「セクハラ」の割合が 66.7％と最も高く、次いで「パワハラ」の割合が 60.8％、「マタハラ」の割合

が 51.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

62.7

54.9

62.7

13.7

29.4

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

39.2

35.3

33.3

11.8

58.8

0 20 40 60

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

66.7

51.0

60.8

7.8

29.4

0 10 20 30 40 50 60 70
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４ 実態把握のための調査を実施する 

「マタハラ」、「パワハラ」の割合が 23.5％と最も高く、次いで「セクハラ」の割合が 21.6％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ハラスメント防止のための研修、講習等を実施する 

「セクハラ」、「パワハラ」の割合が 52.9％と最も高く、次いで「マタハラ」の割合が 43.1％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 社内報、パンフレット等により意識を高める 

「セクハラ」の割合が 33.3％と最も高く、次いで「パワハラ」の割合が 31.4％、「マタハラ」の割合

が 27.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

21.6

23.5

23.5

3.9

68.6

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

52.9

43.1

52.9

9.8

41.2

0 20 40 60

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

33.3

27.5

31.4

7.8

62.7

0 10 20 30 40 50 60 70
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７ ハラスメントが発生した際の対応マニュアルを定める 

「セクハラ」の割合が 27.5％と最も高く、次いで「パワハラ」の割合が 25.5％、「マタハラ」の割合

が 23.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ その他（「そんなことが問題にならないレベルの目的意識」、「学習テストを行っている」という回答がありま

した。） 

「セクハラ」の割合が 3.9％と最も高く、次いで「マタハラ」、「パワハラ」の割合が 2.0％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21－２ 【問 21 で「これから取り組む予定」に１つでも〇をつけた事業所のみ】これまで

取組が実施できていなかった主な理由は何ですか。 

（あてはまる理由と該当するハラスメントをすべて選択し、〇を付けてください） 

１ 過去に職場内でハラスメントが発生していなかったから 

「セクハラ」の割合が 29.6％と最も高く、次いで「マタハラ」の割合が 25.9％、「パワハラ」の割合

が 18.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

27.5

23.5

25.5

5.9

68.6

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数　N = 51 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

3.9

2.0

2.0

0.0

96.1

0 20 40 60 80 100

回答者数　N = 27 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

29.6

25.9

18.5

3.7

66.7

0 10 20 30 40 50 60 70
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２ ハラスメントが発生したときに個別に対応するつもりだったから 

「セクハラ」、「パワハラ」の割合が 25.9％と最も高く、次いで「マタハラ」の割合が 22.2％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 職場全体のハラスメントに関する意識が高く、防止策をとる必要がなかったから 

「セクハラ」の割合が 7.4％と最も高く、次いで「マタハラ」、「パワハラ」の割合が 3.7％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務が多忙で、対応する余裕がなかったから 

「パワハラ」の割合が 11.1％と最も高く、次いで「セクハラ」、「マタハラ」の割合が 7.4％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数　N = 27 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

25.9

22.2

25.9

11.1

70.4

0 20 40 60 80

回答者数　N = 27 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

7.4

3.7

3.7

0.0

92.6

0 20 40 60 80 100

回答者数　N = 27 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

7.4

7.4

11.1

3.7

85.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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５ どのような対応策をとればよいかわからなかったから 

「パワハラ」の割合が 7.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ その他 

有効回答がありませんでした。 

 

 

 

 

 

  

回答者数　N = 27 ％

セクハラ

マタハラ

パワハラ

その他

無回答

0.0

0.0

7.4

11.1

85.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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問 22 貴事業所においてハラスメントが起こった場合に、対応として特に難しいと感じるの

はどのようなことですか。（あてはまるものをすべて選択） 

「どこまでがハラスメントに該当するか、線引きが難しい」の割合が 61.5％と最も高く、次いで「当

事者の言い分が異なる場合など、事実確認が難しい」の割合が 55.1％、「加害者にその行為がハラスメ

ントであることを理解させることが難しい」の割合が 34.6％となっています。 

令和元年度調査と比較すると、「被害者の精神的ケアが難しい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

当事者の言い分が異なる場合など、事実確認が難し
い

どこまでがハラスメントに該当するか、線引きが難
しい

当事者のプライバシーの保護が難しい

加害者にその行為がハラスメントであることを理解
させることが難しい

被害者の精神的ケアが難しい

相談を受ける側の知識・スキルが不足している

日常の業務が忙しいため、十分に対応する余裕がな
い

加害者に対する処分などの対応が難しい

被害者が安心して働ける職場環境をつくることが難
しい

その他

特になし

無回答

55.1

61.5

26.9

34.6

28.2

20.5

14.1

26.9

9.0

0.0

11.5

5.1

56.5

62.3

27.5

36.2

20.3

20.3

17.4

27.5

7.2

0.0

5.8

10.1

0 10 20 30 40 50 60 70

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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（６）男女がともに働きやすい職場づくりについて 

問 23 貴事業所では、次の認定制度や助成金等について利用されたことがありますか。ま

た、関心がありますか。 

（Ａ～Ｈの項目ごとに、それぞれ「認定済み・利用したことがある」～「関心がない」を

選択） 

『Ａ 両立支援等助成金【京都労働局】』『Ｃ キャリアアップ助成金【京都労働局】』で「認定済み・

利用したことがある」の割合が、『Ｂ 働き方改革推進支援助成金【京都労働局】』『Ｄ 多様な働き方

推進事業費補助金【京都府】』で「認定・利用したことはないが、関心がある」の割合が高くなってい

ます。一方、『Ｆ 女性活躍・WLB 企業応援チームによる企業支援【女性活躍支援拠点 京都ウィメンズ

ベース】』『Ｈ 京田辺市男女共同参画推進員【京田辺市】』で「関心がない」の割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

回答者数　N = 78

Ａ　両立支援等助成金
　　【京都労働局】

Ｂ　働き方改革推進支援
　　助成金【京都労働局】

Ｃ　キャリアアップ助成金
　　【京都労働局】

Ｄ　多様な働き方推進事業費
　　補助金【京都府】

Ｅ　就労環境改善サポート
　　補助金【京都府中小企業
　　団体中央会】

Ｆ　女性活躍・WLB 企業応援
　　チームによる企業支援
　　【女性活躍支援拠点
　　京都ウィメンズベース】

Ｇ　「京都モデル」ワーク・
　　ライフ・バランス推進
　　企業認定制度【京都府】

Ｈ　京田辺市男女共同参画
　　推進員【京田辺市】

11.5

2.6

19.2

1.3

2.6

1.3

3.8

5.1

48.7

55.1

37.2

53.8

44.9

39.7

42.3

33.3

28.2

29.5

29.5

32.1

35.9

42.3

37.2

43.6

11.5

12.8

14.1

12.8

16.7

16.7

16.7

17.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ａ 両立支援等助成金【京都労働局】 

令和元年度調査と比較すると、「認定済み・利用したことがある」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 働き方改革推進支援助成金【京都労働局】 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ キャリアアップ助成金【京都労働局】 

令和元年度調査と比較すると、「認定済み・利用したことがある」の割合が増加しています。一方、

「認定・利用したことはないが、関心がある」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

11.5

4.3

48.7

52.2

28.2

24.6

11.5

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

2.6

1.4

55.1

50.7

29.5

29.0

12.8

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

19.2

13.0

37.2

44.9

29.5

27.5

14.1

14.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｄ 多様な働き方推進事業費補助金【京都府】 

令和元年度調査と比較すると、「認定済み・利用したことがある」の割合が新たに増加し、「認定・利

用したことはないが、関心がある」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ 就労環境改善サポート補助金【京都府中小企業団体中央会】 

令和元年度調査と比較すると、「認定済み・利用したことがある」の割合が新たに増加し、「関心がな

い」の割合が増加しています。一方、「認定・利用したことはないが、関心がある」の割合が減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ 女性活躍・WLB 企業応援チームによる企業支援【女性活躍支援拠点 京都ウィメンズベース】 

令和元年度調査と比較すると、「認定済み・利用したことがある」の割合が新たに増加し、「関心がな

い」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

1.3 53.8

47.8

32.1

31.9

12.8

20.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

2.6 44.9

50.7

35.9

27.5

16.7

21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

1.3 39.7

40.6

42.3

36.2

16.7

23.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｇ 「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度【京都府】 

令和元年度調査と比較すると、「関心がない」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ 京田辺市男女共同参画推進員【京田辺市】 

令和元年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

認定済み・利用したことがある 認定・利用したことはないが、関心がある

関心がない 無回答

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

3.8

2.9

42.3

42.0

37.2

31.9

16.7

23.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

令和６年度調査 N = 78

令和元年度調査 N = 69

5.1

5.8

33.3

31.9

43.6

39.1

17.9

23.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 24 事業所における男女共同参画の推進にあたって、行政にどのような支援や取組を期待

しますか。（あてはまるものをすべて選択） 

「活用できる補助金等の支援制度に関する情報提供」の割合が 46.2％と最も高く、次いで「先進的

取組事例の紹介、ノウハウの提供」の割合が 29.5％、「関連する法律や制度に関する情報の提供」、「介

護等の公的施設やサービスの充実」の割合が 28.2％となっています。 

情報の提供とともに負担を軽減するための施設やサービスの充実を望む事業所が多くなっています。 

令和元年度調査と比較すると、「経営者や事業主、人事担当者等を対象としたセミナーの開催」「先進

的取組事例の紹介、ノウハウの提供」「活用できる補助金等の支援制度に関する情報提供」の割合が増

加しています。一方、「男女共同参画に取り組んでいる事業所の表彰や公表」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

経営者や事業主、人事担当者等を対象としたセミ
ナーの開催

関連する法律や制度に関する情報の提供

先進的取組事例の紹介、ノウハウの提供

男女共同参画に取り組んでいる事業所の表彰や公表

活用できる補助金等の支援制度に関する情報提供

事業所内で開催する研修等への講師派遣

社会全体の理解促進、啓発

保育等の公的施設やサービスの充実

介護等の公的施設やサービスの充実

女性の再就職に対する支援

その他

特になし

無回答

20.5

28.2

29.5

5.1

46.2

12.8

20.5

26.9

28.2

9.0

0.0

12.8

3.8

13.0

31.9

18.8

11.6

37.7

15.9

20.3

31.9

29.0

11.6

1.4

10.1

11.6

0 10 20 30 40 50

令和６年度調査

（回答者数 N = 78)

令和元年度調査

（回答者数 N = 69)
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男女共同参画社会の推進に対するアイデアや市の男女共同参画施策に関する意見・感想 

・アンケート調査の自由意見内容を分類し、多い順に示した結果は下表のとおり。 

意見内容 件数 

労働環境に関すること ３ 

男女共同参画社会に関すること １ 

市民の意識改革に関すること １ 

女性リーダー・役職に関すること １ 

 

・上記のうち、意見は下記のとおり。 

意見内容 件数 詳細意見（抜粋） 

労働環境に関するこ
と 

３ 

市税（住民税）の優遇をすれば、もっと働きやすい社会になると思う。 

零細企業では、一人の重みが大きいので、休業などで、穴が空く事は、その

まま生産力ダウン（=売上ダウン）を意味する。例え休業従業員の給料全額

保障頂いても、戦力ダウンの穴埋めは出来無いのが現状である。そのため、

出勤から退社まで、預かって頂ける保育施設や、介護施設の設置（他市町村

の従業員でも利用可能）は有り難く思う。アンケートについて個人的な思い

である。アンケートする時点で女性区別していないか？（そもそも根本的な

日本の社会問題？）女性用トイレ、更衣室などの物理的環境は整える必要が

あるとは思う。ただ、働き方（仕事内容）を区別する必要は無いと思う。最

近ではトラックの運転手や、土木作業員など、女性が活躍している場面も

多々あるので、女性の考え方次第かなと思う。男性でも最近は時短とかテレ

ワークとか好む（汚い仕事は嫌う）傾向にありますので、同じじゃ無いか？

同じ働きなら同じ待遇なのは当たり前の事だと思いますし、色んな方が働き

やすい職場づくりは必要だと思う。（男女の話はナシ）あと、育児について

は、男女どちらがやっても良いと思いますが、冒頭の事を解決する方法があ

るなら知りたい。 

同一労働、同一賃金。 

男女共同参画社会に 
関すること 

１ 

そもそも、男女が協力して会社を運営しているので共同参画というもの自

体、違和感がある。上下関係や男女関係はモラルの問題と考えるので、そこ

を逸脱することにより、セクハラ、パワハラ、モラハラ等のハラスメントが

発生するのではと考える。当社としては、特に人間関係を重視し、信頼関係

を築くことにより、一体感のある会社運営を望んでいる。 

市民の意識改革に関
すること 

１ 
人の意識が変わらないと意味が無いような内容の調査は時間の無駄なので、

以後しないで頂きたい。 

女性リーダー・役職に
関すること 

１ 
もともと女性の正規従業員がいたことがないし、女性がなかなか希望しにく

い分野の職種のため回答にあてはめられないことが多かった。 

 

  



 191 

Ⅳ 資料編 

１ 市民意識調査票 



 192 



 193 



 194 



 195 



 196 



 197 
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 199 



 200 



 201 



 202 



 203 



 204 



 205 



 206 



 207 



 208 



 209 
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２ 事業所調査票 
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 213 



 214 



 215 



 216 



 217 



 218 



 219 



 220 
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